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はじめに

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。

本書は、「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の中間評価報告書

であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき、研究評価委員会において

設置された「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」（中間評価）分科

会において評価報告書案を策定し、第５４回研究評価委員会（平成２９年１２月１３日）に

諮り、確定されたものである。

平成２９年１２月

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

研究評価委員会
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審議経過

● 分科会（平成２９年９月２８日）

公開セッション

１．開会、資料の確認

２．分科会の設置について

３．分科会の公開について

４．評価の実施方法について

５．プロジェクトの概要説明

非公開セッション

６．プロジェクトの詳細説明

７．全体を通しての質疑

公開セッション

８．まとめ・講評

９．今後の予定

１０．閉会

● 現地調査会（平成２９年９月２７日）

産業技術総合研究所 つくば産総研西 TIA 棟会議室（茨城県つくば市） 

● 第５４回研究評価委員会（平成２９年１２月１３日）
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評価概要

１．総合評価

本プロジェクトは、社会的な必要性の高い将来の情報通信・処理機器の分野で集積光電子

デバイス実装による超低消費電力化・高性能化の技術を開発し実用化することを目指すもの

で、プロジェクトリーダーの優れたリーダーシップのもとに、優秀な研究者が集結し、強力

な体制により戦略的な研究開発が進められている。中間目標は概ね達成されており、世界初、

世界最高水準の成果が多数含まれている。成果の事業化に向けて、新会社を設立したことは

高く評価できる。また、この会社は技術研究組合から成果の知財と技術の一部を継承し新設

分割した初めての事例であり、他分野を含めた我が国のモデルケースとなることを期待する。

セミナー・ワークショップの開催等を通じて、光電子集積技術分野の将来ビジョン形成、人

材育成にも大きく貢献している。知的財産等については、オープン・ブラックボックス戦略

を具体化するとともに、国際標準化に向けた多くの提案と参画でも成果が得られている。

今後も、コストパフォーマンスを意識した情勢変化への機敏な対応と技術の優位性・競争

力確保等の努力を続け、光エレクトロニクス実装システム技術によるエレクトロニクス産業

の活性化に向けて研究開発に取り組むことを期待する。

２．各論

２．１ 事業の位置付け・必要性について

情報化社会の急速な進展に伴い、光通信機器・システムの省エネ化・高性能化を推進する

本事業は、我が国の国際競争力を高める上で極めて重要である。また、省エネルギー技術戦

略 2016 に適合し、国の科学技術政策に資するものであり、CO２ 削減効果にも寄与するこ

とから、NEDO 事業として妥当である。さらに、光電子集積技術の実現には、広範囲にわ

たる難度の高い要素技術の開発と統合化が必要であるため、民間企業単独ではリスクが大き

く、NEDO の関与が必要な事業であると認められる。 

２．２ 研究開発マネジメントについて

研究開発目標は、国内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、明確に設定されており妥当

である。また、実用化を前提とした適切な研究開発計画とスケジュールが立案されている。

プロジェクトリーダーの卓越したリーダーシップのもと、実装基盤技術開発から実装システ

ム化技術開発まで、真に技術力と事業化能力を有する企業、研究所等が結集し、緊密で有機

的な連携により、事業が推進されている。さらに、通信量増加の加速や国際開発競争激化な

どの情勢変化を常に把握・分析し、促進財源を投入して研究開発を効率化、加速化を図って

いる。知的財産については、オープン・ブラックボックス戦略を具体化して、実施者間で知

的財産に関する取扱を整備し、適切に運用している。国際標準化についても戦略に基づいて

環境形成の努力と寄書提出が続けられ、成果が得られている。

今後について敢えて提言するならば、革新的デバイス技術研究において、技術推進委員会
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での情報交換や討論などを通じて大学と企業間の連携をより一層強化して、本プロジェクト

成果としての貢献を明確化することを期待する。

本分野に係る競争は世界的に激化していることから、目標の見直し等、今後も社会情勢に

対応したフレキシブルなマネジメントが望まれる。

２．３ 研究開発成果について

中間目標は概ね達成されており、多くの実用的で競争力のある光エレクトロニクス集積デ

バイス、光電子集積サーバシステム、光電子集積光通信システムが実現され、世界初、世界

最高水準の成果が多数含まれている点は評価できる。最終目標に向けての課題とその解決の

道筋も明確かつ妥当である。また、公開セミナーやワークショップの開催等を通じて、将来

ビジョン形成、人材育成に大きく貢献している。さらに、知的財産権等の取得のため、国内

外で多くの特許出願がなされている。国際標準化に向けた環境整備と提案も適切になされて

おり、標準化が増え始めていることも重要な成果である。

今後、新技術を実装レベルにまとめるには予測せぬ課題が出てくることも考えられるため、

常に代替策も視野に入れながら研究開発に取り組むとともに、国内大学発の成果の特許化を

増やすことを期待する。

２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて

本事業で開発するデバイス・システムは、市場やユーザーの要求に合致するものであり、

大きな経済効果が期待される。積極的な実用化、事業展開が図られており、技術研究組合光

電子融合基盤技術研究所（PETRA）から成果の知財と技術の一部を継承した新会社を設立

し、事業化を推進している点は高く評価できる。さらに、学生・社会人対象の集中セミナー・

ワークショップを通じての人材育成も、長期的戦略の一つとして評価できる。

今後、データセンター間や企業間ネットワークに係るセキュリティ確保の観点からの技術

課題についても検討を進めることを望む。また、コストパフォーマンスを意識して情勢変化

へ機敏な対応をしつつ、時代のスピードに乗って柔軟に製品を送り出すなど、更に多くの実

用化・事業化を実現することを期待する。



6 
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研究評価委員会コメント

第５４回研究評価委員会（平成２９年１２月１３日開催）に諮り、以下のコメントを評価

報告書へ附記することで確定した。

● 電力の３割削減及びＣＯ２削減等を明確に見通しつつ、選択と集中のもと技術開発

を進められたい。また、国際競争力を確保し、日本製品が世界的により浸透する戦

略を策定されたい。



第 1章 評価 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。



1-1

１．総合評価

本プロジェクトは、社会的な必要性の高い将来の情報通信・処理機器の分野で集積光電子

デバイス実装による超低消費電力化・高性能化の技術を開発し実用化することを目指すもの

で、プロジェクトリーダーの優れたリーダーシップのもとに、優秀な研究者が集結し、強力

な体制により戦略的な研究開発が進められている。中間目標は概ね達成されており、世界初、

世界最高水準の成果が多数含まれている。成果の事業化に向けて、新会社を設立したことは

高く評価できる。また、この会社は技術研究組合から成果の知財と技術の一部を継承し新設

分割した初めての事例であり、他分野を含めた我が国のモデルケースとなることを期待す

る。セミナー・ワークショップの開催等を通じて、光電子集積技術分野の将来ビジョン形成、

人材育成にも大きく貢献している。知的財産等については、オープン・ブラックボックス戦

略を具体化するとともに、国際標準化に向けた多くの提案と参画でも成果が得られている。 
今後も、コストパフォーマンスを意識した情勢変化への機敏な対応と技術の優位性・競争

力確保等の努力を続け、光エレクトロニクス実装システム技術によるエレクトロニクス産業

の活性化に向けて研究開発に取り組むことを期待する。

〈肯定的意見〉

 中間目標は、すべてのテーマと項目において数値目標を含めて達成されており、超小

型光トランシーバ「光 I/O コア」の事業化に向けて、2017 年 4 月 17 日、新会社「ア

イオーコア株式会社」を設立したことは高く評価できる。また、世界初、世界最高水

準の成果が多数含まれており、最終目標を達成できる可能性は非常に高いと期待され

る。2014 年度に実施した中間評価の指摘事項に対して適切に対応するとともに、傑出

したプロジェクトリーダーの下に、産学官の主だった機関が結集し、目標の前倒し、

実施事項の追加など、必要に応じて見直しを行い、促進財源を投入して研究開発の効

率化、加速化を図っている。

 知的財産等については、事業化を有利に進めるためのオープン・ブラックボックス戦

略を具体化するとともに、国際標準化活動を通じて技術の優位性確保に努めている。

また、実用化・事業化戦略の一環として、国際的に評価の高いジャーナルや国際会議

で数多くの論文を公表し、成果の普及に尽力している。さらに、成果のプレスリリー

スをタイムリーに行い、成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、インパク

トのある広報活動を継続している。プロジェクトリーダーが機構長を務める「東京大

学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構」において、本プロジェクトの成果を取り

入れた教育カリキュラムの策定、各種セミナー・ワークショップの開催等、成果の普

及ならびに情報発信を通じて、光電子集積技術分野の将来ビジョン形成、人材育成に

大きく貢献している。

 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発及び光エレクトロニクス実装システム化技術

の開発共、目標あるいは目標以上の成果を達成されているのが確認できた。個別項目

の開発目標が達成されており、極めて順調に進捗していると評価できる。実用化、事

業化も極めて積極的に行われており、実績を構築しつつある点を高く評価する。
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 PL のリーダーシップのもと、優秀な研究者が集結することにより、非常に順調に成果

が得られており、日本の電気・電子業界にとって光明である。これに勇気づけられて、

後続の新たなプロジェクトが果敢にスタートすることを期待したい。 
 社会的な必要性の高い将来の情報通信・処理機器の分野で集積光電子デバイス実装に

よる超低消費電力化・高性能化の技術を開発し実用化することを目的に、明確な指針

と優れたリーダーシップのもとに、先行プロジェクトの成果を基盤とする強力な体制

により戦略的な研究開発が精力的に進められている。既に多くの要素プロセス技術が

確立され、実用的な集積光電子デバイスと光接続システムが実現され、世界初の実現

や最高性能達成を含む多くの成果が得られている。量子ドットレーザとシリコンフォ

トニクスの融合による実用的な光 I/O デバイスの実現は特筆すべき成果である。デジ

タルコヒーレント光（DCO）トランシーバの開発と小型高性能低消費電力化でも顕著

な進展が得られている。DCO 関係要素デバイス、DCO 光トランシーバ等の事業化が

順調に推進されており、光 I/O コア事業化のための新会社設立もなされた。さらに他

の幾つかの成果についても事業化が検討され、計画やマイルストーンが示される段階

に至っている。また革新的デバイス技術創成のため大学グループで特色ある研究が推

進され、学術的に優れた多くの成果が得られている。国際標準化に向けた多くの提案

と参画でも成果が得られている。AI 技術普及等に伴う大容量データ処理の必要性加速

など、情勢変化の分析や対応にも努力が払われている。 
 設定された中間目標は全てのテーマと項目にわたって数値目標を含めて十分に達成さ

れたと認められる。特許取得や成果公開公表についても妥当な努力がなされている。

人材育成への取組も評価できる。現時点で総合的に見て、当初目的と計画に沿って極

めて順調に推進されており、優れた成果が得られていると高く評価できる。 
 要素技術の高性能化、高度化に留まらず、実応用システムに適用してその価値を示し、

事業化に向けた展望を描くところまで順調に到達していることを高く評価する。 
 プロジェクト全体は順調に推移していると評価できる。特に、プロジェクト途中にお

ける新会社の設立は今後の NEDO プロのお手本となる実績である。 

 
〈改善すべき点〉 
 「革新的デバイス技術」のネーミングを「革新的集積デバイス技術」に変更した方が

いいと思われる。理由は、荒川 PL の発明された量子ドットレーザ(QDL)のように、基

礎研究によって産み出された画期的なデバイスをイメージするので、既にあるデバイ

スを集積する実装基盤技術の国家プロジェクトということと、「光エレクトロニクス集

積技術」、「集積光 I/O チップ」、「光電子集積光通信システム」、「光電子集積サーバシ

ステム」などが本プロジェクトの中で使用されているため。 
 本プロジェクトと大学との連携では、東京大学の荒川 PL の研究開発の成果(量子ドッ

トレーザ等)は、本プロジェクトと良く連携されているのが分かったが、他の大学の研

究成果と本プロジェクトとの連携が良く分からなかったので今後本プロジェクトと各

大学との連携が改善されることを望む。 
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 民間企業に比べ大学の論文数は多いが特許申請数が少ないので、今後論文発表前に特

許を申請するよう改善されることを望む。 
 光 I/O コアのような微小光デバイスの新測定法(挿入損失、結合損失、光伝送損失等)

の特許化並びに国際標準化を推進されることを望む。 
 マルチモード光ファイバを用いた光結合器、モード変換ファイバ、偏波無依存 WDM

分波器、一芯双方向 WDM 分波器などの特許化と国際標準化を推進されることを望む。 
 革新技術まで取り込む技術統合に関してはパフォーマンスに加えてコストや安定性な

ど、システム共通の要求条件を早期に議論すべきと考える。 
 革新的デバイス技術研究については、大学－企業間の双方向性連携を強化し焦点を絞

ることにより、本プロジェクトへの成果取込みを増やし、大学発の新技術を産業技術

として育てて頂きたい。 

 
〈今後に対する提言〉 
 「アイオーコア株式会社」は、技術研究組合法の下に、技術研究組合から研究成果の

知的財産権と技術の一部を継承して起業した初めての事例であり、自助努力は言うに

及ばず、他分野を含めた我が国のモデルケースとなるように、プロジェクト全体とし

てバックアップして頂きたい。 
 本プロジェクトを構成する「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」の「基盤要素

技術」に係る「光エレクトロニクス回路設計技術」については、その成果がまだよく

見えていないので、目標達成に向けて研究開発を加速して頂きたい。 
 東京大学の量子ドットレーザ(QDL)は、近い将来のノーベル賞候補で、ノーベル賞委

員会では、その時 VCSEL(外部共振器型垂直面発光レーザ)と比較されると思われる。

VCSEL は、閾値電流が低く、システムの消費電力も小さく、低電流でも高速変調がで

き、市場に広く流通しているので、量子ドットレーザ(QDL)が、コスト面でも VCSEL
を上回るようないい製品ができて、いろいろなところや国などで使われたらノーベル

賞受賞が実現できるのではないかと期待している。それには、国や NEDO が中心とな

ってノーベル賞受賞が実現できるよう Back Up し続けることが重要である。 
 実用化・事業化について、本プロジェクトに参加しているメンバー（ドリームチーム）

で一つの会社を組織できれば理想的だと思っていたが、別の形でアイオーコアという

新しい会社ができているので、新会社の今後の動向を見守りたい。しかし、可能なら

ば、現在本プロジェクトを推進しているドリームチーム全員を新会社のアイオーコア

の社員に移行できるよう再考して頂きたい。 
 東京大学で、ナノ量子情報エレクトロニクス特論を開講し、また、フォトニクス・イ

ノベーション及びビジョンワークショップを開催し人材育成を実施していることは評

価できる。しかし、最近大学などで、優秀な研究者が育っているのでポスドクを大型

研究予算が確保されている本プロジェクトで採用し、すでに研究開発をしているドリ

ームチームと一緒に任期を気にしない中で落ち着いて研究開発をさせながら人材育成

することも検討して頂きたい。 
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 世界初または世界トップというデータは、その数値を確認する測定装置やシステムが

なければ評価できないが、本プロジェクトは、市販されていない新しい測定システム

を構築されているので高く評価したい。 
 最終ステージに向けて、特に総合的な最適解を得るためには開発した技術の取捨選択

まで含めて、マネジメントの重要性がいっそう高くなると考える。プロジェクト全体

の統一目標の設定や意思疎通などに留意され、日本の光エレクトロニクス開発の模範

的な成功モデルとなるよう期待する。 
 情勢変化の監視と対応、コストパフォーマンス改善、優位性・競争力確保などの努力

を続け、光エレクトロニクス実装システム技術による我国のエレクトロニクス産業の

再興に向けて今後もご尽力頂きたい。 
 高性能な部品技術を持ちながらシステム応用では海外に先手を取られ、また研究開発

で世界的優位に立ちながらビジネスで負けるというこれまでのパターンを、ぜひ払拭

して頂きたい。そのためのワークショップ等も行ってみてはいかがでしょうか。 
 最終目標である 1mW/Gbps を達成するために、ハードウェアの性能向上に加えて、シ

ステムアーキテクチャの設計指針を明確にして（外部に発信して）国際標準化にも積

極的に取り組んで頂きたい。 

 
 



1-5 

２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 

情報化社会の急速な進展に伴い、光通信機器・システムの省エネ化・高性能化を推進する

本事業は、我が国の国際競争力を高める上で極めて重要である。また、省エネルギー技術戦

略 2016 に適合し、国の科学技術政策に資するものであり、CO２ 削減効果にも寄与するこ

とから、NEDO 事業として妥当である。さらに、光電子集積技術の実現には、広範囲にわ

たる難度の高い要素技術の開発と統合化が必要であるため、民間企業単独ではリスクが大き

く、NEDO の関与が必要な事業であると認められる。 

 
〈肯定的意見〉 
 本事業は日本が優位性を有する技術基盤に立脚しており、その国際競争力をいかんな

く発揮する上で、国を挙げてのサポートは適切かつ不可欠である。上位の施策と非常

に良く整合しており、NEDO が推進すべきであることも明白である。共通の技術課題

を産官学が協力して「一点突破」し、それを基礎として各企業が独自の強みを生かし

て多方面に事業化、すなわち「全面展開」する理想的なスキームになっている。 
 本プロジェクトは、光エレクトロニクス実装システム実現のための実装基盤技術と実

装システム化技術を開発し、データセンター等におけるサーバやルータ、光通信シス

テム向け IT 機器の高速化と低消費電力化を目指す極めて公共性・公益性の高い事業で

あり、以下に述べる「内外の技術動向」、「国際競争力の状況」、「エネルギー需給動向」、

「市場動向」、「政策動向」、「国際貢献可能性」等の観点から、事業の目的は妥当であ

る。 
 本プロジェクトは公共性の高い情報通信・大規模情報処理分野において電力消費量急

増に対処するため、先行公的プロジェクト等で得た成果を基盤とし、IT 機器内やデー

タセンター用サーバ間などの接続部に先端光電子デバイスを実装して顕著な低消費電

力化と高速化を図る技術を開発するとともに、実用化と応用拡大および国際競争力の

強化を目的とする事業である。未来開拓研究プロジェクトの目標達成に多大な寄与が

期待されるとともに、科学技術基本計画等の産業技術政策に整合する。目標達成には

高度な学術的経験、大規模最先端設備、研究者間の有機的連携を基盤とする研究開発

に加えて、公益性重視の取組みと国際標準獲得や技術者育成などの活動を必要とする。

したがって、民間企業個別の努力のみでは十分な成果を効率的に得ることは困難であ

り、国家的規模で総合的・組織的・戦略的に取組む必要がある。情報化社会の発展に

伴う省エネルギー情報基盤の社会的必要性と予想される市場規模の波及効果から、予

算に見合う十分な経済効果と環境改善への寄与が大いに期待される。以上の理由で

NEDO 事業として極めて妥当であり、大きな意義がある。事業目的の妥当性と事業の

必要性は、最新調査による関連学術分野の現状と将来予測および欧米での同分野プロ

ジェクト始動などの国際的技術開発動向から見て、前回中間評価時よりさらに高まっ

たと思われる。 
 我が国では、実装主体のプロジェクトの先駆けとなる本事業を推進してきたが、最近、
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米国や欧州でも実装プロジェクトが始動し、競争が激化している。技術レベルでは日

本が先行しているものの、米国は短期での実用化を目指しており、研究開発をなお一

層加速し、国際競争力を飛躍的に高める必要がある。また、国内の IT 機器による電力

消費量は急増しており、2025年には2010年比で2倍に達する可能性もあることから、

IT 機器の低消費電力化は喫緊の課題である。特に、2015 年前後から米国を中心に、

大規模データセンター構築の機運が急速に高まっており、こうした市場に参入するに

は、データセンター間接続用デジタルコヒーレントトランシーバの小型化、低消費電

力化の実現が急務である。本事業は、世界一の省エネルギー国家を目指す「省エネル

ギー技術戦略 2016」に適合するものであり、IoT や AI の進展によってデータ量が世

界的に急増し、各国ともその対策が急がれる中、大規模データの高速・リアルタイム

処理を低消費電力で実現することを目指しており、国際的貢献も期待される。 
 上位の施策・制度である「第 5 期科学技術基本計画」、「科学技術イノベーション総合

戦略 2017」では、「超スマート社会」（Society5.0）実現のための情報通信基盤技術の

開発強化、新たな価値創出のコアとなる基盤技術としての光・量子技術の開発強化、

大規模データの高速・リアルタイム処理を低消費電力で実現するデバイス・ネットワ

ーク技術の開発強化が掲げられており、本事業は、こうした施策・制度の目標達成に

寄与するものである。 
 IT 機器の省電力化技術を開発し、CO２排出量を削減することは、地球温暖化対策とし

て極めて重要で公益性が高く、国家的な取り組みが必要である。また、光電子集積技

術は、IT 機器の省電力化と高速化を両立でき、次世代情報通信分野の中核的な技術と

してのポテンシャルを秘めている。このため、国際的な競争も激しく、欧米では国家

的な取り組みを進めており、我が国のエレクトロニクス産業を支える技術の国際競争

力を強化するには、光電子技術開発における国内企業間の連携や技術の共通化が必要

不可欠である。さらには、光電子集積技術の実現には、広範囲にわたる難度の高い要

素技術の開発と統合化が必要で、民間企業単独ではリスクが大きく、市場原理のみで

技術開発を進めることは困難である。以上の観点から、本事業は NEDO の関与が必要

な事業であると認められる。 
 本事業の成果が適用される製品群と CO２削減量の推定結果、ならびに本事業費総額

（10 年間で 284 億円）に対して期待される経済効果（1.26 兆円）の試算結果から、本

事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、「省エネルギー効果」、

「経済的効果」の両面で、投じた研究開発費との比較において十分であると認められ

る。 
 「量子ドットレーザ(QDL)」は、閾値電流の温度安定性が良くて、高温でも安定して

レーザ発振することができるノーベル賞級の世界初の究極のレーザである。これをシ

リコンフォトニクスによる光電子集積回路(光 I/O コア)に実装する本プロジェクトは、

民間企業や大学では、研究開発のリスクが大きくまた資金に限界があるため、国家プ

ロジェクトでシリコンフォトニクス関連の専門家のドリームチームを結成できる点な

どで本事業の目的は妥当である。 
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 本プロジェクトは、ルータやサーバ等の IT 機器を省電力化、小型化、低コスト化する

ための光信号と電気信号を変換する小型チップ、電子回路と光回路を組み合わせた光

電子ハイブリッド回路配線の集積化技術を確立することである。これは、国の産業政

策や科学技術政策とも合致しており、CO２ 削減効果にも寄与するため NEDO の事業

として妥当である。 
 Industry4.0 をはじめ、各国で ICT をベースとした産業構造の転換を図っており、ICT

に係わる先端技術と実用技術のバランスのとれた研究開発は国の将来を左右する重要

な位置づけである。その基本を支える本技術開発は極めて重要かつ大きな位置づけで

ある。 
 上記にも述べた通り、極めて大きなプロジェクトであり、国際的位置づけを確保する

には個別の企業で対応できるレベルではなく、国家的戦略に基づくプロジェクトが必

須である。多くの企業が製造レベルまで共に踏み込んで開発が行われており、コスト

パフォーマンス上も極めて良い進捗を得ている。 
 本事業は、我が国の半導体産業の国際的競争力の低下に歯止めをかけるべく、その復

活をかけ産官学が一体となって推進すべきものである。 
 情報化社会の急速な進展に伴い、光通信機器・システムの省エネ化・高性能化を推進

する当該プロジェクトは我が国の国際競争力を高める上で極めて重要である。 

 
〈改善すべき点〉 
 省エネルギー効果の見積もりについては、年度ごとに、また、事業の進展とともに確

度を高めていく必要がある。 
 「革新的デバイス技術」のネーミングを「革新的集積デバイス技術」に変更した方が

いいと思われる。理由は、荒川 PL の発明された量子ドットレーザ(QDL)のように、基

礎研究によって産み出された画期的なデバイスをイメージするので、既にあるデバイ

スを集積する実装基盤技術の国家プロジェクトということと、「光エレクトロニクス集

積技術」、「集積光 I/O チップ」、「光電子集積光通信システム」、「光電子集積サーバシ

ステム」などが本プロジェクトの中で用語として使用されているため。 
 NEDO の事業実施の効果(経済的効果)の AOC 市場とサーバ及び HPC 市場の中で、「面

発光レーザ(VCSEL)+シリフォト」のキーワードが使用されている。本プロジェクトの

東京大学の「量子ドットレーザ(QDL)」は、近い将来のノーベル賞候補で、ノーベル

賞委員会で、その際「面発光レーザ」と比較されることが予想される。その VCSEL
は、閾値電流が低く、システムの消費電力も小さく、低電流でも高速変調ができ、市

場に広く流通しているのでそれに対抗すべく、「量子ドットレーザ(QDL)+シリフォト」

のキーワードを国や NEDO が中心となり世界的に広報していく必要があると思われ

るので検討して頂きたい。そのためには、「量子ドットレーザ(QDL)+シリフォト」が

「面発光レーザ(VCSEL)+シリフォト」に比べいかに優れているかをアピールし続けて

いくことが重要と思われる。 
 特に見当たらない。ただし本プロジェクトの研究組織が必ずしもオールジャパン体制
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とは言えないので、PETRA 参画企業等を含む広範囲の日本企業による本プロジェクト

成果の有効活用と我国産官学連合による国際技術競争力強化の観点からの取組みを更

に明確化することが望まれる。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 

研究開発目標は、国内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、明確に設定されており妥当

である。また、実用化を前提とした適切な研究開発計画とスケジュールが立案されている。

プロジェクトリーダーの卓越したリーダーシップのもと、実装基盤技術開発から実装システ

ム化技術開発まで、真に技術力と事業化能力を有する企業、研究所等が結集し、緊密で有機

的な連携により、事業が推進されている。さらに、通信量増加の加速や国際開発競争激化な

どの情勢変化を常に把握・分析し、促進財源を投入して研究開発を効率化、加速化を図って

いる。知的財産については、オープン・ブラックボックス戦略を具体化して、実施者間で知

的財産に関する取扱を整備し、適切に運用している。国際標準化についても戦略に基づいて

環境形成の努力と寄書提出が続けられ、成果が得られている。 
今後について敢えて提言するならば、革新的デバイス技術研究において、技術推進委員会

での情報交換や討論などを通じて大学と企業間の連携をより一層強化して、本プロジェクト

成果としての貢献を明確化することを期待する。 
本分野に係る競争は世界的に激化していることから、目標の見直し等、今後も社会情勢に

対応したフレキシブルなマネジメントが望まれる。 

 
（１）研究開発目標の妥当性 

〈肯定的意見〉 
 「実装基盤技術」、「実装システム化技術」のいずれの課題も、国際的視点からの技術

展望のもとに戦略的な研究開発目標と達成度を判定できる明確な数値目標を設定して

おり、その設定根拠も示されている。 
 研究開発目標は、国内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定し

ており、達成度を判定できる明確な目標を設定しているため妥当である。 
 目標、計画とも重点化や外部の動向をふまえて設定されており、妥当と考える。 
 技術力や開発に要する時間が正確に把握されており、目標設定が非常に適切である。 
 国際的視野に立った技術展望・社会情勢展望と戦略的判断のもとに、低消費電力化を

最重要項目とする明確な目標設定がなされている。研究開発項目の区分、役割分担、

ベンチマークの適切な設定がなされ、特に実装基盤要素技術、実装システム化技術に

おいて数値目標や目標仕様が設定されている。 
 当該分野の情勢の変化や 2014 年度中間評価に対応して開発項目の選択と集中を進め

るなど、研究開発のフレキシブルな運営に努めていることが確認でき、長期プロジェ

クトを意識したマネジメントが行われている。 

 
〈改善すべき点〉 
 本プロジェクトと大学との連携では、東京大学の研究開発の成果(量子ドットレーザ等)

は、本プロジェクトと良く連携されているのが分かったが、他の大学の研究成果と本

プロジェクトとの連携が良く分からなかったので、今後本プロジェクトと各大学との

連携を改善されることを望む。 
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〈今後に対する提言〉 
 本分野に係る競争が、世界的に激化していることから、今後ともベンチマークの更新

に努めて頂きたい。 
 本プロジェクトの研究開発期間スケジュールの 10 年間は長いので、5 年で一度終了し

て、成果が十分であればそのまま継続し、不十分であれば参加チームの一部を見直し

（入れ替え）て、新たに残りの 5 年間を再スタートし完了する方向がいいと思われる。

次の新研究プロジェクトを企画される際に改善されることが望まれる。 
 デバイスに対する要求性能は必要最低限の要求レベルや、システム設計面からみてコ

スト低減につながる、より高いレベルの要求など幅があるはずなので、デバイス、シ

ステム総合的な最適解が得られるようなマネジメントを期待する。 
 10 年という長期間のプロジェクトであるので、要となる省エネ技術開発、目標値達成

を維持したまま、個々のテーマあるいは目標や実施者をフレキシブル且つ発展的に見

直していくことも必要ではないか。10 年前に設定した目標値は達成したが、ビジネス

に結びつかなかったという結果にならないよう、社会情勢に対応したフレキシブルな

マネジメントが望まれる。 

 
（２）研究開発計画の妥当性 

〈肯定的意見〉 
 低消費電力化、高集積・高密度・大面積化、高信頼化に向けた課題解決のための諸方

策が提示され、研究開発費を含めて、具体的な研究開発スケジュールが立案されてい

る。目標達成に必要な要素技術はすべて網羅されており、要素技術間の関係、順序も

適切である。また、「光 I/O コア」から「光入出力 LSI」、さらには「光電子集積イン

ターポーザ」と計画的に大規模化を図るなど、技術の集積を実用化の観点から絞り込

み、有効活用している。 
 研究開発計画は、目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費となっており、

目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されており、各計画における要素技術間の関

係、順序は適切で、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を図っておりほぼ

妥当である。 
 目標、計画とも重点化や外部の動向をふまえて設定されており、妥当と考える。 
 適切なタイミングで促進財源が投入されるなど、柔軟な対応が評価できる。 
 実用化を前提とした低消費電力化策と成果相互利用が盛り込まれた適切な研究開発計

画とスケジュールが立案され着実な事業推進がなされている。 

 
〈改善すべき点〉 
 東京大学で、ナノ量子情報エレクトロニクス特論を開講し、また、フォトニクス・イ

ノベーション及びビジョンワークショップを開催し人材育成を実施していることは評

価できる。しかし、最近大学などで、優秀な研究者が育っているのでポスドクを本プ

ロジェクトで採用し、すでに研究開発をしているドリームチームの中でポスドクの任



1-11 

期を気にせず落ち着いて一緒に研究開発をさせながら人材育成することも検討して頂

きたい。 
 今後、各種の革新的デバイス技術の開発が最終段階に向けたステップに進む際には、

代替技術との比較面でコストや信頼性を十分考慮し、突出した性能にこだわることな

く、必要にして十分な性能を持つデバイスを集積することで全体の最適解を求められ

るよう、バランスのとれた研究開発に留意してほしい。 

 
（３）研究開発の実施体制の妥当性 

〈肯定的意見〉 
 優れたリーダーシップを有するプロジェクトリーダーと複数のサブリーダーのもとに、

実装基盤技術開発から実装システム化技術開発まで、真に技術力と事業化能力を有す

る企業、研究所等が実施者として選定され、また、成果の実用化・事業化の担い手も

関与した実施体制が構築されており、実施者間の緊密で有機的な連携によって、事業

が推進されている。「革新的デバイス技術」の開発を担う大学は、光電子集積サーバ技

術への技術展開の見通しを示すとともに、事業化に対する課題を明確化することによ

って、企業の研究開発に貢献している。 
 研究開発の実施体制は、技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しており、指揮

命令系統及び責任体制は明確で、かつ機能している。成果の実用化・事業化の戦略に

基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制を構築している。目標

達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明

確であり、かつ機能している。 
 体制・組織もこの分野をリードするメンバーがそれぞれ強みを発揮しつつ実用化との

距離をみながら課題ごとに開発を進めている状況がみられ、プロジェクト推進にうま

く寄与できている。 
 実施体制は各項目の基盤となる経験を活用できる強力な研究グループから組織されて

いて、卓越したプロジェクトリーダーのもとに、マネジメント委員会による統括と事

業化推進委員会・連絡会議の定期開催を含む各種委員会による PDCA サイクルを通じ

て事業推進がなされ、全ての個別テーマにおいて極めて順調な進展が得られている。 
 総勢 120 人を超えるメンバーの士気を高め、このたびの中間目標の完全達成を果たし

たマネジメント力は大いに評価できる。 

 
〈今後に対する提言〉 
 本分野に係る競争が、世界的に激化していることから、今後ともベンチマークの更新

に努めて頂きたい。 
 高度な実装技術がもたらす付加価値をより明確にし、ブラックボックス戦略を積極的

に推進することが有利な事業化につながるように思われる。 
 研究開発のスタートから事業化まで 10 年を超える長いスパンの中で、当初の想定した

市場動向やロードマップ等が変化するのは自然と考える。したがって、これらの改訂
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も綿密に進め、その軌跡を今後も見える化し、将来の新たな事業に繋がる成果として

残して頂きたい。 

 
（４）研究開発の進捗管理の妥当性 

〈肯定的意見〉 
 研究開発の進捗状況を常に把握するとともに、2014 年度の中間評価の指摘事項に対し

て適切に対応している。当初の研究開発目標を基本としつつも、政策・技術の動向等

を常に把握し、目標の前倒し、実施事項の追加など、必要に応じて見直しを行い、促

進財源を投入して研究開発の効率化、加速化を図っている。 
 研究開発の進捗管理は、進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応して

いると思われる。また、社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、

それらの影響を検討し、必要に応じて適切に対応している。 
 実装システム化において実装基盤技術が十分に活用されており、デバイス・システム

連絡会議等がうまく機能していることがうかがわれる。 
 革新的デバイス技術の開発のため５大学６グループが参画している点は本プロジェク

トの特徴の一つであり、特に量子ドットレーザに関して実用化・事業化の観点からも

本プロジェクトに大きな貢献をしている。通信量増加の加速や国際開発競争激化など、

情勢変化の把握と分析および対応は適切・機敏に行われている。情報管理、進捗管理、

前回中間評価結果への対応も適切に行われ、ロードマップ作成、促進財源活用による

実施事項追加・目標前倒し達成、広報強化、人材育成プログラム実施開始などの取組

も評価できる。 

 
〈改善すべき点〉 
 他の先端技術とのベンチマークはよく調査、比較しているようであるが、本プロジェ

クトがスタートした時点の旧技術も性能はともかくコスト面等では大きく進捗してい

ると考えるべきであり、その面でのウオッチングもしっかり行って頂きたい。 
 特に大きな問題点は見当たらない。ただ革新的デバイス技術研究の一部のグループの

研究は本プロジェクト目標との関連を明確化できる段階に至っていないように思われ、

成果をプロジェクト中に如何に取込むかが課題と思われる。マネジメントによる努力

はなされているが、今後は技術推進委員会での情報交換や討論などを通じて目標再設

定や実装化共同研究等の大学-企業間双方向的連携強化を図り、本プロジェクト成果と

しての貢献を明確化することが必要と思われる。 

 
（５）知的財産等に関する戦略の妥当性 

〈肯定的意見〉 
 知的財産については、オープン・ブラックボックス戦略を具体化して、事業化に向け

た活動を継続しており、実施者間で知的財産に関する取扱を整備し、適切に運用して

いる。また、国際標準化については、標準化活動を推進するための体制を整備すると



1-13 

ともに、光と電気のインターフェースの構造的な仕様の規格化を進めるなど、適切に

取り組んでいる。 
 特許や外国出願数より、知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当である。知的財産に

関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、

かつ適切に運用している。寄書の提案、オープン・ブラックボックス化戦略や標準化

会議へ Editor を送り込むなど、国際標準化に関する事項を計画しておりその戦略及び

計画は妥当である。 
 知財戦略としては、オープン・ブラックボックスの両面からの努力がなされ、コア技

術特許化や、基盤要素技術において位置決め精度要求の達成困難性を利用したノウハ

ウ組込などの実践がなされた。国際標準化についても戦略的計画に基づいて環境形成

の努力と提案提出が続けられ、成果が得られている。 

 
〈今後に対する提言〉 
 オープン戦略・ブラックボックス戦略について、より長期的に優位性を確保するため

の新規な戦略を生み出す努力を続けて頂きたい。 
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２．３ 研究開発成果について 

中間目標は概ね達成されており、多くの実用的で競争力のある光エレクトロニクス集積デ

バイス、光電子集積サーバシステム、光電子集積光通信システムが実現され、世界初、世界

最高水準の成果が多数含まれている点は評価できる。最終目標に向けての課題とその解決の

道筋も明確かつ妥当である。また、公開セミナーやワークショップの開催等を通じて、将来

ビジョン形成、人材育成に大きく貢献している。さらに、知的財産権等の取得のため、国内

外で多くの特許出願がなされている。国際標準化に向けた環境整備と提案も適切になされて

おり、標準化が増え始めていることも重要な成果である。 
今後、新技術を実装レベルにまとめるには予測せぬ課題が出てくることも考えられるた

め、常に代替策も視野に入れながら研究開発に取り組むとともに、国内大学発の成果の特許

化を増やすことを期待する。 

 
（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

〈肯定的意見〉 
 中間目標は、すべてのテーマと項目において数値目標を含めて達成されており、ベン

チマーク結果から、本事業による成果は競合技術と比較して優位性があると認められ

る。世界で初めてウェハボンディング構造で量子ドットレーザの発振に成功したこと、

サイズ 5 mm 角でスループット 300 Gbps の超小型光トランシーバ（光 I/O コア）を

実現し、世界一の帯域密度 1.2 Tbps/cm２を達成したこと、世界初となる TWDM-PON
規格に準拠した送受信集積チップを開発し、10Gbps×4 波×上り/下りの一芯双方向多

重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、このチップを小型モジュールに

実装する技術を確立したこと、光の損失を従来比で 10 分の 1 に低減し、5 倍の効率で

電気信号を光信号に変換できる世界最高性能の半導体光変調器の開発にも成功したこ

となど、世界初、世界最高水準の成果が多数含まれている。 
 成果として、中間目標は、ほぼ 100%達成している。中間目標未達成の場合、達成でき

なかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしている。 
 成果は、競合技術と比較して優位性がある。世界初、世界最高水準、新たな技術領域

の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価している。設定された目標

以外の技術成果がある場合、積極的に評価している。 
 いずれの項目においても平成２９年度末の中間目標を達成済み、または達成に至る見

通しがあり、中間目標を十分にクリアしていると判断できる。特に光エレクトロニク

ス集積技術に関しては製造プロセスを含む実用レベルの基盤技術が達成されている。 
 各テーマとも中間目標は十分達成しており、日本の技術力の高さが実証されている。

量子ドットレーザのメリット（低消費電力、温度特性など）が十二分に活かされてお

り、優位性を生み出している。 
 設定された 2017 年度末中間目標は全てのテーマと項目において数値目標を含めて達

成（達成見込み）されていることは喜ばしい。世界初のデバイス実現や世界最高性能

達成も含まれ、一部では前倒目標達成や事業化見通し確立がなされた。前回中間評価
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時以後も高性能化や高機能化がなされ、25Gbps12ch1.2Tbps/cm２光 I/O チップ開発、

100Gbps 小型デジタルコヒーレント光（DCO）トランシーバ開発、3mW/Gbps 低消

費電力小型光トランシーバ実現、世界最高性能半導体光変調器実現など、多くの実用

的で競争力のある集積光電子デバイスと光接続システムが実現された。DCO トランシ

ーバの事業化は順調に推進されており、プロジェクト成果の光 I/O コアの事業化のた

めの会社を新たに設立するに至っている。これらは投入予算に見合った成果と認めら

れる。 
 要素技術の先鋭化に留まらず、成果の出口（実応用）を意識し、現在の到達点とその

価値を、説得性のあるデモンストレーションを通して示した点が高く評価できる。 
 5 テーマの全てで目標値が達成され、うち 2 テーマでは大幅達成となっており、促進

財源を投入した効果も見られることから、研究開発が順調に進んでいると評価される。 

 
〈今後に対する提言〉 
 東京大学の「量子ドットレーザ(QDL)」は、近い将来のノーベル賞候補で、ノーベル

賞委員会では、その時「面発光レーザ(VCSEL)」と比較されると思われる。VCSEL
は、閾値電流が低く、システムの消費電力も小さく、低電流でも高速変調ができ、市

場に広く流通しているので、「量子ドットレーザ(QDL)」が、コスト面でも「面発光レ

ーザ(VCSEL)」を上回るようないい製品ができて、いろいろなところや国などで使わ

れたらノーベル賞受賞が実現できるのではないかと期待している。 
 

（２）成果の最終目標の達成可能性 

〈肯定的意見〉 
 「光電子集積デバイス」については、消費電力を従来比で 10 分の 1 の 1 mW/Gbps、

サイズは従来比で 100 分の 1 以下とすること、また、「光電子集積サーバボード」につ

いては、消費電力を従来比で 3 割減とするとともに、多種多様な LSI を集積し、DC
での運用を可能とすることを成果の最終目標としているが、現時点で、消費電力 3 
mW/Gbps を達成しており、今後の課題とその解決の道筋を明確化していることから、

最終目標を達成できるものと期待される。 
 現時点でほぼ 100%達成しているので最終目標を達成できる見通しはある。最終目標に

向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当である。 
 大学において革新デバイス要素技術開発を目指した研究で多くの優れた学術的成果が

得られている。大学との共同実施による量子ドットレーザ実装化が実用化・事業化の

観点からも本プロジェクトに大きな貢献をしていることは特筆に値する。全体的に多

くの優れた実用的成果が順調に得られていると高く評価できる。 

 
〈今後に対する提言〉 
 今後の研究開発マネジメントにおいて、新技術をコスト、信頼性まで含めて実装レベ

ルにまとめるには予測できない、解決すべき課題の出現も考えられる。常にオルタナ
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ティブを視野に入れつつ、最終解に向けた研究開発に取り組んで頂きたい。 
 

（３）成果の普及 

〈肯定的意見〉 
 論文等の対外的な発表や成果を普及させる取組については、実用化・事業化の戦略に

沿って適切に行っている。具体的には、国際的に評価の高いジャーナルや国際会議で

多数の論文を発表するとともに、国内/国際会議においては、原著論文の発表のみなら

ず、多くの招待講演の実績があることは本事業のプレゼンスの向上に寄与している。

また、NEDO としてのプレスリリースを、2015 年度から 2017 年度までの 3 年間で 7
回行っており、成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、インパクトのある

広報活動を行っている。さらに、プロジェクトリーダーが機構長を務める東京大学ナ

ノ量子情報エレクトロニクス研究機構においては、教育カリキュラム「ナノ量子情報

エレクトロニクス特論」の新規開講、公開セミナー「フォトニック・イノベーション

セミナー」の実施、ワークショップ「フォトニックイノベーション・ビジョンワーク

ショップ」の開催など、成果の普及ならびに情報発信を通じて、光電子集積技術分野

の将来ビジョン形成、人材育成に大きく貢献している。 
 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っている。成果の

活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事業化

の戦略に沿って適切に行っている。一般に向けて、一部公開しており、情報を発信し

ている。 
 成果は論文と会議発表・招待講演、新聞・展示会での発表、プレスリリースなどによ

り公開され、研究者だけでなく実用化ユーザー等に向けても成果普及がなされている。

また一部でサンプル供与も開始されている。セミナー等開催を通じての人材育成の努

力もなされている。これらの成果は最終目標達成による技術の完成、応用と市場の拡

大や波及効果への非常に明るい見通しを与えるものとして高く評価できる。 

 
〈今後に対する提言〉 
 本事業の成果を通して、日本の技術力を特に企業の方から学生に向かってアピールし

て頂きたい。 
 今回の発表は、要素技術→システム→事業化（ビジネス化）、という流れであったが、

逆に、ビジネスや顧客ニーズの観点からスタートして、要素技術開発の目標値、達成

値、海外に対する優位性等を説明してみるのも、成果の価値の理解を得る上で有効で

はないかと思う。また、主に大学チームで行っている「革新的デバイス技術」の位置

づけもより明確になると思う。 

 
（４）知的財産権等の確保に向けた取組 

〈肯定的意見〉 
 オープン・ブラックボックス戦略に沿って、知的財産権の出願・審査請求・登録等を
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適切に行っており、これまでの特許出願は 135 件になっている。また、国際標準化に

ついては、OIF、COBO、IEC の標準化活動に積極的に参画し、標準化活動を主導、

先導している案件もあり、標準化寄与文書が 72 件となるなど、国際標準化に向けた計

画も順調に進捗している。 
 寄書の提案やオープン・ブラックボックス戦略及び国際標準化会議に Editor を送り込

むなどしており、知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に

沿って国内外で適切に行っている。OIF、IEEE802.3 COBO、 国際 IEC などで国際

標準化を達成しており、順調に進捗している。 
 知的財産権等の取得のため、国内外で多くの特許出願がなされている。国際標準化に

向けた環境整備と提案も適切になされており、標準化成功が増え始めていることも重

要な成果である。 

 
〈改善すべき点〉 
 民間企業に比べ大学の論文数は多いが特許申請数が少ないので、今後論文発表前に特

許を申請するよう改善されることを望む。光 I/O コアのような微小光デバイスの新測

定法(挿入損失、結合損失、光伝送損失等)の特許化並びに国際標準化を推進されること

を望む。 
 革新的デバイス技術の特許、特に外国出願が少ない。大学での研究であり他プロジェ

クト経費等との関係で制限が生じているのかもしれないが、今後は国内大学発の斬新

な技術シーズを産業技術として育て国際競争力を早期から確保する観点から、本プロ

ジェクト成果としての特許化を増やして頂きたい。 

 
〈今後に対する提言〉 
 人材育成について、日本の大学では日本人のドクターは少なくほとんどの学生は、マ

スターで卒業してすぐ就職する。日本の場合は、ドクターの価値が職場で諸外国に比

べ高く評価されないので、ポストドクターの若手研究者を本プロジェクトに採用でき

るように検討して頂きたい。最近、大学は運営交付金が減らされていて、基礎研究が

できなくなっている状況である。しかし、本プロジェクトは大型予算が確保されてお

り、優秀な人たち（ドリームチーム）が落ち着いて研究開発に集中できる環境の中で

一生懸命やった結果、このような素晴らしい世界トップレベルの研究開発成果を出し

ているので、ポスドクを受け入れることも考えて、日本の若い人たちが夢を持てるよ

うなプロジェクトにして頂きたい。世界初または世界トップというデータは、その数

値を確認する測定装置やシステムがなければ評価できないが、本プロジェクトは、市

販されていない新しい測定システムを構築されているので高く評価したい。また、ラ

ウンドロビン(伝書鳩)測定を関係機関内でされ、近い将来新測定法(挿入損失、結合損

失、光伝送損失等)の特許化並びに国際標準化及び測定装置の製品化も検討して頂きた

い。 
 競争力向上のために、今後も国際標準化への取り組みを積極的に進めて頂きたい。 
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２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

本事業で開発するデバイス・システムは、市場やユーザーの要求に合致するものであり、

大きな経済効果が期待される。積極的な実用化、事業展開が図られており、技術研究組合光

電子融合基盤技術研究所（PETRA）から成果の知財と技術の一部を継承した新会社を設立

し、事業化を推進している点は高く評価できる。さらに、学生・社会人対象の集中セミナー・

ワークショップを通じての人材育成も、長期的戦略の一つとして評価できる。 
今後、データセンター間や企業間ネットワークに係るセキュリティ確保の観点からの技術

課題についても検討を進めることを望む。また、コストパフォーマンスを意識して情勢変化

へ機敏な対応をしつつ、時代のスピードに乗って柔軟に製品を送り出すなど、更に多くの実

用化・事業化を実現することを期待する。 

 
〈肯定的意見〉 
 PETRA の一部を分割・独立させた新会社と組合員企業によって、実装部品とシステム

の 2 方向から事業化に向けた取組を推進しており、成果の実用化・事業化戦略は明確

であり、妥当である。シリコンフォトニクス技術は、成長が見込まれる AOC 市場、高

精細 TV・自動車・ロボット市場、サーバ・HPC 市場、ルータ・トランシーバ・ネッ

トワーク機器市場等、幅広い市場に関わっており、経済効果が期待される。2017 年 4
月 17 日に、超小型光トランシーバ「光 I/O コア」を事業化するため、製品の生産と販

売を行う新会社「アイオーコア株式会社」を設立したことは高く評価できる。新会社

は関係業界と連携して、「光 I/O コア」、「光ケーブル付き LSI 基板」、「光電子集積イン

ターポーザ」を事業化し、組合員企業は新会社が供給する実装部品を活用した装置を

事業化することを計画している。また、「革新的デバイス技術」についても、光電子集

積サーバへの技術展開に向けて PETRA との議論を本格化させており、実用化・事業

化の計画は妥当である。実用化・事業化に向けて、「実装ノウハウの保護」、「カスタマ

イズのための周辺部品のラインナップの充実化」、「潜在市場の発掘、ニーズの先取り」

といった課題をプロジェクト全体で共有するとともに、その解決策を明確化している。

電気配線が限界を迎えつつある現状において、IT機器の省電力化は喫緊の課題であり、

本事業の最終成果物である製品は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致している。ま

た、本事業に関わる技術分野は、欧米との競争が激化しているが、ベンチマーク結果

や適切な知的財産権の確保に向けた取組を強化していることから、競争力を維持でき

るものと期待される。 
 成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当である。想定する市場の規模・成長性

等から、経済効果等を期待できる。実用化・事業化に取り組むものについて検討は進

んでいる。実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいる。実用化・

事業化に向けての課題とその解決方針は明確である。想定する製品・サービス等は、

市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがある。競合する製品・サービス等と

比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはある。顕著な波及効果（技術

的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価している。 
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 超小型トランシーバを製造販売する分割株式会社を設立しており、技術確立にとどま

らずビジネスモデルの構築まで行っている点は高く評価できる。ほかにもデジタルコ

ヒーレントトランシーバの先行事業化の決定や小型光送受信デバイスの事業化開始な

ど、積極的な実用化、事業展開が図られている。 
 各企業とも自社の基盤技術と上手く融合し、優位性を活かした強い製品を開発してい

ると感じた。 
 本プロジェクトは、社会的必要性や市場規模・成長性の綿密な調査と分析に基づき、

実用化・事業化を目指して、基盤要素技術開発とシステム化技術開発を２本の柱とし

て総合的な開発を戦略的に実施するものである。本プロジェクトの全てのデバイス・

システムは新世代の情報化社会での基盤産業技術としての実用を目指したものであり、

市場やユーザーの要求に合致するものであり、大きな経済効果が期待される。全ての

研究開発項目（大学での研究を除く）において実用化・事業化に向けての戦略的な取

組がなされている。事業化実施者や事業化マイルストーンについての検討は早期から

進められ、既に一部で事業化が順調に推進されており、事業化のための会社を新たに

設立するに至っている。事業化を開始または予定している項目については、技術的な

優位性確保に加えて、オープン・ブラックボックス戦略や互換性最適化による知財保

護と競争力強化が工夫されていて、競合する製品や事業と比較して多くの点で明確な

優位性があると思われる。既に事業化が実施されている低消費電力 DSP-LSI、小型コ

ヒーレント受信機、小型狭線幅光源、デジタルコヒーレント光（DCO）トランシーバ

CFP-DCO と CFP2-ACO については、量産や販売が推進されており、詳しい市場予測

により今後の計画と予定が具体的に立案されている。本年になって事業化のための新

会社が設立された光 I/O コアについても、コストや歩留まりに関して明るい見通しを

得ており、明確な事業計画が示されている。また、幾つかの成果の事業化計画も具体

的に立案されマイルストーンが示されている。促進財源を利用して始められた学生・

社会人対象の集中セミナー・ワークショップを通じての人材育成も、長期的戦略の一

つとして評価できる。 
 応用分野や技術の進捗状況の違いから、会社によって実用化・事業化計画に差がある

ものの、各社の事業化に対する強い意思と意気込みが感じられた。 
 新会社設立、一部成果の事業化に成功しており、高く評価できる。 

 
〈今後に対する提言〉 
 事業化による経済効果は社会情勢に大きく左右され、また、コスト面での優位性を将

来にわたって担保することは一般に困難であるので、情勢変化に機敏に対応しつつ、

今後とも国際競争力の強化に努めて頂きたい。 
 実用化・事業化について、本プロジェクトに参加しているメンバー（ドリームチーム）

で一つの会社を組織できれば理想的だと思っていたが、別の形でアイオーコアという

新しい会社ができているので、新会社の今後の動向を見守りたい。しかし、可能なら

ば、現在本プロジェクトを推進しているドリームチーム全員を新会社のアイオーコア
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の社員に移行できるよう再考して頂きたい。世界初または世界トップというデータは、

その数値を確認する測定装置やシステムがなければ評価できないが、本プロジェクト

は、市販されていない新しい測定システムを構築されているので高く評価したい。ま

た、ラウンドロビン(伝書鳩)測定を関係機関内でされ、近い将来新測定法(挿入損失、

結合損失、光伝送損失等)の特許化並びに国際標準化及び測定装置の製品化も検討して

頂きたい。 
 早期実用化はコスト低減をはじめ商品力を高める効果や標準化をリードする効果も大

きく、競争力獲得に大いに資するので、今後も積極的に早期の事業化切り出しを図り

つつプロジェクトの推進を図って頂きたい。 
 感覚的な意見であるが、各製品がどのように活用されるかを予測することは今後ます

ます難しくなると思われるので、あまり市場を意識し過ぎずに実用化に取り組むこと

も大切だと感じる。アイオーコアのような会社が次々と生まれ、時代のスピードに乗

って柔軟に製品を送り出すことが望ましいと考える。程度の差はあれ、エンジニアに

とって努力が報われたという実感が得られることがまず大事なのではないかと思う。

各社の事業化にあたり、もっと連携・協力体制があっても良いのではないかと感じた。

全体が見えている NEDO が介在して、うまくコーディネートできるとよいのではない

だろうか。 
 DCO トランシーバ開発の発展的継続と WDM 併用等への拡張を含めた将来の事業化

構想をさらに明確化して頂きたい。今後の重点化課題であるデータセンター間や企業

間のネットワークへの本プロジェクト技術の適用に伴うセキュリティ確保の観点から

の要素技術・システム化技術の課題についても検討を進めて頂きたい。今後も、目標

仕様・数値性能達成だけでなく、優位性・競争力の確保とコストパフォーマンス改善

にも全力をあげて、更に多くの実用化・事業化を実現してほしい。 
 事業化プロジェクトの説明は、各社個別に行われたが、競合するものはほとんどなか

ったので、むしろ全社が一堂に会して、共有すべきものであったと思う。色々事情が

あることは承知しているが、我が国の弱いところであり、ぜひビジネスというゲーム

の勝ち方を共有、議論して頂きたい。 
 2014 年度中間評価で指摘があったコスト低減への取り組み、或いはコスト目標の設定

を進めて頂きたい。 
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３．評点結果

評価項目 平均値 素点（注）

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.9 A A A A A A B 

３．研究開発成果について 3.0 A A A A A A A 

４．成果の実用化・事業化に向けた

取組及び見通しについて
2.6 B A B A B A A 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。

〈判定基準〉

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について

・非常に重要 →A
・重要 →B
・概ね妥当 →C
・妥当性がない、又は失われた →D

・非常によい →A
・よい →B
・概ね妥当 →C
・妥当とはいえない →D

２．研究開発マネジメントについて ４．成果の実用化・事業化に向けた

取組及び見通しについて

・非常によい →A
・よい →B
・概ね適切 →C
・適切とはいえない →D

・明確 →A
・妥当 →B
・概ね妥当 →C
・見通しが不明 →D

2.6 

3.0 

2.9 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に向

けた取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「超低消費電力型光エレクトロニクス 
実装システム技術開発」 

 
 
 

事業原簿 

 
担当部室 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

IoT 推進部 
 

 

 

公開 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」 
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概 要 
最終更新日 平成２９年９月１２日 

プ ロ グ ラ

ム（又は施

策）名 

未来開拓研究プロジェクト  

プ ロ ジ ェ

クト名 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技

術開発 
プロジェクト番号 Ｐ１３００４ 

担 当 推 進

部/担当者 

ＩｏＴ推進部/梅田 到、大橋 雄二、中山 敦、岩本 篤（平成２９年７月～現在） 

ＩｏＴ推進部/厨 義典、大橋 雄二、岩本 篤（平成２９年４月～平成２９年６月） 

ＩｏＴ推進部/水野 義博、荒川 元孝、厨 義典（平成２８年７月～平成２９年３月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/水野 義博、波佐 昭則（平成２６年１０月～平成２

８年６月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷 司、波佐 昭則（平成２６年９月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷 司、松岡 隆一（平成２５年４月～平成２６年

８月） 

０．事業の

概要 

クラウドコンピューティングの進展によりデータセンタなどにおける情報処理

量や通信トラフィックが指数関数的に増大しており、データセンタ内の情報処理

機器（サーバ、ルータ等）は更なる高速化が進んでいる。同時に、ボード間、ボ

ード内のチップ間の電気配線の損失が飛躍的に増加しており、消費電力増大が懸

念され、性能向上のボトルネックとなっている。 

本プロジェクトでは、前記課題を解決する革新的技術として、電気配線を用い

る場合より少ない電力でかつ高速な通信が可能な光配線を用いて情報機器の高

速・大容量処理化と同時に大幅な省電力化を実現する光電子融合システムの構成

要素技術を確立する。 

Ⅰ．事業の

位 置 付

け・必要

性につい

て 

光電子融合システム技術を開発することで、データセンタ等における情報処理

量・通信量の増加に伴って急激な増加が予測される消費電力の抑制を図り、地球

温暖化ガスの排出量の削減にも寄与する。 

また、光半導体分野における我が国の競争優位を維持向上するとともに、光電

子融合システムによる新たなコンピューティング技術領域において競争力を獲得

し、半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサーバ、ルータ等の情

報通信機器産業など幅広いエレクトロニクス産業の活性化に資する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                             

 

事業の目

標 

電気信号と光信号を相互に変換する超小型光素子および電子機器の電気配線を

光配線に変換する光配線技術を開発し、これらを基盤としてボード間、集積回路

チップ間の通信を電気通信から光通信へ変換する光エレクトロニクス実装システ

ム技術を開発する。 

具体的には、電気配線を用いる場合に比べて１／１０の低消費電力化・高速化

（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）と通信速度あたりの面積比で１／１００以下の小形化を実

現するために必要な構成要素技術を平成２９年度までに確立することを目標とす

る。次に、確立された要素技術を用いて光電子集積インターポーザ、光電子ハイ

ブリッド回路基板、およびそれらの集積化技術を確立することにより消費電力を

３０％削減できデータセンタレベルで運用可能な光電子融合サーバボード実現の

目処を得る。 

また、機器間の光インターフェースにおいて、１００Ｇｂｐｓ／ｃｈの高速伝

送及び現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を１／５～

１／１０まで低減できる低消費電力化技術を実現する。 

事業の 

計画内容 

主な実施事項 Ｈ24fy Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy 
 

①  エレクトロニク

ス実装基盤技術        

(i)実装基盤技術        

(a)光エレクト

ロニクス実装技術    
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(b)光エレクト

ロニクス集積

デバイス技術 
      

 

(c)光エレクト

ロニクスインタ

ーフェース技術 
   

 

   

(d)光エレクト

ロニクス回路

設計技術 
   

 
   

(ii)革新的デバイ

ス技術        

②光エレクトロニクス

実装システム化技術        

(i)システム化技
       

(a)サーバーボ

ードのシステ

ム化技術開発 
       

(b)ボード間接

続機器、筐体間

接続機器のシス

テム化技術開発 

           

(c)データセン

タ間接続機器の

システム化技術
   

 
   

(d)企業間ネッ

トワーク接続機

器のシステム化

技術開発 

       

(ii)国際標準化 
       

開発予算 
（会計・勘

定別に事

業費の実

績額を記

載）（単

位：百万

円） 

契約種類 
：○をつ
ける 

(委託(○) 
助成(  ) 

共同研究

(負担率  
（ ） 

会計・勘定 Ｈ24fy Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy 総額 

一般会計 ― ― ― ― ― ― ― 

特別会計（需給） 
2,800 

（実績） 
2,400 

（実績） 
2,777 

（実績） 
2,500 

（実績） 
1,720 

（実績） 
1,800 

（予定） 
13,997 
（予定） 

開発成果促進財源 ― 
102 

（実績） 

848 
（実績） 

1,006 
（実績） 

― ― 
1,956 

（予定） 

総予算額 

2,800 
（実績） 

【経済産業

省執行】 

2,502 
（実績） 

3,625 
（実績） 

3,506 
（実績） 

1,720 
（実績） 

1,800 
（予定） 

15,953 
（予定） 

開発体制 

経産省担当原課 商務情報政策局 情報産業課 

プロジェクトリーダー 東京大学教授 荒川 泰彦 

委託先（＊委託先が

管理法人の場合は参

加企業数及び参加企

業名も記載） 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所 

（参加企業７社（ＮＴＴエレクトロニクス（株）、沖電気工業（株）、

（株）東芝、日本電気（株）、日本電信電話（株）、富士通（株）、

古河電気工業（株））、(国研)産業技術総合研究所、（一財）光産

業技術振興協会） 

再委託（京都大学、東京工業大学、東京大学、横浜国立大学、早稲

田大学） 
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情勢変化

への対応 

世界的なシリコンフォトニクス技術への注目の高まりと競争激化へ対応するため、大規

模光回路技術開発と省電力化技術を前倒しで着手した。また、データセンタ間接続機器シ

ステム技術は、実用化が加速している状況に対して、現状成果の一部を活用した先行事業

化を実施するとともに、目標を状況の変化に対応したものに変更した。

モバイル情報通信やＩｏＴの進展によるデータ通信量増大、ＡＩおよびディープラーニ

ングの進展による情報処理の高速化等に対応し、中間目標を追加した。

中間評価

結果への

対応 

平成 26 年度に行われた中間評価結果に対応し、主に４つの対応策を推進した。 

実用化事業化促戦略を策定するために、国内企業動向、国内外マーケット動向を集約した

ロードマップを作成し、促進財源を投入して研究開発と実用化事業化を加速した。また、

論文や学会発表を数多く行うことで研究開発の進捗を公開・アピールし、更に製品仕様や

サービス内容を具体化して実用化および実用化のための会社設立を各１件ずつ行った。

評価に関

する事項 

事前評価 
平成２３年度 産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会（７月）、

総合科学技術会議の評価専門調査会（１２月） 担当：経済産業省 

中間評価 平成２６年度 中間評価実施 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 平成２９年度 中間評価実施予定 担当部 ＩｏＴ推進部 

中間評価 平成３１年度 中間評価実施予定 

事後評価 平成３４年度 評価実施予定 

Ⅲ．研究

開発成果

について 

研究開発項目ごとの成果と平成２９年度末までの成果目標を以下にまとめる。（未達の場

合は、達成の課題と方針を記載） 

研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

（i）実装基盤技術

（a）光エレクトロニクス実装技術

・５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール

化技術を確立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。

（b）光エレクトロニクス集積デバイス技術

・多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するため

の基盤集積技術を確立する。

（c）光エレクトロニクスインターフェース技術

・低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間

通信向け低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証

するための要素技術を確立した。

（d）光エレクトロニクス回路設計技術

・光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能

とする統合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキ

ット）を整備し、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とした。

（ii）革新的デバイス技術

・量子ドットレーザアレイを実現するとともにシリコン系基板上に直接成長した量

子ドットレーザを試作する。

・導波路型受光器における暗電流抑制技術を実現する。

・超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。

・３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。

・異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証す

る。

・光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動

作を実証する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通

しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。

研究開発項目②「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

（i）システム化技術

（a）サーバボードのシステム化技術開発

・光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、

要求スペックを満たす光伝送を実証する。

・光電子集積インターポーザに積層型のストレージチップを実装した光インターフ

ェース付ＳＳＤ技術を確立する。

（b）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発

・ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定した。
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・策定した設計基準に基づき既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、

光ケーブルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を実現した。 

（c）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発（平成 28 年度末） 

・抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバを実現した。 

（d）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

・シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わ

せて集積試作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとと

もに、企業間ネットワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出

し、解決の目処を得る。 

（ii）国際標準化 

・本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準

化提案活動を行い、開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

投稿論文、学会発表等 

（事業開始から平成２９年８月末

「査読付き論文」９７件 

「発表（解説記事含む）」７０４件 

特許(同上) 「出願済」１３９件、（うち国際出願５８件） 

その他の外部発表（プレス発表等）

(同上) 
３６件 

Ⅳ．実用

化・事業

化の見通

しについ

て 

本プロジェクトは日本の光デバイス、ネットワーク関連企業で構成される技術組合を実

施者とするものであり、早期に実用化の目処が立ったデバイスについては、プロジェク

ト期間の終了を待たずに実用化・事業化を進める。事業化を有利に進めるために、国際

標準化活動による規格獲得を目指す。 

 

Ⅴ．基本

計画に関

する事項 

 

作成時期 

平成２４年５月 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技

術開発」実施計画作成（経済産業省） 

平成２５年３月 基本計画作成（NEDO） 

平成３０年３月 平成２９年実施の中間評価の結果を基に基本計画を

変更予定 

変更履歴 無 

 



プロジェクト用語集―1  
事業原簿 公開版 

プロジェクト用語集（公開版） 

用語 説明 

(集積)光 I/O チップ 

光 I/O コアの主要部品の１つ。シリコンフォトニクス技術を用

い、光変調器、受光器、合分波器、光入出力部、などの要素光

素子を SOI 基板上に集積したチップ。 

2 重コア SSC 
2 種類の屈折率の異なるコアを設け、光の結合損失が少なくなる

ような構造を持つ SSC。 

ACO、DCO 

ACO：Analog Coherent Optics の略。プラガブルデジタルコヒー

レントトランシーバの筐体内には波長可変光源、光変調器/ドラ

イバ、集積光受信器などの部品を収容し、発熱源である DSP-LSI

はトランシーバ外部の基板に実装することで、放熱条件を緩和

させるとともに高価な光トランシーバは需要に応じて段階的に

増設可能となる特長を持つ。光トランシーバの入出信号は高周

波アナログ信号であり、DSP-LSI でその伝送特性劣化を補償する

必要がある。 

DCO: Digital Coherent Optics の略。プラガブルデジタルコヒ

ーレントトランシーバの筐体内に DSP-LSI が内蔵されてりおり、

光トランシーバの入出信号がデジタル信号であることを特長と

する。 

AOC 

Active Optical Cable の略：信号伝送ケーブルの一種であり、

伝送部分に光ファイバを用いた物。外部インターフェースは電

気信号であり、コネクタ内部に電気/光変換、光/電気変換部が

内蔵されている。光ファイバ伝送のため、電気ケーブルに比べ

高速/長距離伝送が可能。 

APD 

Avalanche Photo Diode の略：半導体におけるなだれ

(Avalanche)増倍現象を用いて、通常の PD よりも高感度化し

た受光素子であり、長距離光通信に用いられる。 

Back-to-Back 

送信機と受信機を直接に（もしくは、極短距離で）接続した状

態。途中の信号伝送媒体（光導波路、光電子変換デバイス等）

の評価をする際の参照データとなる。 

BER 

Bit Error Rate の略：通信で用いられる符号誤り率で、一定の

時間内での送信される符号総数に対する、誤って受信された符

号数の比率で示される。 

CDR 

Clock Data Recovery の略：データにクロックが重畳されている

伝送路上の信号を受信し、クロックとデータを分離する機能。

デジタル信号受信における 3R 機能（波形整形-reshaping、タイ

ミング再生-retiming、識別再生-regenerating）の一つである。 

CFP 

100G Form-factor Pluggable の略：C はローマ数字で 100 を表

す。装置の電源を切らずに（活線）挿抜可能な光トランシーバ

の MSA の一つ。ここで MSA とは Multi-Source Agreement の略で、

製品のパッケージサイズ、ビン配置、およびスペックなどを複

数のベンダー間で共通化する事で、製品の安定した供給体制を

確立するためのベンダー間の取り決めのこと。CFP-MSA の詳細は

ホームページ http://www.cfp-msa.org/ を参照。 

CMOS 回路 

Complementary Metal Oxide Semiconductor の略：p チャネルと

n チャネルの MOSFET を相補的に配置した回路構成を有する半導

体デバイス。論理が反転する時にのみしか充放電電流が流れな

いため、消費電力の少ない論理回路が構成できる。 
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用語 説明 

DC 特性 Direct Current 特性の略。静特性とも言う。 

Demux 

demultiplexing あるいは demultiplexer の略：シリアル信号を

複数のパラレル信号に変換すること。この動作を実行するデバ

イス/装置。Mux の逆の動作。 

DFB 

Distributed Feedback の略：半導体レーザの光共振器構造の

一種。共振器内部に回折格子が作りこまれており特定の波長

だけが正帰還を受けるので、単一モード発振が得られる。 

DP-QPSK 方式 

Dual-Polarization Quadrature Phase-Shift Keying の略：偏波

直交 4 位相偏移変調方式とも呼ぶ。光ファイバ中で直交するそ

れぞれの偏波に対し、変調された四つの光位相 0°,90°,180°、

270°）に、それぞれ 2 ビットによる信号で 4 種類の情報を割り

当てる変調方式。二つの偏波それぞれで１シンボルあたり２ビ

ットを送れるので、電子回路の動作スピードが毎秒 25 ギガビッ

ト相当（25Gbaud）でも４倍の毎秒 100 ギガビットを運べる。 

EOM 

Embedded Optical Modules の略：オンボードタイプの組込み光

モジュールであり、既存光モジュールベンダが独自のフォーム

ファクタで製品化。 

AOC よりも小型なため、LSI 近傍に搭載することが可能となる。 

FDTD 

Finite-difference time-domain の略：電磁場解析の一手法であ

り、空間・時間領域での差分方程式に展開して電場・磁場を求

める方法  

FEC 

Forward Error Correction の略で前方誤り訂正とも呼ぶ。誤り

が起こることを見越してあらかじめ冗長な符号を付加したデー

タを送信し、受信側で元のデータを復元する方式。 

FPGA 

Field Programmable Gate Array の略：論理回路構成が書き換え

可能なプログラマブルロジックデバイス。最近は大規模化、入

出力速度の高速化の進展が著しい。 

Gbps 
Giga bit per second の略：データ通信速度の単位の一つ。

1Gbps は一秒間に十億ビットのデータを送れることを表す。 

ICR 

Integrated Coherent Receiver の略：OIF で規格された集積コ

ヒーレントレシーバに関するマルチ・ソース・アグリーメント 

(MSA) であり、偏光分離機能、可変光減衰器、光ミキサ(90 度ハ

イブリッド)、バランスド・レシーバなどが一つの筐体内に集積

化されている。 

ITLA 

Integrable Tunable Laser Assembly の略：OIF で規格化された

波長可変レーザアセンブリに関するマルチ・ソース・アグリー

メント (MSA) であり、制御命令や電源、外形寸法などが規定さ

れている。 

LA/TIA 
Limiting Amp / Trans impedance Amp の略：受光素子からの微

弱な電気信号強度を増幅するための増幅器。 

LD Laser Diode の略：半導体レーザ。 

LD テラス 

LD を実装するため、Si 基板の端面に深溝構造の方形状（テラ

ス）のステップを形成し、その部分に LD チップを実装する。

この構造を LD テラスと呼んでいる。 
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用語 説明 

LN 変調器 

LiNbO3 結晶のポッケルス効果による屈折率変化を利用した光変

調器で光通信に不可欠なデバイスの一つです。半導体レーザな

どの CW 光を変調する外部変調器として使用されており、高速変

調が可能です。 

MMF 
Multi Mode Fiber の略： 

多数のモードの光が伝搬する光ファイバ。 

MOS 接合 
MOS（Metal-Oxide-Semiconductor の略：金属-酸化物-半導体）

素子によるダイオード接合。 

Mux 

multiplexing あるいは multiplexer の略：複数のパラレル信号

をシリアル信号に変換すること。この動作を実行するデバイス/

装置。 

NAND 型 FLASH MEMORY 

電荷蓄積層を持つゲート電極 MOS トランジスタを直列に接続し

た構造の不揮発性メモリ。USB メモリ、SD カード等幅広く使わ

れている。 

NRZ 

non-return-to-zero の略：ビットの値 0 または 1 に応じて、｛電

圧、電流または光強度｝が低いまたは高い信号を出力する信号

変調方式。 

OIF 

The Optical Internetworking Forum の略：キャリア、コンポー

ネントベンダ，システムベンダ，測定器会社などが参加する 1998

年に創設された業界団体。光伝送技術に関する標準化を推進し、

低コストでスケーラブルな光ネットワークを実現することを目

的としている。

ONU 

Optical Network Unit の略：光加入者通信網において、加入者

宅に設置して、パソコンなどの端末機器をネットワークに接続

するために、光信号と電気信号の相互の変換を行う装置。 

OSFP-MSA 

OSFP(Octal Small Form-factor Pluggable)-MSA は、8 レーン

x50Gbpsのインターフェースを有する400Gbpsリンク用のプラガ

ブル光トランシーバの規格で、2016 年 11 月 15 日に Google、

Arista Networks などを中心に発表された。 

PD Photo Diode の略：フォトダイオード 

PECST 

Photonics Electronics Convergence System Technology の略：

JSPS が行った最先端研究開発支援プログラム(FIRST プログラ

ム）の１つの「フォトニクス・エレクトロニクス融合システム

基盤技術開発」。

PIN 構造 
PN 間に電気抵抗の大きな Intrinsic 半導体層をはさみ少数キャ

リア蓄積効果を大きくし逆回復時間を長くした構造。

PON 

Passive Optical Network の略：光ファイバ網の途中に分岐装置

を挿入して、1 本のファイバを複数の加入者間で共有すること

で、効率的な光通信を実現するネットワーク方式の一形態。光

加入者通信網の基盤技術。 
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QSFP 

Quad Small Form-factor Pluggable の略：送受 4ch の電気/光変

換部分が内蔵された光トランシーバモジュール。 

100Gイーサネット用のQSFP28等が既存光モジュールベンダより

製品化されている。 

SATA 
Serial Advanced Technology Attachment の略：データ記憶装置

（HDD、SSD など）と CPU を接続する規格の一つ。 

SerDes 
Serializer/Deserializer の略：シリアル信号、パラレル信号を

相互変換する電子回路。 

SiGe 回路 

シリコンに少量のゲルマニウムを添加した半導体材料。MOS 型ト

ランジスタではなくバイポーラトランジスタに用いられるた

め、CMOS 回路と対比してバイポーラトランジスタ回路の意味で

用いられる。バイポーラトランジスタを使って電流モード回路

を構成する場合が多く、常時電流が流れ続けるため CMOS 回路に

比べて消費電力が大きくなる傾向にある。 

SMF 
Single Mode Fiber の略： 

単一光モードのみ伝搬可能な光ファイバ。 

SOA Semiconductor Optical Amplifier の略：半導体光増幅器。 

SOI 

Silicon On Insulator の略：シリコン基板上にシリコン酸化膜

と更にその上にシリコン層が形成された基板構造で、CMOS 電子

回路やシリコンフォトニクスのウェーハ基板として使用されて

いる。 

SSC： 

スポットサイズ変換器 

Spot Size Converter の略：Si 導波路とファイバや半導体レー

ザのサイズ差による光の結合損失を少なくする変換器。導波路

の幅を徐々に変えていく方法等いろいろな構造がある。 

SSD 

Solid State Drive の略：ハードディスク（HDD：Hard Disc Drive）

に代り、記憶媒体に半導体不揮発性メモリ素子（NAND FLASH 

MEMORY）を用いた記憶装置。小型化可能でデータ書込み/読出し

速度も速く、急速に普及している。 

TCAD 
Technology CAD の略：プロセスシミュレータとデバイスシミュ

レータと回路シミュレータを統合したもの。 

TIA 
Trans-Impedance Amplifier の略：受光ダイオードの光電流を電

圧に変換して出力する増幅器 

TWDM-PON 
PON の構成形態の一種。元々時分割多重(TDM)を用いる PON に、

さらに WDM を適用することにより伝送容量を拡大している。 

Tx、Rx Tx：Transmitter の略称、Rx：Receiver の略称 

VSR 
Very Short Reach の略：2km 程度までの短距離用光トランシ

ーバ。LAN などに多用される。 

WDM 

波長分割多重（Wavelength Division Multiplexing）の略： 

光ファイバ通信において、波長の違う複数の光信号を同時に利

用する(多重化）ことで、波長数分だけ伝送容量を拡大する技術。 
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アイパターン 

信号波形の遷移を多数サンプリングし、重ね合わせてグラフィ

カルに表示したもの。上下左右に大きく開いたパターンほど良

好な信号伝送ができていることを表す。 

ウェーハボンディング 
接着剤などを使わずにシリコンなどのウェーハを直接接合する

技術。 

コンステレーションマッ

プ 

多値変調された信号情報を直交した I 軸,Q 軸を有する複素平面

上にマッピングしたもの。 

ディジタル信号処理（DSP）

LSI 

コヒーレント光ファイバ通信方式を実現するためのキーデバイ

ス。偏波多重された高速光信号をコヒーレント検波した後に、

分散補償や偏波分離などのデジタル電気信号処理（Digital 

Signal Processing）を駆使して、ファイバ伝搬で歪んだ信号波

形から正しい信号データを復元する。 

デジタルコヒーレント伝

送技術 

光の強度に加えて位相も情報伝送に利用する通信方式。受信側

では、信号光と波長が極めて近い光とを混合してから電気信号

に変換（コヒーレント検波）する。光伝送路で発生する波形歪

みを超高速デジタル信号処理を用いて補償することで、安定な

大容量長距離伝送が可能となる。 

フリップチップ実装 

実装基板上にチップを実装する方法の 1 つ。 チップ表面と基板

を電気的に接続する際、ワイヤ・ボンディングのようにワイヤ

によって接続するのではなく、アレイ状に並んだバンプと呼ば

れる突起状の端子によって接続する。 ワイヤ・ボンディングに

比べて実装面積を小さくできる。 

マッハ・ツェンダー型 
1 つの光源から分けた 2 つの光に位相差をつけて、再び、合波す

ることで２つの光を干渉させて光強度を変調する方法。 

リング光共振器 

リング状に形成された光回路。一方の直線光導波路から入力さ

れた光の中で、特定の波長をもつ光だけが共振して他方の光導

波路から出力される特徴をもつ。 

暗電流 
PD に光の入射がない場合にも流れている電流のこと。光信号の

受信における雑音となるため、暗電流が小さいことが望まれる。 

位置合せトレランス 
光ファイバと光デバイス、半導体レーザ素子等との位置合わせ

精度の許容幅(トレランス)のこと。 

液浸 ArF 露光技術 

露光装置の投影レンズとウェーハの間に液体を満たして露光す

る技術。液体として純水を用いた場合、空気に比べて開口数が

1.44 倍に増加するため、解像度を大幅に向上することが出来る。

45nm 技術世代以降の半導体加工に用いられている。 

光 I/O コア 
光信号の送受信(トランシーバ)機能をもつ機能ブロックを光

I/O コアと総称している。光 I/O エンジンとも呼ばれる。 

光 I/O 付き LSI 基板 
LSI(CPU,FPGA)の高速の入出力信号を光伝送するため、LSI の直

近に小型光 I/O コアを配置した構造の基板 
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光ピン 

垂直方向へ伝送する光導波路。有機材料で構成されておりフォ

トリソグラフィー技術で形成可能である。Optical Pillar とも

も呼ばれる。 

光電子ハイブリッド 

（回路）基板 

インターポーザ材料にプリント基板を用いた、光電子集積イン

ターポーザ。特にプリント基板上にポリマー光配線を用いるこ

とにより、複数の LSI を搭載した大型光電子基板が実現できる。 

光電子集積インターポー

ザ 

電子回路（LSI）と光入出力部が実装されたインターポーザの総

称。 

消光比 

波長合分波器の任意の出力ポートにおいて、そのポートに出力

される波長の信号光強度と、それ以外の波長のノイズ光強度の

比率。 

石英 PLC 

石英 Planer Lightwave Circuit：石英平面光回路 

石英材料を用いた平面光回路で、一般にフィルターやカプラー

などの受動光学部品でよく使われている。単位長さあたりの光

波導波損失は低いが、導波路曲げ半径は、数百 um 程度と大きく、

デバイス全体も大きくなる。 

波長合分波器 

異なる波長の光信号を合波したり分波したりする機能を有する

光素子。断面サイズの小さな Si 細線導波路で良好な特性を得る

には高精度加工が必要となる。 

偏波 

光や電磁波の電界の振動方向の状態を示すものであり、断面が

矩形形状のシリコン導波路では、基板の面内方向に電界が振動

する TE 偏波と、基板に垂直方向に電界が振動する TM 偏波とが

伝搬可能である。 

偏波依存損失 

スポットサイズ変換器や波長合分波器などで、偏波ごとに損失

が異なる場合の損失の差異を示す。一般的に、この差異が小さ

いことが望ましい。 

陽解法 
時間変化を扱う数値解析において、時刻 t の状態を基にして、

時刻 t + Δt の解を求める方法のこと。 

量子ドット 

大きさが数ナノメートルから数 10 ナノメートルの半導体微結

晶。電子が３次元的に閉じ込められ、状態密度がエネルギーに

関してデルタ関数的に完全に離散化したエネルギー準位が形成

されることから、光素子への適用により低閾値、低消費電力化、

温度特性改善が可能となる。 
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Ⅰ． 事業の位置付け・必要性について 
 
１． ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性 
 
１．１ ＮＥＤＯが関与することの意義 
1.1.1 政策への適合性 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティン

グをはじめ、ＩｏＴやＡＩの進展により、データセンタ等における情報処理量等が急激に増

加している。それに伴い情報通信機器による電力消費量は急増し、２０２５年には現在の国

内電力消費量全体の６分の１に膨らむと予測されている。このため、情報通信機器・装置を

低消費電力化しつつ、高速化し、小型化する技術の開発は喫緊の課題となっている。 

光エレクトロニクス技術は、上記問題への対応が期待できる技術として半導体分野の主

要なグローバル企業が開発競争を繰り広げている技術であり、我が国としてもその開発を

戦略的に推進していくことは重要なことである。 

このような状況の下、我が国の政府も光エレクトロニクス技術分野を重視した研究開発

政策を進めている。これまでに政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、

科学技術基本法の下で「科学技術基本計画」に基づいて、創造性豊かな人材や、有限な資源

を活用しつつ最大限の成果を生み出す仕組みを創り出すことを目指し、総合的な施策を強

力に推進してきた。「第５期科学技術基本計画」（２０１６年１月２２日閣議決定）では、

科学技術イノベーション政策を経済、社会及び公共のための主要な政策と位置づけ、政府の

関与する研究開発投資を拡充することを定めている。また、未来の産業創造と社会変革に向

けた新たな価値創出の取組として「世界に先駆けた“超スマート社会”の実現（Society 5.0）」

を掲げており、大規模データの高速・リアルタイム処理を低消費電力で実現するための「デ

バイス技術」や「ネットワーク技術」の開発を通して、ＩｏＴを有効活用した共通のプラッ

トフォーム構築に必要となるシステムの大規模化や複雑化に対応するための情報通信基盤

技術の開発強化を図ることを推進している。第５期科学技術基本計画を推進する科学技術

イノベーション総合戦略２０１７では、未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創

出のコアとなる基盤技術として「光・量子技術」を重点取組の一つとして挙げている。また、

２０１６年に策定された日本再興戦略においては、第４次産業革命を支える情報通信環境

整備の一環として、ＩｏＴ時代のデータ流通を支える情報通信インフラの２０２０年まで

の整備に向けて技術開発の促進も掲げている。 

一方、我が国のエネルギー政策については、２００３年１０月に最初のエネルギー基本計

画が策定され、２００７年３月に第二次計画、２０１０年６月に第三次計画が策定された。

しかし、その後の東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故による情勢の変化

を受け、新たなエネルギー政策として２０１４年４月に第四次計画の策定が行われ、エネル

ギー政策として３E（エネルギーの安定供給、経済性の向上、環境適合）に加え、S(安全性)
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が新たな視点として追加されている。 

 経済産業省は、２００６年５月に我が国のエネルギー戦略として「新・国家エネルギー戦

略」を取りまとめ、２０３０年までに少なくとも３０％のエネルギー消費効率改善を目指す

ことを述べ、２０３０年に向けて実現が期待される省エネルギー技術の開発の方向性等を

示した。これに基づき、２００７年に「省エネルギー技術戦略２００７」が経済産業省で策

定され、その後２０１１年の全面的見直しを経て、２０１６年９月に「省エネルギー技術戦

略２０１６」が策定された。この中で、家庭・業務部門の省エネルギーに係る技術として、

データセンタをはじめとするネットワーク全体の消費電力低減が極めて重要であり、情報

量が増加の一途をたどっている中、ルータ、サーバ等のＩＴ機器を省電力化、小型化、低コ

スト化するための光信号と電気信号を変換する小型チップ、電子回路と光回路を組み合わ

せた光電子ハイブリッド回路配線技術が重要であることを述べている。 

 ２０１２年に経済産業省において「未来開拓研究プロジェクト実施要綱」並びに「未来開

拓研究プロジェクトの実施に関する基本方針」が策定された。このプロジェクトは、従来技

術の延長線上にない、開発リスクの高い革新的技術に関する中長期的な研究開発制度であ

り、我が国が直面する環境・エネルギー問題等の構造的課題の克服と、我が国の将来の成長

の糧となるイノベーションを創出することを目的として立ち上がっている。２０１２年度

は３つの研究開発テーマについてプロジェクトが開始され、その一つとして２０１２年度

から２０２１年度の１０年間を実施予定期間とする「超低消費電力型光エレクトロニクス

実装システム技術開発」が含まれている。独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構（以下、ＮＥＤＯと略記する）が実施する本事業は、未来開拓研究プロジェクトとして２

０１２年度に経済産業省で開始されたものを承継し、２０１３年度から２０１７年度まで

ＮＥＤＯで実施しているものである。本事業は開始されて６年が経過しようとしているが、

前述のように、現行の科学技術政策及びエネルギー政策においてもなお重要な技術開発で

あると位置付けられている。 

以上のように、本事業が目指す、情報処理機器・装置の低消費電力化、高速化、小型化を

可能とする技術の開発は、国の産業政策、科学技術政策とも合致するものである。 

 

1.1.2 ＮＥＤＯ中期計画における位置づけ 

ＮＥＤＯの第３期中期計画においては、電子・情報通信分野の計画として、我が国経済・

社会の基盤としての電子・情報通信産業の発展を促進するため、電子デバイス、家電、ネッ

トワーク／コンピューティングに関する課題に重点的に取り組むことが述べられている。

ネットワーク／コンピューティング技術の開発としては、情報トラフィック量の爆発的

増加が今後も見込まれていることから、高速化、低消費電力化等のニーズに対応した光

電子融合技術等を中心とした技術開発を行うとともに、それらを組み合わせたシステム開

発等を推進することとしている。ＮＥＤＯでは本事業で実施する光技術と電子技術を融合

した光電子ハイブリッド技術をネットワーク／コンピューティング分野における技術開発
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課題として位置づけ、アクセス系ネットワークの高速化に対応した光電子モジュール技術、

ハイエンドサーバにおける省電力化、高速化に係る技術の開発に取り組んでいる。 
 

1.1.3 ＮＥＤＯが関与する必要性・意義 

 本事業は、開発目的の公益性と成果としてのＣＯ₂削減効果の大きさ、我が国の国際的産

業競争力の確保、及び開発活動のリスクの大きさのという３つの視点から、ＮＥＤＯが関与

する必要性・意義がある。 

（１）公益性とＣＯ₂削減効果 

社会のＩＴ化の進行に伴い、我々の活動のあらゆる場面で情報通信機器が活用され、情報

が創出されるようになっている。また、創出された情報は、インターネット網の普及・発展

により、データセンタを介して共有されるようになり、データセンタにおける情報処理量や

通信トラフィックが急増し、今後もその増大は止まらないと予想されている。このため、我

が国における情報通信機器による電力消費量は増加し続け、現状技術のままでは２０２５

年には２０１０年の２倍に膨らむと見込まれており、情報通信機器の電力削減は喫緊の課

題となっている（図Ⅰ-1.1.3-1）。 

また、温室効果ガス削減問題等の環境・エネルギー問題、あるいは東日本大震災後の状況

変化を踏まえたエネルギー需給安定化への取り組み等の観点からも、電力消費量の削減が

強く求められている。本事業は、情報通信機器内の電気配線を光配線に換えることにより、

低消費電力でありつつ、高速で、小型化が可能となるような付加価値の高い情報処理システ

ムを社会に提供することを目指しており、社会的ニーズに対応したものである。 

本事業の成果が社会実装された場合、2030 年時点のＣＯ₂年間排出量は 1500 万トン削減

されるものと試算され、これはＣＯＰ２１パリ会議（2015 年開催）で日本に求められるＣ

Ｏ₂削減にも寄与するものである。 

図Ⅰ-1.1.3-1 国内ＩＴ機器による国内電力消費量の推計 
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（２）国際競争力確保 

 本事業で研究開発を行うチップ間光インターコネクト技術等は、半導体分野の主要なグ

ローバル企業（ＩＢＭ、Ｉｎｔｅｌ等）が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高性

能化技術として有力視してものであり、世界各国・地域で技術開発および社会実装を目指す

大型投資が行われている。 

米国では、光リンクの高速化ＩＣ技術を開発するＥＰＩＣ（Electronics and Photonic 

Integrated Circuits）、チップ間の光接続技術等を開発するＣ２ＯＩ（Chip to Chip 

Optical Interconnect）、コア間の光配線、チップ内の光配線に関する研究開発を行うＵＮ

ＩＣ（Ultra Performance Nanophotonic Intra Chip Communications Program）や通信を含

む様々な用途に適用できる光電子マイクロシステムをチップスケールで実現するための研

究開発を行うＥ－ＰＨＩ（Electronic-Photonic Heterogeneous Integration）等の光電子

融合に関する技術開発がＤＡＲＰＡ（国防高等研究計画局：Defense Advanced Research 

Projects Agency）の資金で実施されてきた。2015 年７月に発表されたＮＮＭＩ（米国製造

イノベーションネットワーク）に基づきＡＩＭフォトニクス（American Institute for 

Manufacturing Photonics）が設立され、これまで分散していた米国セクタを統一し、革新

的光学デバイスの製造分野でのグローバルリーダーになることを目指している。連邦政府、

州政府、民間から計６億ドルの拠出が計画されており、企業、大学・研究所、政府機関が参

加して組織を構成している。 

更に、米国エネルギー省（Department of Energy）では情報通信量の増大に伴って消費電

力量が急激に増加すると予測されることに対し、データセンタのエネルギー効率を２倍に

することを目標としてＥＮＬＩＴＥＮＥＤ（Energy-efficient-light-wave integrated 

technology enabling networks that enhance datacenters）プログラムを立上げた。光イ

ンターコネクト技術、関連するスイッチ・ネットワーク技術を利用していくことを計画して

おり、２０１６年６月に公募開始、２０１７年１月に参加する大学及び企業の採択を決定し

た。このプログラムでは当初２年間で約２５百万ドルの拠出を決定している。 

また、欧州でも光電子集積、光インターコネクトに関するプロジェクトが実施されている。

具体的には、欧州研究開発フレームワーク（ＦＰ、Framework Programme）の第７次計画（Ｆ

Ｐ７、The Seventh Framework Programme）にてＣＭＯＳ上にフォトニクス・エレクトロニ

クス機能を集積するための技術を開発するＨＥＬＩＯＳ（pHotonics ELectronics 

functional Integration on CMOS）、電子・光回路の協調設計、集積化等に取り組み、共通

のデザインフローを提供することを目的としたＰｌａｔ４Ｍ（Photonic Libraries And 

Technology for Manufacturing）、低コストシリコンフォトニクス部品を設計開発するＦＡ

ＢＵＬＯＵＳ（FDMA Access By Using Low-cost Optical Network Units in Silicon 

Photonics）、ナノインプリントにより多層の光回路を作製する技術等を開発するＦＩＲＥ

ＦＬＹ（Multilayer Photonic Circuits made by Nano-Imprinting of Waveguides and 
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Photonic Crystals）、チップ間インターコネクションのためのプラズモン光部品技術等を

開発するＮＡＶＯＬＣＨＩ（Nano Scale Disruptive Silicon-Plasmonic Platform for 

Chip-to-Chip Interconnection）、高性能コンピューターシステム向けの光インターコネク

ト技術を開発するＰｈｏｘＴｒｏＴ（Photonics for High-Performance, Low-Cost and Low-

Energy Data Centers, High Performance Computing Systems: Terabit/s Optical 

Interconnect Technologies for On-Board, Board-to-Board, Rack-to-Rack data links）

等が挙げられる。このような流れを受け、2014 年から 2020 年までの期間で実施されている

ＨＯＲＩＺＯＮ2020 の中でもＩＣＴにかかわるリーダーシップを目指す計画のもとでシリ

コンフォトニクスの研究開発がすすめられており、シミュレーションから社会実装までプ

ロジェクトが設定されている。 

 また、シリコンフォトニクスのファンドリサービスを提供する産学官連携活動が米国、欧

州で各々展開されている。その例として、米国デラウエア大学を中心とするＯｐＳＩＳ

（Optoelectronics Systems Integration in Silicon）、欧州ではＩＭＥＣとＣＥＡ−Ｌｅ

ｔｉによるｅＰＩＸｆａｂ、アイントホーヘン工科大学でのＥｕｒｏＰＩＣ（European 

manufacturing platform for Photonic Integrated Circuits）を挙げることができる。 

我が国では、２００９年度から２０１３年度まで、内閣府・総合科学学術会議の下で日本

学術振興会（ＪＳＰＳ）が進める「最先端研究開発支援プログラム（ＦＩＲＳＴプログラム）」

においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発（ＰＥＣＳＴ：

Photonics-Electronics Convergent System Technology）事業が進められ、光源・受信器・

導波路など光インターコネクトに必要な技術を 1 つのシリコンチップに集積し光集積回路

として機能させるための研究開発を行い、光集積回路として世界最高の情報伝送密度を実

証することに成功している。 
前述のようにＰＥＣＳＴの成果により、我が国における光半導体の技術開発では世界を

リードするポジションにあることが実証されており（図Ⅰ-1.1.3-2）、我が国の光半導体分

野の技術競争力は世界的に繰り広げられている光電子融合技術の開発競争において、世界 

2021

FIRST プログラム

PECST Project 
METI 未来開拓プロジェクト NEDO プロジェクト

光エレ実装プロジェクト

2010 2015 2016 20172011 2012 2013 20142006 2007 2008 2009

EPIC UNIC E-PHI
AIMIntrachip

電気-光集積
電気-光集積

EuroPIC

製造プラットフォーム 実装

欧州シリフォト
クラスター

コンソ（10か国）の統合 PhoxTroT

Plat4M

ESSenTIALプログラム MPW：IMEC LETI IHP VTT 

日本
・2010～ 国として取り組み
・2012～ 実装に注目

欧州
・～2010 10のコンソが存在
・2010～ シリフォトクラスタで統合
・2012～ 製造プラットフォーム
・2015～ 実装プロジェクト始動

米国
・～2015 シリフォト技術先導
・2015～ モノづくりPJ始動

年度

Horizon2020
光エレ関連
12PJ登録

実装/モノづくり
：7PJ

$660M

$10M

$44.3M $13.9M

284億円

50億円

€3.8M

€15M

€12M

€30M

€42.4M

NEDOエネ環先導

ＤＣ向光スイッチ
システム

ENLITENED $25M

図Ⅰ-1.1.3-2 光エレクトロニクス領域の各国・地域の取組状況 
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をリードできるポテンシャルを有しているものと考えられる。その一方で、クラウドコンピ

ューティング分野およびそれを支えるサーバやルータ等の分野では、米国・中国企業で市場

シェアの過半を占め、日本企業のシェアは１０％以下にとどまっていることも事実である

（図 I-1.1.3-3）。 

ＩｏＴ社会の到来、ＡＩ技術の社会実装の進行に合わせて従来の電気的な情報通信の限

界を克服する必要性が高まり、中長距離の情報通信のみではなく情報処理技術の心臓部に

まで光技術を導入するために、個別の企業ではなく国や地域全体が一体となって大きな技

術革新の波を乗り越えようとしている。その中で我が国は世界をリードできる研究開発の

ポテンシャルを有しており、政府、研究機関、企業が一体となってその力を引き上げること

によってＩｏＴやＡＩの進化とともにもたらされる超情報化社会で世界に先駆けてソリュ

ーションを提供することができ、この分野の市場において圧倒的な優位性を築いていける

と期待される。 

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

 本事業で求められる技術開発要素には、従来のエレクトロニクスと同程度の低コストか

つ信頼性の高い光電気変換素子や光配線との接続の実現、シリコン基板上、プリント基板上

に光導波路を形成する技術、光と電気が融合したシステムとしての安定性・信頼性の確保、

大口径ウエハ上に作製された光配線を搭載したインターポーザの信頼性評価という今まで

にない評価技術等が含まれる。いずれも非連続イノベーションが必要であり、研究開発のリ

スクは高く、またその要素技術が広範囲に亘ることから、多くの企業間や大学、国の研究機

関が連携し各要素技術を統合する必要である。 

この技術開発プロジェクトにＮＥＤＯが関与することにより研究開発リスクが軽減され、

また企業・大学・国の研究機関が連携し一体となって技術開発に取り組む体制が実現でき、

更に政策に沿った社会実装も可能となる。 

 

米国A社, 
19%

米国B社, 
17%

中国A社, 
9%中国B

社, 5%
中国C社, 

4%

その他, 
46%

図Ⅰ-1.1.3-3 ベンダー別世界サーバー出荷台数シェア（2016 第 1 四半期） 
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 以上のように、本事業は我が国政府の政策に合致し、産業政策・情報政策の面からも極め

て重要な課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべきものである

といえる。 

 
１．２  実施の効果（費用対効果） 
 

1.2.1 市場規模 

世界的な情報通信量は今後も指数関数的に急激に増大し続けており、現在でも年間数百

エクサバイト、今後数年のうちにゼタバイトのオーダーに至るものと推定されている。対応

して情報通信をつかさどる情報機器のうちサーバーの世界生産量は年間約１０００万台、

市場規模は現在約５．９兆円（Gartner 社、２０１６年推定値）であり、今後一定の割合で

増加するものと推定されている。サーバを設置し運用するデータセンタービジネスも現在

約１５兆円の市場があり、今後も着実な伸びが見込まれている(富士キメラ総研、２０１６

年実績)。 
このような状況からデータセンタなどにおける情報通信機器１台当たりの情報処理の負

荷も急激に増大することは明確で、現在の電気通信を主体としたシステム構成は近い将来

限界を迎え、光通信技術を用いた情報通信及び情報処理システムが不可欠になるものと推

定される。 
本プロジェクトで開発される技術の適用先として、AOC（Active Optical Cable）市場、

サーバ・HPC（High Performance Computing）市場、高精細テレビ・自動車・ロボット等

の電子機器市場、ルータ・トランシーバ等のネットワーク機器市場が想定され、2030 年に

は１.２兆円以上の売上げを期待している。 
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図Ⅰ-1.2.1-1 世界の情報通信量推移 図Ⅰ-1.2.1-2 世界のサーバ生産台数推移 
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1.2.2 省エネ効果 

 本プロジェクトで開発される成果が前記の４市場に適用されることを想定して省エネル

ギー効果を試算すると、２０３０年（平成４２年）には約４００億ｋＷｈ／年の電力削減が

期待される。なお、試算前提としてプロジェクト成果を適用した機器の普及率を２０３０年

（平成４２年）で５０％、サーバ／データセンタ、ネットワーク機器、パーソナルコンピュ

ータ、ディスプレイ／テレビにおける電力削減量をそれぞれ、３１％、８０％、３５％、１

０％としている。 

 

２． 事業の背景・目的・位置づけ 

２．１ 事業の背景 

2.1.1 社会的背景 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティン

グが進展し、また、膨大な数の携帯電話、スマートホンに代表されるモバイル端末機器やパ

ーソナルコンピュータ等の情報処理機器で生み出された情報がデータセンタに蓄積・処理・

共有されるようになってきている。また近年はＩｏＴやＡＩの進展も加わって、データセン

タなどにおける情報処理量やデータ伝送量は急激に増大しており、今後も指数関数的に伸

びていくことが予測されている。現状技術の延長により実現された機器によりデータの処

理や伝送が行われたと仮定すると、サーバと通信機器で構成されるデータセンタのコスト

や電力消費量の急増が予測され、また、情報通信機器による国内の電力消費量は２０２５年

には２０１０年比で２倍の１５００億 ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の６分の１）に

図Ⅰ-1.2.1-3 本プロジェクト成果の適用先と経済効果 
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まで膨らむと見込まれている。 

同様な問題は世界的にも認識され、半導体分野の主要なグローバル企業が次世代のデー

タセンタなどの低消費電力化・高速化技術として光配線技術、集積光回路技術等の光エレク

トロニクス技術を上記問題の解決手段として有望視して研究開発に取り組んでいる。また、

米国、欧州等の政府も関連する国家プロジェクトの実施によりそれらの研究開発の支援を

行っており、全世界的な開発競争が繰り広げられている。 

 

2.1.2  技術的背景 

現在の情報処理機器における処理性能は、情報を処理するＣＰＵ等の演算素子の性能や

演算素子間、演算素子と情報を格納するメモリ間等を繋ぐ電気配線を通じて行われる情報

の伝送速度等によって決定されており、情報処理機器全体の処理性能を向上させるには、

演算素子等の性能に適した情報の伝送速度を確保することが必要である。情報の伝送を受

け持つ電気配線では、半導体技術の進展により演算素子等が微細化・高性能化されると、

演算素子が必要とする情報伝送速度を実現するために、そのピッチを縮小し本数やそこを 

伝達させる信号の周波数を増加させてきた。しかしながら、ＩＴＲＳ（国際半導体技術ロ

ードマップ）等では、今後の電気配線におけるピッチ縮小のトレンドは鈍化すると予測さ

れており、結果として演算素子の性能に見合う情報の伝送帯域を得るためには信号周波数

を高めなければならなくなり、伝送帯域の向上には限界がある。伝送特性と動作安定性の

観点から、電気配線の伝送速度は２０Ｇｂｐｓ程度が限界であると考えられている。

 

図Ⅰ-2.1.2-1 電気配線における伝送帯域密度の推移 
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＊PECST：
内閣府・総合科学学術会議の下で、日本学術振興会が進めた最先端研究開発支援プログラム（FIRST)
におけるフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発事業
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一方、光配線による接続では、２５Ｇｂｐｓ以上の伝送速度の高速化が可能であり、配

線間隔も０．１ｍｍ以下に縮小可能であるため、配線面積を電気配線の１００分の１程度

まで小型化することが可能である。電子機器に用いられている電気配線では、データ伝送

量（信号周波数）や伝送距離の増加に伴い信号伝送の損失が大きくなるのに対し、光配線

を用いる場合はデータ伝送量が増大しても損失は一定であり、伝送距離に対する消費電力

の増加は極めて小さいというメリットがある。 

以上のような背景から、電気配線に換わる新たな信号伝送技術として光配線技術や光イ

ンターコネクト技術の実用化が待ち望まれている。 

 

２．２ 事業の目的 

以上の背景を踏まえ、本プロジェクトは、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、

電子機器の電気配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニク

ス実装システム技術の開発に取組み、電子機器のデータ伝送に関して、電気配線を用いる

場合に比べて１／１０の低消費電力化と通信速度あたりの面積比で１／１００以下の小型

化を実現し、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき、データセ

ンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための構成要素技術を実現する

ための基盤技術を確立することを目指す。 

また、世界市場の約５割を占めてきた光半導体分野における我が国産業界の国際優位性

を維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場におい

て我が国が競争力を獲得し、さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化し

たサーバ、ルータ等の情報通信機器産業など幅広いエレクトロニクス産業の活性化にも資

する。 

図Ⅰ-2.1.2-2 伝送距離と伝送にかかる消費電力との関係 
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２．３ 事業の位置づけ 

前述の通り、クラウドコンピューティングやＩｏＴ、ＡＩ技術の進展に伴い、情報通信量

は急激に増加しており、これに伴って情報通信機器の通信負荷の増大と消費電力の急増が

見込まれる。このような課題に対して光エレクトロニクス技術を社会実装することで省電

力化のみならず、高速な情報処理、機器の小型化も可能であることから、欧米各国を含めた

開発競争が激しくなっている。 

我が国は優れた光エレクトロニクスに関する研究開発力を有しており、これまでも世界

で繰り広げられる開発をリードしてきた。 

この優位性を活かし光電子融合技術を早期に確立し社会実装を進める本プロジェクトは、

データセンタ等情報通信・処理に必要な電力削減及びＣＯ₂排出量削減に寄与する。また、

ＮＥＤＯが本プロジェクトに関与することにより、開発リスクを軽減し、企業・大学・研究

機関の連携する体制を確立し、政策に沿った社会実装を可能とする。 
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II． 研究開発マネージメントについて 

 

１． 事業の目標 

【全体目標】 

本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する未来開拓研究

プロジェクトの一つとして実施され、情報化社会の進展に伴う国内のＩＴ機器による電力

消費量増大に対応するため、ＩＴ機器の省電力化と高速化の両立を目指し、機器内等の電気

配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装システム

技術を実現する基盤技術を確立することを目指すものである。 

未来開拓研究プロジェクトは２０１２年度から２０２１年度までの１０年間で実施する

ことを予定しており、研究開発は①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニ

クス実装システム化技術の２項目に大きく分けて実施する。具体的には、光導波路、光変調

器や受光器等と電気配線をシリコン上に高密度集積した光電子集積インターポーザ、ポリ

マー光配線と電気配線を形成した光電子ハイブリッド回路基板を実現するために必要な光

および電子デバイス技術、その設計技術や目的性能を大きく高める革新的デバイスの開発

を光エレクトロニクス実装基盤技術、光電子融合サーバ等、それぞれの目的に最適なアーキ

テクチャの明確化、関連する信号処理技術等の開発を光エレクトロニクス実装システム化

技術で実施する。 

これらの技術開発により、未来開拓研究プロジェクトでは、電子機器のデータ伝送に関

して、現状の電気配線を用いる場合に比べて１／１０の低消費電力化と通信速度あたりの

面積比で１／１００以下の小形化を実現し、電気配線を用いたサーバボードと比較して消

費電力を３割削減でき、データセンタレベルでの運用の可能性を検証することを目標とし

ている。 

図Ⅱ－1-1 事業の全体計画 
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ＮＥＤＯは未来開拓研究プロジェクトの実施期間の前半６年間のうち５年間（２０１３

年度～２０１７年度、２０１２年度は経済産業省執行）を執行し、未来開拓研究プロジェク

トの最終目標である光電子融合サーバボードを実現するために必要となる構成要素技術を

確立するとともに、事業化に必要となる国際標準を獲得することを２０１７年度までに達

成すべき目標として設定し、プロジェクトの目標としている。 

 

２． 事業の計画内容  

２．1 研究開発の内容 

本プロジェクトでは、情報通信機器・装置の低消費電力化と高速化の両立のため、

従来は電気配線を通じて伝送されていたデータ信号を、装置内のチップ間の通信

を含めて光信号で伝送するための技術を研究開発する。研究開発の実施にあたっ

ては、研究開発テーマとして光集積回路を実現するための要素技術を開発する①

光エレクトロニクス実装基盤技術の開発、とそれらを統合し、全体システムとして

動作させるための技術を開発する②光エレクトロニクス実装システム化技術の開

発に大別して実施することとした。それぞれの研究開発内容について、以下で説明

する。 

 
研究開発項目① 「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

１．研究開発項目の概要 

機器の電気配線を光化した光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロ

ニクス実装システム技術を実現するには、これまでにないサイズ、特性を示す光要素

部品やそれを駆動するための電子回路、LSI チップの搭載方法や光信号の取出し技術、

およびそれらの作製技術等を新たに開発することが必要である。本研究開発項目では、

機器の電気配線を光化した光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニ

クス実装システム技術の根幹である光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド

回路基板等を実現するための上記要素技術を開発するため、以下の研究開発を実施す

る。 

２．研究開発項目の具体的内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・

電気のインターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回

路基板に実装するための実装技術とインターフェース技術、および、高信頼、低コスト

化を実現する設計・方式・製造装置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬ

ＳＩを接続するインターフェース技術、および光電子ハイブリッド回路基板間を接続

する高集積コネクタ技術を開発する。さらに汎用電気インターフェースに対応した光
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素子駆動アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭載するためのアナログ電子

回路技術の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波

路、光源、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発

すると共に、これらを高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、

多値化についても検討を行い、インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。

さらに、ロジック、メモリ等の電子回路チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密

度に集積した、低消費電力で低コストな光電子集積インターポーザを形成する基盤技

術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓ

の伝送容量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路

と光回路に関する基盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術開発 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に

関し、光、電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現

する基盤技術を開発する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能

とするための支援体制、スキームを整備する。 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ド

ットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術

開発を行う。 

[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、

フォトニックナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブ

ルゲートアレイ技術、およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高



15 
  事業原簿 公開版 

効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実

現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デ

バイスの開発を行う。 

３．達成目標 

 光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板、および、それぞれの要素技術

を組み込んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費

電力化・高速化（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小

形化実現のための要素技術を確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００

Ｇｂｐｓ／ｃｈの高速伝送及び現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程

度）を１／５～１／１０まで低減できる低消費電力化技術を実現する。 

各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子

インターポーザおよび光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板

を実現するための基盤技術を開発する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した

光電子ハイブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤

技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール

化技術を確立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

 超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコンフ

ォトニクス技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモリ

ＬＳＩ、光デバイス等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積化

技術を実現する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤

要素技術を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を

確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するため

の基盤集積技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 
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大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デ

ジタルコヒーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８年

度までに確立する。   

【中間目標】（平成２６年度末） 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を

行い、基本性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間

通信向け低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証す

るための要素技術を確立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設

計するための光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を

可能とするとともに、本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー

構築のための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構

成を構築し、統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス

設計の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本

構造を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能

とする統合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキッ

ト）を整備し、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

 光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの小形化・低消費電力

化・高性能化を非連続的に実現できる、挑戦性の高い革新的デバイス技術として、以下

の技術開発を実施する。なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を考慮し、

技術開発の進捗度、本研究開発事業内での展開の可能性等の観点から、必要に応じて見

直しを適宜実施するものとする。 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合
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型単チャンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術とし

て受光器における暗電流抑制効果を実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現

するとともにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、

導波路型受光器における暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子

集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化

する。 

 ［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けて、新原理に基づく次世代

超小型光変調器の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を可

能とする新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対

する課題を明確化する。 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基

盤技術として、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配

線技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術にお

いて、層間方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニク

ス回路の基盤技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブル

ゲートアレイ技術、およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の

光増幅器が並ぶアレイデバイスを実現する。 
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【最終目標】（平成２９年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。

また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すと

ともに事業化に対する課題を明確化する。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の

高効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術

実現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理

デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベ

ースとした超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高

速光信号処理デバイス実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動

作を実証する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の

見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

 

研究開発項目② 「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

１．研究開発項目の概要 

未来開拓研究プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実

現するには、それに適したシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のあ

る実用性の高い技術の開発が必要である。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かす

サーバ等のシステムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①「光エレク

トロニクス実装基盤技術の開発」の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤

技術を開発する。これにより、システムの実用性を検証するとともに、要素技術開発に

フィードバックすることで、完成度の高い技術の効率的な開発を実現する。 

２．研究開発の具体的内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積

インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費

電力光電子融合サーバボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速ストレ

ージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイス

を搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立す
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る。 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバ

を開発し、アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集

積した光電子ハイブリッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル

付きＬＳＩを開発する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセ

ンタ間接続用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライ

バ、受信フロントエンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇ

ｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニク

スチップを開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トラ

ンシーバのシステム化技術を確立する。 

（ⅱ）国際標準化 

 国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析す

るとともに、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積

極的に推進する。 

３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運

用が可能な、多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバ

ボード等を実現するため基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を

得ることを目標とする。また、順次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提

案を行う。 

各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベル

での運用が可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種の

ＬＳＩが高密度集積した光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上

に搭載した小型・高速動作・低消費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題

抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、高速ストレージインターフェースに適応す

る光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース

付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 
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光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝

送スペック（変調速度、多重度、チャンネル数など）、および、光電子インターポーザ

の回路冷却に関する基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積

層型ストレージチップ実装基板からなるハイブリッド型の光インターフェース付き

ＳＳＤを試作し、標準ストレージインターフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、

要求スペックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型

のストレージチップを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブル

の実現と、光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現

に向け、次の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体

間接続における実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシー

バとロジックＬＳＩ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき

既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭

載基板間光接続を実現する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデー

タセンタ間接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

一次試作の光デバイスおよびＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバ

イス制御動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事

項を抽出する。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業

間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するため

の基盤システム化技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 
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シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光ト

ランシーバを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わ

せて集積試作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するととも

に、企業間ネットワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解

決の目処を得る。 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得する

ため、次のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、

「キーメンバーコミュニティー」おけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバに関する標準化を推進する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化

提案活動を行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

 
２．２  研究開発の実施体制 

（１）実施体制 

プロジェクト目標の達成には多くのブレークスルーが必要であることを考慮し、次のよ

うな観点から研究開発の実施体制を構築している。 
① それぞれの研究開発テーマについて最高のポテンシャルを有する研究者を企業・機

関のレベルを超えて結集させ、ドリームチームを結成する。 
② それぞれの研究開発テーマ間のみならず、実装基盤技術とシステム化技術の研究開

発テーマが相互に関連しあって目標とするシステムが構築されてゆくことから、相

互に緊密な連携をとって研究開発を推進できるようにする。 
③ 各企業・機関が所有する既存設備、ノウハウ等を有効に活用することにより、効率

的かつ効果的な研究開発を可能とするとともに、できるだけ効果的な資金配分を実

現する。 
④ 参加企業・機関が一体となって標準化推進を進めるとともに、本研究開発成果の実

用化・事業化をより確実なものとするため、国内外市場における事業戦略を策定し

つつ研究開発を推進できるようにする。 
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本プロジェクトの研究開発拠点と研究項目を図Ⅱ-2.2-1 に示す。本プロジェクトは技術

研究組合光電子融合基盤技術研究所（以下、ＰＥＴＲＡと略記する）にＮＥＤＯが委託して

実施する事業である。プロジェクトの研究員は、ＰＥＴＲＡ組合員である日本電気株式会社、

富士通株式会社、沖電気工業株式会社、株式会社東芝、古河電気工業株式会社、日本電信電

話株式会社、ＮＴＴエレクトロニクス株式会社、独立行政法人産業技術総合研究所(以下、

ＡＩＳＴ)、および一般財団法人光産業技術振興協会からの出向者等によって構成されてお

り、集中研、集中研分室、分散研、本部において研究活動を行っている。 

ＰＥＴＲＡ集中研は、ＡＩＳＴ（つくば）に設置され、ＰＥＴＲＡ研究員がＡＩＳＴの実

験室、実験設備を活用し、集積デバイス技術、実装技術、回路設計技術等の研究開発を推進

している。ＰＥＴＲＡ集中研分室、ＰＥＴＲＡ分散研では、組合員各社の実験室において本

研究開発に参加しているＰＥＴＲＡ組合員が保有する設備、ノウハウ等を活用しつつ、集積

デバイス技術の一部、インターフェース技術、システム化技術についての研究開発を推進し

ている。ＰＥＴＲＡ本部では、光協会と協力しつつ国際標準化活動を実施するとともに、本

研究開発全体の一般事務を集中的に管理している。 

開発プロジェクトの実施者構成と各実施者の研究項目を図Ⅱ-2.2.-2 に示す。 

図Ⅱ-2.2-1 プロジェクトの研究開発拠点と研究項目  

ＮＥＤＯ

プロジェクトリーダー
東京大学 教授 荒川泰彦

東京大学（東京）
研究項目：①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

指示・協議委託

集中研
研究実施場所：
産総研（つくば）

実施項目：
①-ⅰ
(a)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ実装技術
(b)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ集積ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術
(d)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ回路設計技術
②-ⅰ
(b)ﾎﾞｰﾄﾞ間接続機器、筐体間
接続機器のｼｽﾃﾑ化技術開発

横浜国立大学（横浜）
研究項目： ①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

京都大学（京都）
研究項目： ①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

東京工業大学（東京）
研究項目： ①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

早稲田大学（東京）
研究項目： ①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

共同実施

分散研
研究実施場所：
富士通㈱（川崎）
日本電信電話㈱（厚木）
NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱（横浜）

実施項目：
①-ⅰ
(c)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
技術

②-ⅰ
（c)ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ間接続機器の

ｼｽﾃﾑ化技術開発

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（ＰＥＴＲＡ）

集中研分室
研究実施場所：
日本電気㈱（府中）
富士通㈱（厚木）
沖電気工業㈱（蕨）
㈱東芝（川崎）
日本電信電話㈱（厚木)

実施項目：
①-ⅰ
(b)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ集積ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術
②-ⅰ
(a)ｻｰﾊﾞﾎﾞｰﾄﾞのｼｽﾃﾑ化
技術開発

(d)企業間ﾈｯﾄﾜｰｸ接続
機器のｼｽﾃﾑ化技術開発

本部
研究実施場所：
PETRA（東京）

実施項目：②-ⅱ
国際標準化

・参加企業/組織：日本電気㈱、富士通㈱、沖電気工業㈱、㈱東芝、古河電気工業㈱、日本電信電話㈱、
NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱、(独)産業技術総合研究所、一般財団法人光産業技術振興協会



23 
  事業原簿 公開版 

研究開発の全体を統括するプロジェクトリーダ（ＰＬ）の下に、研究開発項目を統括するサ

ブプロジェクトリーダ（ＳＰＬ）を研究開発項目①に５名、研究開発項目②に１名置いてい

る。また、それぞれの研究開発項目をさらに細分化した研究開発テーマそれぞれについて、

その内容について責任を持つテーマリーダ（ＴＬ）を置き、プロジェクト全体の運営、研究

開発進捗管理と迅速な意思決定、研究項目間の効果的な連携が可能になるように全体の実

施体制を構築している。 

本プロジェクトにおける研究総括責任者であるプロジェクトリーダは下記の役割を担い、

プロジェクト全体の運営を行っている。 
１．組織関係 
  （１）研究体（分室、集中研）の設置、廃止等の組織構成案の策定。 
  （２）研究体の研究サブリーダ等の選任と解任。 
２．予算関係 
  （１）各事業年度における予算配分の調整及び予算案の策定。 
３．研究計画・管理関係 
  （１）各研究体のサブプロジェクトリーダ、テーマリーダから構成される「マネジメン

ト委員会」、「技術委員会」を開催し、年間計画の策定や研究進捗状況の管理及び

図Ⅱ-2.2-2 プロジェクトの実施者構成と各実施者の研究項目  

ＮＥＤＯ

ＰＬ
東京大学 教授 荒川泰彦

研究開発テーマ
【革新的光源・光検出器技術】
東京大学（東京）

【革新的変調器技術】
横浜国立大学（横浜）

【革新的光配線技術】
京都大学（京都）

【革新的光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ技術】
東京工業大学（東京）

【革新的光ｽｲｯﾁﾝｸﾞﾃﾞﾊﾞｲｽ技術】
早稲田大学（東京）

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（ＰＥＴＲＡ）

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 ②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

①(ii)革新的デバイス技術
ＳＰＬ：岩本敏

研究開発テーマ
(a)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ実装技術
ＴＬ：萩原靖彦

(b)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ集積ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術
ＴＬ：田中有

(d)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ回路設計技術
ＴＬ：榊原陽一

研究実施場所： PETRA集中研
・産総研、つくば

(c)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ技術
ＴＬ：尾中寛

研究実施場所： PETRA分散研
・富士通㈱（川崎）
・日本電信電話㈱（厚木）
・NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱（横浜）

研究開発テーマ
国際標準化
ＴＬ：増田 岳夫

研究実施場所：PETRA本部
PETRA（東京）

①(i)実装基盤技術
ＳＰＬ：最上徹、森雅彦、
萩原靖彦、森戸健、尾中寛

②(i)システム化技術
ＳＰＬ：中村隆宏

②(ii)国際標準化

研究開発テーマ
(a)ｻｰﾊﾞﾎﾞｰﾄﾞのｼｽﾃﾑ化技術開発
ＴＬ：中村隆宏

(b)ﾎﾞｰﾄﾞ間接続機器、筐体間
接続機器のｼｽﾃﾑ化技術開発
ＴＬ：土田純一

(d)企業間ネットワーク接続機器
のｼｽﾃﾑ化技術開発
ＴＬ：八重樫浩樹

研究実施場所： PETRA集中研分室
・日本電気㈱（府中）
・富士通㈱（厚木）
・沖電気工業㈱(蕨）

(c)ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ間接続機器のｼｽﾃﾑ化
技術開発
ＴＬ：尾中寛

研究実施場所： PETRA分散研
・富士通㈱（川崎）
・日本電信電話㈱（厚木）
・NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱（横浜）

・参加企業/組織：日本電気㈱、富士通㈱、沖電気工業㈱、㈱東芝、古河電気工業㈱、
日本電信電話㈱、NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱、(独)産業技術総合研究所、一般財団法人光産業技術振興協会
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総合調整を行う。 
     また、ＰＥＴＲＡより３回／月程度の頻度でプロジェクトの進捗状況について報

告を受け、プロジェクト全体の進捗状況を把握する。 
  （２）ＰＥＴＲＡとともにプロジェクト成果の実用化計画を協議するともに、それを考

慮した研究開発計画を策定する。 
（３）年度毎のプロジェクト推進目標を策定し、これを管理／フォローアップを実施す

る。 
４．研究成果関係 
 （１）特許、論文、学会発表、標準化寄与文書、新聞発表、展示会出展等のプロジェク

ト成果の計画策定と実績の管理実施。 
５．その他 
  （１）プロジェクト活動の啓蒙・啓発事業として、ワークショップやシンポジウム等の

企画立案と実施。 
  （２）経済産業省、ＮＥＤＯ、大学等の各種関係会議やヒアリング等への対応及び総括。 

  

（２）共同実施 
研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発において研究開発を実施する革

新的デバイス技術については、その分野で先進的な取り組みを行っている東京大学（革新的

光源・光検出器技術）、横浜国立大学（革新的変調器技術）、京都大学（革新的配線技術）、

東京工業大学（革新的光エレクトロニクス技術）、早稲田大学（革新的光スイッチングデバ

イス技術）とＰＥＴＲＡが共同研究契約を締結し、研究開発を実施している。 

  

２．３ 研究の運営管理 

本プロジェクトは、ＦＩＲＳＴプログラムの一つである「フォトニクス・エレクトロニク

ス融合システム基板技術開発（ＰＥＣＳＴ）」と連携し、その技術成果を活用しつつ光電子

集積システムの実現に必要な基本技術要素を研究開発する①光エレクトロニクス実装基盤

技術の開発と、その技術要素を統合してシステムとして実現するための②光エレクトロニ

クス実装システム化技術の開発が、相互にフィードバックを行いながら効率的、効果的に研

究開発を実施し、最大化された成果を生みだすとともに、成果を早期に実用化することを目

的に運営されている。 
その目的の実現のため、次に示す組織体を構成し、プロジェクトを推進している（図Ⅱ-

2.3-1）。 
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①プロジェクト運営に係る最高議決機関としてマネジメント委員会を設置。 
②プロジェクトテーマの研究開発を総合的に企画、調整する技術委員会を設置。 
③デバイス技術とシステム技術の研究内容、進捗について速やかなフィードバックを

行うとともに精度の高い研究開発工程管理を行うデバイス・システム統合会議を設置。 
④プロジェクト参加組合員による成果の効果的な実用化を実現するため、プロジェク

トの研究開発と参加組合員による実用化活動の方向性等について企画、調整する事業

化推進委員会を設置。 
⑤プロジェクト成果の早期実用化を実現するため、プロジェクトに指針を示し、サポー

トを行う委員会として、国際標準化委員会、知財推進委員会を設置。 
また、新規市場の開拓を伴う本研究開発成果の実用化を促進するため、その実用化につい

ては、研究開発終了後の企業による実用化努力のみならず、研究開発途上でも実用化可能な

技術についてはバイプロダクトとして積極的に実用化を行なうこととしている。 

本研究開発の成果に係わる知的所有権の取得、権利の帰属、実施等に関するルールは、

「「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の研究開発事業に関する知

的財産権取扱規程」として、知財推進委員会にて策定され、運用されている。共同実施を行

っている大学における知的財産権の取扱いについても、ＰＥＴＲＡと個々の大学間で結ば

れる共同研究契約にて規定されており、それに基づいた運用がなされている。 

なお、知的財産権取得規程、大学における知的財産権の取扱い規定の策定に当たっては、

未来開拓研究プロジェクトの目的の一つである成果の実用化による国益の実現を阻害する

ことが無いように、実用化時における必要な知的財産権の円滑な実施を可能とすることを

基本的な方針として事前に定めている。その結果、定められた知的財産取得規程は、プロジ

マネジメント委員会

知財推進委員会

国際標準化委員会

研究総括責任者
（PL)

事業化推進委員会

技術推進委員会

デバイス・システム統合会議

第三期準備委員会

①光エレクトロニクス

実装基盤技術

②光エレクトロニクス

実装システム化技術

(ii)革新的デバイス技術

(i)基盤要素技術

(ii)国際標準化

(i)システム化技術

開催回数
（第二期）

5

2

月1回以上

2

1

月１回以上

4

＜テーマ構成＞ ＜委員会構成＞ ＜開催実績＞

図Ⅱ-2.3-1 プロジェクトの運営体制 
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ェクト開始前に参加者が保有していた知的財産権の許諾に関する考え方や共同研究を行っ

ている大学が取得する知的財産権の補償等の取扱い等についても考慮されたものとなって

いる。 

ＮＥＤＯと実施者とのディスカッション、情報交換を促進するために開催した会議等の

状況を表Ⅱ-2.3.-1 に示す。ＮＥＤＯはこれらの会議等を通じて、研究開発の進捗状況の確

認等を行うと共に、課題の共有や開発計画の見直し、加速資金の必要性、成果の実用化・事

業化等について実施者と議論を行い、プロジェクトマネジメントに活用している。また、実

施者間では、ＰＥＴＲＡ内の実施者間で行うデバイス・システム統合会議等で研究開発状況、

進捗などについて報告し、議論を行うことで緊密かつ効率的に研究開発を推進している。 
 
２．４ 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

 プロジェクトの開始にあたり、ＮＥＤＯは経済産業省と共に光素子・光デバイス、光モジ

ュール、光通信等の光通信技術において強みを持つ企業、スパコン、サーバ、ストレージ、

コンピュータネットワーク等の情報処理関連装置技術等において、研究面、事業面で共にト

ップレベルの強みを持つ企業が参加した事業の実施体制を構築し、光通信技術と情報処理

装置技術との深い融合を実現するために必要な研究開発とその成果の実用化の達成に対す

る蓋然性を高めている。 

 また、プロジェクト参加企業等において事業化に深い知識を持つ人員を委員とし、必要に

応じてプロジェクト外部の有識者も交えて、プロジェクト成果の実用化・事業化について継

続的に議論を行う事業化推進委員会等を設置し、実用化の観点からプロジェクト成果の実

用化に求められる要件や事業化のための戦略等について議論を進めている。 

 プロジェクトで開発に取り組んでいる光電子融合技術は、汎用性の高い技術であり、適用

対象によっては途中段階の技術が十分有用な場合も想定されるとの認識で研究開発を行っ

ている。また、光電子融合技術は未だ存在しない市場を切り開くものであるため、その普及

には一定程度の時間も必要であることも予想される。従って、光電子融合技術のスムーズな

普及をはかるため、経済産業省、ＮＥＤＯ、実施者間でプロジェクト成果の適用可能性のあ

る対象の探索に努めるとともに、実用化・事業化戦略に関して継続的な議論を実施しており、

研究開発途上でも実用化の可能な技術についてはバイプロダクトとして速やかに実用化を

図ることとしている。 

 また、研究開発成果の普及を促進しつつ国際競争力を確保するには、特許の取得と標準化

について戦略的に進める必要があるとの認識である。このため、知財推進委員会と国際標準

化委員会をプロジェクトに設置して、プロジェクトの実用化戦略と連携した知財戦略、標準

化戦略を策定し、プロジェクト成果のオープン化、クローズ化を実践している。標準化への

寄与文書（寄書）はプロジェクト開始後２年で３７件を提出している。また、技術の実現性

を示して標準化活動を支援するため、ＥＣＯＣ、ＯＦＣ等の主要な国際会議において成果発
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表や、成果の展示を行った。ＯＦＣ２０１６での展示デモ風景を図Ⅱ-2.4-1 に示す。 

 連携プロジェクトであるＰＥＣＳＴの成果活用に関しては、両プロジェクトの連携会議

として設置されたガバニングボードにおいて、経済産業省、内閣府とともに協議を行い、Ｐ

ＥＣＳＴで取得された知財や人材等を効果的に活用するための取り決め等について整備を

行った。 

 

３． 情勢変化への対応 

 情勢変化への対応としては、下記のような取り組みを行っている。 

１）国際競争力強化や実用化に資すべく本プロジェクトで開発を進めている要素技術の

研究開発成果に基づき、当初の計画を変更する形で、実施方針の変更や加速資金の投

入を実施し、光電子集積回路の大規模化プロセス技術、光トランシーバの省電力化技

術の技術開発を積極的に推進した。これまでの情勢変化への対応を表Ⅱ-3-1 に示す。 

図Ⅱ-2.4-1 国際会議での展示 

表Ⅱ-3-1 情勢変化への対応 

項目 テーマ 研究開発目標（２０１７年度末） 情勢の変化 目標の妥当性と対応

①
実
装
基
盤
技
術

基盤要素

技術

上記目標性能を発揮する光電子

集積デバイスの実現に目処を立て

る要素技術を確立
モバイル通信、クラウドコン

ピューティング、ＩｏＴ・ＡＩの進展

により、通信量がさらに増加す

ると予測

データセンタ間通信技術開発

スピード加速

シリコンフォトニクス技術の開

発競争激化

競合各社が相次ぎ光接続サー

バ、データセンタの高度化を提

案

データセンタの消費電力削減

を目指した海外プロジェクト立

上げが進行

実施事項を追加（２０１５年）

大口径ウェハによる新デバイス技術

実用化開発（目標：光回路として2015

年度末に3mW/Gbps実証）

革新的

デバイス

技術

非連続的な小型化・低消費電力

化・高性能化を可能とする先進性

の高い光制御技術、デバイス技術

を研究開発

目標は妥当

②
実
装
シ
ス
テ
ム
化
技
術

システム

化技術

上記要件を満たすサーバボード実

現のためのシステム化技術を開発

し、性能目標達成の目処を得る。

波長多重一芯双方向トランシーバ

技術、低消費電力型デジタルコ

ヒーレントトランシーバ技術を確立

(２０１６年度末）

目標前倒し（２０１４年）
大容量ＬＳＩ周辺に世界最小光トラン
シーバ（光I/Oコア）を搭載

実施事項を追加（２０１５年）
サーバアーキテクチャの検討（目標：
800Gbps/cmの高密度光I/Oの動作
検証）

国際

標準化
研究開発成果の普及促進に必要

な標準化提案を行う。

実施事項を追加（２０１５年）
小型トランシーバ（従来比1/2）開発

③
成果普及

活動

ビジョン形成を含む教育カリキュラ

ムへ展開

周辺領域の調査・基礎研究を応用

研究へ展開

項目③を追加（２０１５年）

2021年度末の

性能目標は妥当

• 光電子集積デバイス： 低消費電力 1mW/ Gbps （１／１０）、小型（１／１００以下）

• 光電子集積サーバボード要素技術：低消費電力（３割減）、多種LSI集積、DCで運用可能

２０２１年度末性能目標

（電気配線比）
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 ２）国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プロジェクト動向、並びに

ロードマップ等の最新情報を入手することで、本プロジェクトの研究開発レベルの

ベンチ・マーキングの見直しを定期的に行い、実施計画・方針等の変更に反映させて

いる。 

 
３）実用化の目処が見えた光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに実用化の準備を進

めている。 

  

４． 評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義及び将来産業への波及効果等について、事業項目毎に、外部有識者による研究開発の評価

を実施する。具体的には本基本計画の対象期間においては、平成２６年度、平成２９年度に

評価を実施し、評価結果を踏まえ、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・縮小や必

要な体制の再構築などを含め、後年度の研究開発に反映することとしている。 

なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の

進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとしている。 

  

 

表Ⅱ-4-1 2014 年中間評価の指摘事項と対応進捗 
2014年中間評価 指摘事項 第二期 対応と進捗

1

実用化・事業化に向けては、マー
ケットにおける競争実態や顧客動
向に熟知したメンバーの参画が望
まれる。

実用化・事業化戦略を策定のためのロードマップを作成
• 国内主要企業から情報を収集
• コンサルタントを利用して国内外のマーケット状況の把握
国内・海外の企業との直接対話により情報を収集
• サンプル提供、標準化活動を通じて対話機会を創出

2

シリコンフォトニクスは、国際的にも
開発競争が熾烈で進展も早いので、
早期の実用化・事業化につながる
ように、研究開発を一層加速する
ことが必要である。

促進財源を投入して技術開発・実用化を加速
• 2014年度、2015年度、計１８．５億を投入
• 世界最高性能の達成、目標達成前倒し、国際標準化の主導的立場

確立、など
• 事業化案件 ２件

3
多くの優れた学術的成果に比して、
学術誌等の論文発表の数が少な
いと思われる。

技術開発の進捗に伴い、公開・アピール方法をシフト
• 基礎技術の特許出願（第一期）から学会・論文発表活用した成果ア

ピール（第二期）へ
• 論文３報／年→１２報／年、学会２９件／年→７０件以上／年

４

今後は、取り組み計画、事業化ま
でのマイルストン、事業化する製
品・サービス等を一層具体化する
ことが必要である。

マイルストンの下、製品・サービスを具体化して２件を事業化
• 2016年 デジタルコヒーレントトランシーバ関連4製品を事業化（富士

通、富士通オプティカルコンポーネント、NTTエレクトロニクス）
• 2017年4月 光I/Oコア事業化のための新会社を設立
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Ⅲ.研究開発成果 

 

1. 事業全体の成果について 
1.1 事業全体の成果について 
 事業全体の成果の発表については、研究開発項目間の関連性や事業化、実用化に向けた最終システム

のイメージに合わせ、実施方針の研究開発項目を一部再構成して説明する。表Ⅲ-1-1 に示すように「①

光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」の中を「1-1 基盤要素技術」と「1-2 革新的デバイス技術」に

大きく括り、「②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」は「2．システム化技術」の下に「2-1
光電子集積サーバシステム」、「2-2 光電子集積光通信システム」、「2-3 国際標準化」を置いている。「2-2
光電子集積光通信システム」の中に、実施方針では「①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」の中

にある「（ⅰ）実装基盤技術(c)光エレクトロニクスインターフェース技術」を含め、「2-2-1 データセンタ

間接続機器」としてまとめた。事業原簿の中では、実施方針の研究開発項目に沿って記述している。 
 
    表Ⅲ-1-1 成果のまとめの構成（発表）と実施方針の研究開発項目（事業原簿） 

 
 
1.2 知的財産権等の確保に向けた取組み 
知的財産権等の確保に向けた取組みとして、図Ⅲ-1-1 に示すように、特許化、標準化活動に加え、ノ

ウハウとブラックボックス化の活動をプロジェクト全体で行い、研究開発の効率化と成果の事業化推進

を強力に進めている。 
この結果として、プロジェクトの IP を一部承継する新設分割の株式会社を設立した。 

実施方針の研究開発項目発表説明の研究開発項目

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発

（ⅰ）実装基盤技術
（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術

(a)光エレクトロニクス実装技術

（d）光エレクトロニクス回路設計技術

（ⅱ）革新的デバイス技術

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

（ⅰ）システム化技術
（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器の

システム化技術開発
(a)サーバボードのシステム化技術開発

①（ⅰ）実装基盤技術
（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術

② （ⅰ）システム化技術
（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発
（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発

（ⅱ） 国際標準化

成果普及

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発

１－１ 基盤要素技術
１－１－１ 光エレクトロニクス集積デバイス技術

１－１－２ 光エレクトロニクス実装技術

１－１－３ 光エレクトロニクス回路設計技術

１－２ 革新的デバイス技術

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

２．システム化技術
２－１ 光電子集積サーバシステム

2-1-1 ボード間・筐体間接続
2-1-2 サーバボードシステム化（CPU間光インターコネクト）

（CPU/記憶素子間接続）
２－２ 光電子集積光通信システム

2-2-1 データセンタ間ネットワーク接続
2-2-2 企業間ネットワーク接続

２－３ 国際標準化

③成果普及
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図Ⅲ-1-1 知的財産権等の確保に向けた取り組み 

1.3 成果の普及 
研究開発成果の普及として、学会活動や展示会活動を表Ⅲ-1-2 にまとめて示す。特許については、プ

ロジェクト成果の市場を見据えて外国出願も精力的に行っている。研究開発成果の論文投稿もプロジェ

クトの進行に合わせ順調に進むと同時に、国際会議等での招待講演数も年 30 件程度とプロジェクトの知

名度も上昇してきた。インパクトが大きく注目される発表の場合は、新聞発表を併せて行っている。ま

た、関連する主要な国際会議に併設の展示会に出品し、大きな注目を集めてきた。

標準化活動と共同研究先を通じた③成果普及活動の詳細については、別途記述する。

表Ⅲ-1-2 事業全体の成果と成果の普及（平成 24 年 9 月 25 日~平成 29 年 6 月末日集計分まで）

共同研究先の革新的デバイス技術の開発成果に対する学会活動や展示会について、表Ⅲ-1-3 にまとめ

て示す。論文等を順調に発表し、インパクトが大きく注目される発表の場合は、新聞発表を合わせて行

っている。

年度
（平成）

特許
外国出願
（内数）

論文等
国際/国内学会発表
（解説記事を含む）

（）は招待講演

標準化
寄与文書

新聞発表 主要展示会

計 135 57 44 280（109） 72 19 -

24～26
年度

63 38 8 87（30） 50 13
CEATEC、OFC
ICEP、SSDM

SEMICON

27年度 35 15 12 85（32） 10 2 SEMICON
OFC2016

28年度 33 4 12 62（29） 11 2 CEATEC
OFC2017

29年度 4 0 12 46（18） 1 2 （CEATEC）

省庁間連携により内閣府・最先端の知財を継承。

プロジェクトIPは原則としてPETRAが管理し、参加企業保有
のIPは、本成果の事業化推進のために実施許諾を前提

プロジェクトIPの一部を新設分割会社に継承

オープン・ブラックボックス戦略

国際標準化： 光と電気のインターフェースの構造的な仕様

特許化： コア技術であるシリコンフォトニクスによる集積光回路
と実装構造

ノウハウとしてブラックボックス化： 主要実装構造の特許化と、
製造方法を、固有の実装装置内に封じ込め、ブラックボックス化

知財マネジメント
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表Ⅲ-1-3 革新的デバイス技術の成果と成果の普及 

（平成 24 年 9 月 25 日~平成 29 年 8 月末日集計分まで） 

 
 

1.4 研究開発目標の達成度について 
初めに、本プロジェクトの開発テーマと各テーマの技術開発項目の関係を図Ⅲ-1-2 に示す。大きくは

①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニクス実装システム化技術に分かれている。基盤

技術開発と実用化・事業化に向けたシステム化技術を併行・連動開発することによって、相互に研究開

発の進捗状況や方向性の確認を行い、効率的な研究開発を行うようにしている。また平成 27 年度後期か

ら③成果普及活動を行っている。 
 

                 

図Ⅲ-1-2 技術開発項目の関係  

年度
（平成）

特許
外国出願
（内数）

論文等
国際/国内学会発表
（解説記事を含む）

標準化
寄与文書

新聞発表 主要展示会

計 5 1 76 628 0 54 0

24～26年
度

0 0 30 262 0 23 0

27年度 1 0 16 155 0 15 0

28年度 3 1 22 159 0 12 0

29年度 1 0 8 52 0 4 0
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また、研究開発の進捗状況を表Ⅲ-1-4 にまとめて示す。達成度については、当初の計画を前倒しで達

成したテーマ、事業化を達成したテーマ、あるいは近々、事業化の目処がついたテーマを右欄に大幅達

成として◎で示している。 
 

表Ⅲ-1-4 光エレクトロニクス実装システム化技術開発の進捗状況 
       

   
  

テーマ H29年度末中間目標 主な成果状況
達成
度

①光エレクトロニクス実装
基盤技術の開発
1-1 基盤要素技術

・多数の光素子を集積した大容量光電子集積イ
ンターポーザの基盤集積技術を確立。

・光トランシーバの伝送容量1.2Tbps以上の基本
動作を実現。

・5cm□程度の光電子ハイブリッド基板上にLSI
モジュールの高速光インターコネクトを実現。

・低消費電力光トランシーバとして3mW/Gbpsを
目標。

・シリフォト統合化集積プロセスを開発し、大容量
化 (4波WDM、56G-PAM4) の基盤技術を確立。

・5mm□に25Gbps 12chの集積光I/Oﾁｯﾌﾟを完成
し、帯域密度1.2Tbps/cm2を実現。

・1.3µm帯で低損失（0.29dB/cm）なポリマー光導
波路を5cm□基板上に実現。

・SiGe光変調器の高速動作実証（28Gbps)など
3mW/Gbps超低消費電力デバイス技術確立。

◎

①光エレクトロニクス実装
基盤技術の開発
1-2 革新デバイス技術

・光電子集積デバイスの小型化・低消費電力化・
高性能化を非連続的に実現できる革新的デバイ
ス技術を開発。

・シリコン導波路結合型量子ドットレーザの高速
直接変調を達成。

・SiGe変調器など各種光デバイスを高性能化。
〇

②光エレクトロニクス実装
システム化技術の開発
2-1 光電子集積サーバシ
ステム
2-2 光電子集積光通信シ
ステム

・光電子集積サーバボードにおける送受信部を
試作し、スペックを満足する光伝送を実証。

・小型、低消費電力を満たす100Gbpsデジタルコ
ヒーレント光トランシーバを実現（H28年度末）。

・一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ
上で実証。

・LSIと集積光I/Oコアを搭載したボードで、FPGA
間を1.2Tbps（25Gbpsx24ch)で接続、また、
800Gbps (25Gbps x16ch 送受)を1cm2に収容。

・CFP-DCO、CFP2-ACOタイプの100 Gbpsデジ
コヒトランシーバを試作し、従来比/2以下の小
型化と従来比1/3の約30Wの低消費化を実現。

・10Gbps×4波×上り/下りの一芯双方向多重動
作をシリコンワンチップ上で実証。

◎

②光エレクトロニクス実装
システム化技術の開発
2-3 国際標準化

・光実装部品における各種インターフェース等の
標準化提案活動を行い、実用化する開発成果
の事業化に必要な標準の提案。

・OIFで小型光トランシーバ等の光部品の標準化
活動を行い、IECでのデジュール標準化提案。

・CFP4級デジタルコヒーレントトランシーバの超
小型光送受信デバイスの標準化を推進。

〇

③成果普及
・成果普及等のためのプログラムを実施し、イノ

ベーション創出に向けた周辺研究、人材育成、
ビジョン形成等の活動を推進。

・大学院生向け教育カリキュラム、学生や社会人
を対象としたフォトニクス・イノベーションセミ
ナーやビジョンワークショップを継続。

〇

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達
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2. 研究開発項目ごとの研究開発成果について 
 
 以降に、①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニクス実装システム化技術の個別テー

マごとの研究開発成果について述べる。 
まず、図Ⅲ-2-1 に開発テーマの位置づけと技術開発の概要を示す。 
 

 
             図Ⅲ-2-1 プロジェクトにおける技術開発の概要 
 
2.1. 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 
 二つのテーマ 1-1 基盤要素技術と 1-2 革新デバイス技術に分けて示す。 
2.1.1 全体成果 
 CMOS 互換ラインで製造できるシリコンフォトニクス技術は、微細化によるフォトニクスデバイスの

小型化（＝低コスト化）と大量生産を可能とし、フォトニクスで従来から用いられてきた 3V 以上の電源

電圧を微細 CMOS で用いる 0.9V 付近に下げることで消費電力を大幅に改善できると期待されている。 
 
 データセンタ、計算機センタの中で用いられるデータコム領域では、コンピュータラック間通信で１

レーンあたり 25～100Gbps での伝送が主流になりつつあり、主に低コスト化、低消費電力化への要望が

高い。本プロジェクトではシリコンフォトニクス技術を活用し、１）4～12 レーンを束ねることで 100
～300Gbps を実現する多並列技術、２）光波長多重または PAM 技術を用いてレーン当たりの帯域を高

める多重化技術、３）光波長多重／一芯双方向を実現する PON トランシーバ技術を開発し、一部につい

て事業化した。また、これらの技術領域を支えるプロセス統合化基盤技術（シリコンフォトニクスデバ

イス、シリコンフォトニクスウェーハ製造）を確立した。 
また低コスト化を支える実装技術として、CPU/FPGA の直近に配置でき信号配線を短くすることで低

コストなプリント基板でも 25Gbps の光伝送を行うことができる小型光トランシーバを開発した。エレ
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クトロニクス業界では広く用いられている 10μm 精度の実装装置を用いて光伝送を利用できるように多

並列技術ではマルチモードファイバを採用した。 
ここで開発した小型光トランシーバ（光 I/O コア）はコンピュータラック間で用いられるだけでなく、

CPU ボード間、CPU 間の帯域を拡大できるため、近年注目を浴びているディープラーニング等の超多並

列計算の更なる大規模化、画像圧縮を伴わない自動運転技術等へ広く応用できると期待している。 
 
一方で、インターネットによるビット消費が拡大するなか、テレコム領域では 100Gbps で 100km を

伝送する光伝送技術の早期実用化が求められており、本プロジェクトの第一期に信号処理 LSI の開発を

完了し事業化した。第二期はこの LSI 技術とシリコンフォトニクス技術を組み合わせることで消費電力

を更に低減し、データセンタの離れたサイト間で数 Tbps の伝送を達成する応用に向けた検討を開始した。 
 
 

2.1.1.1 中間目標と成果 
研究開発の進捗状況をまとめたものを表Ⅲ-2.1.1-1,2 に示す。 

表Ⅲ-2.1.1-1 光エレクトロニクス実装基盤技術の進捗状況 1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発
1-1 基盤要素技術

テーマ H29年度末中間目標 主な成果状況
達成
度

1-1-1
光エレクトロニク
ス集積デバイス
技術

多数の光素子を集積した光電子集積インター
ポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積
技術を確立。

光トランシーバの伝送容量1.2Tbps以上の基本動
作を実現。

・300mmウエハでのシリフォト統合化集積プロセス確立。
・5mm□に25Gbps 12ch、送受2種類の集積光I/Oﾁｯﾌﾟ
を完成し、帯域密度1.2Tbps/cm2を実現。

・大容量化技術 (4波WDM、56G-PAM4) の基盤技術を
確立。

・バルクシリコン基板上にInP系光素子を集積し、
>25Tbps/cm2相当のオンシリコン高速光伝送を達成。
・SiGe光変調器の高速動作実証(0.6V・cm,28Gbps)など
3mW/Gbps超低消費電力デバイス技術確立。

◎

1-1-2
光エレクトロニク
ス実装技術

低消費電力光トランシーバとして3mW/Gbpsを目
標。

5cm×5cm程度の光リンクロスの低減を行った光
電子ハイブリッド回路基板へ光トランシーバ（集積
光I/Oコア）を搭載技術を確立し、光電子ハイブリッ
ド回路基板からの2.4Tbps高速光I/Oの基本特性
を実証する。

・光源として高温特性のよい量子ドットレーザ（QDL）を
採用し、高温(85℃)における安定動作を実現。

・変調器ドライバの工夫で、25Gbps光トランシーバの
3mW/Gbps動作を年度内達成見込み。

・回路基板上に1.3µm帯で低損失（0.29dB/cm）なポリ
マー光導波路と細径ファイバリボンと小型光コネクタを
開発し、2.4Tbps高速光I/Oを実現した。さらにポリマー
導波路との高精度特性（0.4dB）を得た。

○

1-1-3
光エレクトロニク
ス回路設計技術

(1)光エレクトロニクス実装設計環境構築
光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子
集積インターポーザの設計を可能とする統合設
計環境の構築

(2)光I/Oコア搭載用光デバイス設計ツール開発
電子・光連携TCADのパッケージング化

(1)光源・光路解析ソフトウェア、構造・伝熱・熱流体解
析ソフトウェア等との連携や光部品のソフトウェア実装。

(2)電磁界シミュレータと電子デバイス三次元TCADを連
携させた電子・光連携TCADのパッケージング化し、光
デバイスの解析が可能。

○

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達
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           表Ⅲ-2.1.1-2 光エレクトロニクス実装基盤技術の進捗状況 2  

 
 
 
  

テーマ H29年度末中間目標 主な成果状況
達成
度

[革新的光源・光
検出器技術]

光電子集積サーバ用の集積化光源に向け、量子ドット
レーザアレイを実現し、シリコン系基板上に直接成長した
量子ドットレーザを試作。
導波路型受光器の暗電流抑制技術を実現。
光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しをし事業
化に対する課題を明確化。

・シリコン導波路結合型量子ドットレーザを世界に先駆けて
実現し、シリコン上量子ドットレーザの高速直接変調を達
成。

・全MBE成長によるシリコン基板上直接成長量子ドットレー
ザも実現。

・GeOI基板の結晶品質構造を実現し、ハイブリッドMOS型
光変調器の最適構造を明確化。

○

[革新的光変調
器技術]

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能
を実現。
光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すと
ともに事業化に対する課題を明確化。

・長さ200 m、電圧1.75Vpp、消光比3dB、損失6dB、波長帯
域20nmで、計画を上回る32Gbps変調を実現。

・波長多重、QPSK、PAMなどの小型変調器を実証。
○

[革新的光配線
技術]

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機
能の統合を実現。
光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すと
ともに事業化に対する課題を明確化。

・三次元フォトニック結晶光配線において層内および層間伝
搬の接続や相互干渉に関して定量的な評価。

・ナノ光共振器のQ値を1100万まで向上させ、三共振器結
合系で損失10%で80 m離れた共振器間で、共振器に保持
した光を任意のタイミングでの転送に成功。

○

[革新的光エレク
トロニクス回路
技術]

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰ
ＧＡコンセプトを実証。
光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すと
ともに事業化に対する課題を明確化。

・要素技術の開発を終え、現在5種類以上の機能素子を同
一基板上ハイブリッド回路の設計をほぼ完了。

・完了次第、作製に取り掛かり年度内に測定完了予定。
○

[革新的光スイッ
チングデバイス
技術]

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイス
の１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証。
光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すと
ともに事業化に対する課題を明確化。

・マッハツェンダ型光スイッチで、数mA・約650psの高速ス
イッチング動作を実現し、偏光無依存構造を提案・設計。

・量子ドット集積レーザ及び量子井戸により10G光論理動作
を実現。

・ポリマー介在層を用いたハイブリッド集積化技術を開発。

○

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発
1-2 革新デバイス技術

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達
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2.1.2 （i）実装基盤技術 
2.1.2.1  (a)光エレクトロニクス実装技術 

光エレクトロニクス実装技術では、図Ⅲ-2.1.2.1-1 に示すように二期に分けて基盤技術開発を行う。第

一期（平成 24-26 年度）では、CPU 等の LSI の電気出力部直近に小型トランシーバを設置することを目

的に、5mm×5mm の小規模集積実装技術として光とエレクトロニクスの一括接続を検討し、小型の光ト

ランシーバ（光 I/O コア）の基本構造を確立する。第二期（平成 27-29 年度）では、2 ㎝～3 ㎝角の LSI
の入出力信号を O/E･E/O 変換するために、5 ㎝×5 ㎝程度の光電子ハイブリッド回路基板上に LSI を搭

載するモジュール化技術を確立し、LSI モジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2.1.2.1-1 光エレクトロニクス実装システム技術の進化 
 

実装技術は、以下の二つのテーマを開発する。  
 (a-1) 超小型光トランシーバ実装技術：超小型光トランシーバに必要とされる光/電子デバイスを実

装する技術。また光電子集積インターポーザの試作に向けて基本となる技術（フォトニクス回

路と電子回路を組合せた設計、フォトニクス回路のマスク設計ツール）を開発する。 
 (a-2) 光電子ハイブリッド回路基板技術：超小型光トランシーバと、必要とされる光/電子デバイス

を光電子ハイブリッド回路基板に実装し、光電子集積インターポーザを実現する技術 
 

2.1.2.1.1 中間目標 
光電子集積シリコンインターポーザの目標性能である、光トランシーバの伝送容量 10Tbps 以上、 

インターポーザの超高密度化（100Tbps/cm2）の実現に向けて基盤技術を確立する。 
(a-1) 超小型トランシーバ技術 

平成 26 年度中間目標：25Gbps で動作可能な駆動回路及び入力回路(TIA)を開発し、LD を実装し

た 300Gbps 以上の光トランシーバ (光 I/O コア )を回路面積として

5mm×5mm クラスで試作し光エレクトロニクス実装の高密度化に目処を

つける。低電力化技術として、FPGA 等ロジック LSI と接続可能なインタ

ーフェースを備えた光トランシーバ（光 I/O コア）として消費電力

3mW/Gbps を目指す。 
平成 29 年度中間目標：光電子集積シリコンインターポーザを実現する基盤技術を確立する。具体

的にはレーザダイオードを光電子集積インターポーザに実装する技術、組

み合わせるエレクトロニクス回路を設計するために必要となるシリコンフ

ォトニクスデバイス情報の受け渡し技術、光電子集積インターポーザ設計

のための回路設計、マスク設計技術。 
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(a-2) 光電子ハイブリッド回路基板技術 
平成 26 年度中間目標：数十 mm 角の LSI パッケージ基板に 96 芯以上のポリマー光配線を形成し

た光電子ハイブリッド回路基板を開発し、25Gbps 信号伝送を実証する。 
平成 29 年度中間目標：光リンクロスの低減を行った光電子ハイブリッド回路基板への光トランシ

ーバ（集積光 I/O コア）搭載技術を確立し、光電子ハイブリッド回路基板

からの 2.4Tbps 高速光 I/O の基本特性を実証する。 
 
2.1.2.1.2 スケジュール 
(a-1) 超小型トランシーバ技術 

光トランシーバ（光 I/O コア）については、平成 24 年、平成 25 年で詳細設計、1 次試作により基本

動作を確認し、課題抽出の結果を反映して、CMOS 駆動回路、TIA の試作を行った。平成 26 年度に、

CMOS 版駆動回路にて、光トランシーバの二次試作を行い、目標の 25Gbps、5mW/Gbps を実証した。

平成 27, 28 年度は、二次試作結果の解析を通し、更に消費電力を低減するため、集積デバイス技術と連

携して低電圧で動作可能な要素フォトニクスデバイス、光損失の低減を実現し、更なる省電力化を目指

した。平成 29 年度に光電子ハイブリッド回路基板と組み合わせ、中間目標を達成する。 
 

(a-2) 光電子ハイブリッド回路基板技術 
本研究テーマにおいては、光電子ハイブリット回路基板を実現するため、ア）光電子集積パッケージ

基板とイ）光入出力構造の 2 つの課題を遂行する。 
平成 24~26 年度は、光電子集積パッケージ基板の設計に必要な光導波路や光入出力構造の基礎特性を

評価し、その課題を抽出し、トータルスループット 2Tbps 超の光 I/O コア集積用光電子集積パッケージ

基板の 1 次試作と 25Gbps/ch の伝送実験を行った。光入出力構造に関しては任意の場所に 45°ミラー構

造が作製可能な技術を確立した。また高効率光結合に向けた構造検討を開始した。 
 平成 27~29 年度は、光リンクロスの低減を目指して、低損失ポリマー光導波路の光電子集積パッケー

ジ基板集積と光 I/O コア実装に向けた基本特性評価を行う。また、光入出力構造に関しては高密度光コ

ネクタの実装検討を行う。 
 
2.1.2.1.3 アプローチ、特長技術 
(a-1) 超小型トランシーバ技術 

光 I/O コアに向けて開発した要素技術とアーキテクチャを図Ⅲ-2.1.2.1-2 に示す。実装トレランスが大

きいマルチモードファイバを用いることで実装難易度を下げ低コスト化を狙っている。シリコンフォト

ニクスとマルチモードファイバの組合せは他に報告がなく、独自の技術である。マルチモードファイバ

の光信号を受光するために、面型 Ge 受光 PD を開発した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2.1-2 光 I/O コアのアーキテクチャ 
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 (a-2) 光電子ハイブリッド回路基板技術 
本研究ではトータルスループット 2Tbps 超の高性能かつ簡便に光 I/O コアが集積可能な光電子集積パ

ッケージ基板を実現する。その概略図と信号イメージを図Ⅲ-2.1.2.1-3 に示す。提案する光電子集積パッ

ケージ基板は電気回路に光回路が集積されており、外部入出力用の光ファイバと光 I/O コアとの多チャ

ンネル光結合を可能としている。 

   
図Ⅲ-2.1.2.1-3   光電子集積パッケージ基板 

 

2.1.2.1.4 成果 
(a-1) 超小型トランシーバ技術 

図Ⅲ-2.1.2.1-4に、４チャンネル送信回路の同時動作時の光波形と受信器のビットエラーレートを示す。

25Gbps において-9dBm(OMA)の最小受信感度を達成しており、化合物半導体を用いた受信器を含めて

世界最高性能レベルを達成している。 
 図Ⅲ-2.1.2.1-5 に開発した光ピンの顕微鏡写真（12ch 送信器(Tx)と 12ch 受信器(Rx)）を示す。Tx 用光

ピンはグレーティングカプラの出射角度にあわせて傾斜しており、Rx 用光ピンは 25Gbps に合わせて径

を縮小した受光器に光を集光出来るようテーパ形状となっている。 

 

図Ⅲ-2.1.2.1-4 4 チャンネル同時動作波形（送信）とビットエラーレート(受信) 

 

図Ⅲ-2.1.2.1-5 試作した光ピン 



   39  
           事業原簿 公開版 

(a-2) 光電子ハイブリッド回路基板技術 
平成 24 年度は、光電子集積パッケージ基板の設計に必要な光導波路や光入出力構造の基礎特性を評価

し、課題として光導波路材料として有望視されているエポキシ系材料が 850nm 帯で透明（導波損失

0.08dB/cm（メーカー公称値））であるが、1.3μm では損失が 6 倍以上（0.6 dB/cm）の増加がみられ、

今後、材料選定が必要性であることを明らかにした。さらに、光入出力構造の 45°ミラー作製法としてダ

イシング加工が有力であると明らかにした。 
平成 25 年度は、前年度得られた結果をもとにトータルスループット 2Tbps 超の光 I/O コア集積用光電

子集積パッケージ基板の 1 次試作基板の仕様決定を行った。その 1 次試作サンプルを図Ⅲ2.1.2.1-6 に示

す。FR4 回路基板上に 96ch のポリマー光導波路、45°光入出力ミラー、ポリマー内電気信号配線を作製

している。 
平成 26 年度は、光ファイバ入出力時の光電子集積パッケージ基板の伝送評価を行った。その 25Gbps

リンク特性結果を図Ⅲ2.1.2.1-7 に示す。疑似ランダム信号を用いた 25Gbps、28Gbps において、エラー

フリー伝送を実現した（中間目標）。また、ハイブリッドシリコーン樹脂を用いたマルチモード光導波路

を作製し、1.3µm 帯光波長での損失を測定した。結果を図Ⅲ-2.1.2.1-8 に示す。約 0.29dB/cm とエポキ

シ系光導波路に比べて、1/2 以下の低損失特性を実現した。 
平成 27 年度は、光 I/O コアテストチップと光ハイブリッド回路基板を用いて、光ピンとポリマー光導

波路の光結合評価を行った。基板と光ピンとの光結合は基板とマルチモードファイバと比較してもほぼ

同程度の結果が出ており、光ピンによる光結合劣化は見られなかった。また、光電子集積パッケージ基

板上への光ファイバアレイ用コネクタの実装を行い、図Ⅲ-2.1.2.1-9 に示すとおり過剰損失として 0.7dB
以下の低損失結果を得た。さらにシリコン入出力構造として、SiON コア部分にダイシングミラーと研磨

を用いた垂直光入出力構造を作製した。1450nm～1630nm の広い帯域にわたって低損失（＜0.7dB）か

つ偏光無依存（<0.5dB）なミラー構造が実現できた。 
平成 28 年度は、光ハイブリッド回路基板上に光 I/O コアを実装し、課題抽出を行い、はんだにより接

続された両電極間に低損失で電流が流れることを確認した。光入出力構造として、125µm ピッチ、12 芯

のマルチモードファイバリボンを作製し、専用の 24 芯小型フェルールに 2 本のファイバリボンを実装し

た。 
平成 29 年度は、光ハイブリッド回路基板上に光 I/O コアを実装し、その光軸の位置ずれが 7µm 以下と、

精度よく実装されていることが分かった。一方で、作製した小型光コネクタを実際にハイブリッド回路基板に

実装し、ポリマー光導波路と細径光ファイバとの光接続を評価した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

                                   25Gbps 
図Ⅲ2.1.2.1-6 光電子集積パッケージ基板の 1 次試作    図Ⅲ-2.1.2.1-7 25Gbps リンク特性 
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   図Ⅲ-2.1.2.1-8 導波損失    図Ⅲ-2.1.2.1-9 光コネクタ特性 

 

2.1.2.1.5 ベンチマーク 
(a-1) 超小型トランシーバ技術 

5mW 版光 I/O コアは消費電力の点で他社に対して優位であり、また、3mW 版光 I/O コアを用いるこ

とで優位性を維持することができる。 
 レーザダイオードをシリコンフォトニクスに実装する技術は、0.1μm 精度の実装精度を要求され、独

自装置を開発することで高い実装精度を達成した。他社から競合技術は発表されておらず優位技術であ

る。また、複数のレーザをシリコンフォトニクスウェーハに連続的に実装する技術は、光電子集積イン

ターポーザの実用化には必須の技術であり優位性の維持に繋がる。更に光ファイバにマルチモードファ

イバを選択することでエレクトロニクスの現場で広く用いられている実装装置（実装精度約 10μm）を使

って光部品を実装できるようになり、光伝送の適用領域拡大に大きく貢献できる。 
 
(a-2) 光電子ハイブリッド回路基板技術 

トータルスループット 1Tbps 超の FPGA が登場してきており、光 I/O コアと共に益々光電子集積パッ

ケージ基板の重要性が高まっている。我々の H26 年度中間目標と H29 年度中間目標を、他社との比較を

含めて表Ⅲ-2.1.2.1-1 に示す。FPGA の外部出力 I/O 帯域が最大 28Gbps/ch であるため、中間評価、最終

評価ともに光電子集積パッケージ基板内の伝送を 28Gbps/ch とした。基板上での光導波路損失は 1.3µm
帯で 0.3dB/cm と他社（～0.6dB/cm）を先行している。光チップとの光結合方式に関しても従来のレン

ズ結合に比べて、本提案では光 I/O コアの光ピンと光電子ハイブリッド回路基板とを密着接合すること

から簡便かつ高効率な結合が実現できる。 

表Ⅲ-2.1.2.1-1 プロジェクト目標とベンチマーク 

 伝送容量 光導波

路数 
光導波路損失

（1.3µm） 
光コネクタピッ

チ 
光ファイバ数 光の結合方式 

IBM 28Gbps/ch 24 ～0.6 dB/cm 250µm 12ch ミラー＋レンズ 

H26 目標 28Gbps/ch 96 0.6 dB/cm 250µm 48ch ミラー 

H29 目標 28Gbps/ch 96 0.3 dB/cm 125µm 96ch 角度制御ミラー＋フ

ェイスコンタクト 

 
2.1.2.2 (b)  光エレクトロニクス集積デバイス技術 
2.1.2.2.(b).1 中間目標 

光エレクトロニクス集積デバイス技術では光電子集積シリコンインターポーザを実現するため、シリ

コンフォトニクス集積技術を用いた光デバイスとその集積基盤技術を開発する。平成 33 年度に記した光

電子集積シリコンインターポーザの目標性能である、光トランシーバの伝送容量 10Tbps 以上、インター

ポーザの超高密度化（100Tbps/cm2）の実現に向けて基盤技術を確立する。それに向けて平成 26 年度末

までは多並列化と多重化技術の開発を併行して進め、平成 27 年度から平成 29 年度にかけて並列化、多

重化技術を組み合わせた大容量化基盤技術の開発を行う。平成 26 年度中間目標、平成 29 年度中間目標

は以下の通りである。 
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平成 26 年度中間目標：大容量信号伝送技術の開発を目的に、光信号の並列化技術として、25Gbps、
12 レーン以上で 300Gbps 以上、多重化技術として、１レーンあたり 100Gbps
の信号伝送を可能とするためのデバイスの基盤技術を確立する。また、低コ

スト化技術として、光素子の集積化技術とバルクシリコン基板による低コス

ト導波路技術を確立する。 
平成 29 年度中間目標：光トランシーバを集積した光電子集積インターポーザの大容量化技術として、

光トランシーバの伝送容量 1.2Tbps 以上の基本動作を実現する。 
 

2.1.2.2.(b).2 スケジュール 
ア）多並列技術 
多並列技術では平成 26 年度までに変調器、受信器、グレーティングカプラ及び LD 搭載用台座を集積

したチップを試作し、超小型光トランシーバ（光 I/O コア）へ適用し基本技術を確立した。平成 27 年度

から平成 29 年度は変調器の高効率化、グレーティングカプラの結合効率の向上、光導波路の低損失化を

進め、3mW/Gbps を達成した。 
 
イ）多重化技術① 
多重化技術では、4 波 WDM 合分波器の基本特性を確認し、WDM 設計技術を確立した。さらに詳細

な開発を進めて 4 波 WDM 偏波ダイバーシティ技術を確立した。受光器製造が容易な横 PIN 型 Ge 受光

器を開発し 25G 動作を実現した。変調器は電極分離型マッハ・ツェンダ変調器を設計し、高効率動作が

可能な PIN 位相シフタと帯域補償回路を導入した。PAM4 動作用駆動回路と組み合わせ 56G PAM4 動

作と 2mW/Gbps 以下の低消費電力を実現した。また、4 個の 4 チャネル DFB レーザアレイ実装技術を

確立し、良好な 16 チャネル発振特性を確認した。 
 
ウ）多重化技術②  
平成 24～26 年度は、一芯双方向波長合分波器の偏波無依存特性と、（上り）1.3µm 帯と（下り）1.49µm 

帯信号間で 23dB のアイソレーション特性を達成した。また、偏波無依存二重コアスポットサイズ変換器

を試作し、実用化に向けた課題の抽出を行った。受光器は PECST 技術を導入して導波路型 Ge-PD を試

作して暗電流 115nA を確認し，GE-PON トランシーバ適用の目処をつけた。 
平成 27 年度は、平成 26 年度までに開発した各種要素デバイスを集積する工程の開発を行い、GE-PON

用一芯双方向用集積チップを試作して送受信それぞれの動作検証を行った。 
平成 28 年度は、WDM-PON 用光トランシーバに必要な Ge-APD の初期試作検討と変調器の低損失化

のための試作検証を行った。さらに、TWDM-PON 用 100GHz 間隔 AWG の低クロストーク-16dB と低

挿入損失 1.2dB を実現し、この AWG と送受信機能とを組み合わせた集積チップを試作した。 
平成 29 年度は、WDM-PON 用光トランシーバに必要な要素デバイスを集積した 10Gbps×4 波×上り/

下りの一芯双方向多重動作光回路を試作して、実用化のための課題を明らかにする。 
 
エ）プロセス統合化基盤技術 
平成 24 年度から平成 26 年度は、300mm ウェーハにて液浸 ArF 露光技術を用いてシリコンフォトニク

ス回路の基盤である導波路、分岐器などのパッシブデバイスや 2 層金属配線を有する変調器を試作した。

また、Ge エピ装置にて欠陥密度が十分に低い Ge エピ膜成長条件を確立した。ウェーハプローバについ

ては、導波路の評価にて、300mm 試作ウェーハの導波性能の高速モニタリングを可能とした。平成 27
年度は、2 層金属配線と Ge 受光器を有する受信光回路を試作した。また、送信光回路モジュール開発で

は、機能毎に寸法を統一化した集積プロセス開発と共に、半導体レーザ実装構造の試作を行った。平成

28 年度は、半導体レーザが実装された光素子を含めた送信光回路を試作した。また、受信光回路開発に

ついて、適用するプロセス技術の高精度化を進め、受信光回路を試作した。ウェーハプローバ開発では、

集積回路ウェーハにて種々の光デバイス評価を可能とした。平成 29 年度は、集積回路開発をさらに進め、

集積回路に適用する回路・デバイス設計の高度化とプロセス技術の高精度化を進め、半導体レーザを実

装する送信光回路を試作した。ウェーハプローバ開発では、300mm 集積回路ウェーハにて光アクティブ

デバイス評価を可能とした。 
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オ）低コストシリコンインターポーザ技術 

平成 24 年度は、SOI（Silicon On Insulator）基板のシリコン光導波路上に化合物半導体を貼合した集積光

素子の基本検討を行った。平成 25 年度は、SOI 基板上光素子の高効率化を検討した。平成 26 年度は、SOI
基板シリコン光導波路と集積光素子によるシリコン基板上光伝送を検証した。平成 27 年度は、低コストバルクシリ

コン基板による化合物半導体貼合光素子と光素子上積層形成光導波路の検討を行った。平成 28 年度は、バル

クシリコン基板光素子の小型高効率化と積層光導波路の低損失化を検討した。平成 29 年度は、バルクシリコン

基板上光素子の小型化（<0.1mm□）とバルクシリコン基板上の集積光配線を実現する。 
 
カ）超低消費電力・高密度デバイスの技術開発 
平成 26 年度は、低コスト・高結合効率の LD 実装技術において、高温での光出力特性に優れた量子ド

ット LD の Si プラットフォームへのフリップチップ実装について結合効率改善のための開発及び量子ド

ット LD 実装の低コスト・高結合効率実装方式の一つとしてウェーハボンディングによる量子ドット LD
の Si プラットフォームへの実装技術開発を東京大学と共同で進めた。SiGe 光変調器においては、東京

大学と共同して、SiGe 結晶を利用したキャリアプラズマ効果のエンハンス効果を検証すると共に、高速

化および低電力化を実現するための、素子断面構造の設計を実施した。また、前記素子構造を実現する

ための、SiGe 成長技術の開発を行った。SMF 偏波回転に対応した結合器付き高速大容量光トランシー

バ回路においては、設計技術信頼性検証、導波路揺らぎによる散乱現象解析、偏波回転子の原理設計・

計算による検証を行った。 
平成 27 年度は、低コスト・高結合効率の LD 実装技術において、前年度に進めた低コスト・高結合効

率化スキームによる量子ドット LD 実装の特性評価を行い、解決すべき課題を明確化した。具体的には、

構造上の問題点、改善策の検討、実用性を含めたフィジビリティを精査し、基本構造の概略を決定した。

SiGe 光変調器においては、前年度に構造設計した素子構造をマッハ・ツェンダ型光変調器に適用するこ

とにより、基本動作を実証すると共に、SiGe 結晶を光変調器として実用化する際の課題抽出を行った。

高速大容量光トランシーバ回路においては、前年度に進めた光導波路の原理設計を進め、詳細設計・計

算による検証を行った。更に、素子の等価回路モデリングも継続的に進め、成果を試作に反映できる様、

集積光 I/O コアへ提言した。 
平成 28 年度は、低コスト・高結合効率の LD 実装技術において、前年度の開発方針に基づき、量子ド

ット LD と Si 導波路の結合損失として 2dB 以下の実現を目指した。SiGe 光変調器においては、前年度

に課題抽出した構造を改善することにより、実用化に向けた高速・低電圧・低光損失動作の検討を行っ

た。高速大容量光トランシーバ回路においては、回路規模を広げることができる光導波路計算法の検証

や素子の非線形性や温度依存性を考慮した等価回路モデリングを進め、1Tbps クラスのトランシーバ詳

細設計として集積光 I/O コアへ提言した。 
平成 29 年度は、低コスト・高結合効率の LD 実装技術において、前年度までに得られた知見をもとに、

外部ファブで作製される集積光 I/O コアに実際に適用し、高効率結合による低消費電力化を検討する。

SiGe 光変調器においては、実際に光 I/O コアへの適用を検討し、ドライバ回路を含めた低電力化と、高

速化を実証する。高速大容量光トランシーバ回路においては、光トランシーバ試作結果の中で、提言が

反映された箇所の測定結果を計算による検証結果と相互確認し、計算による検証の有用性を実証する。 
 
2.1.2.2.(b).3 アプローチ、特長技術 
ア）多並列技術 
図Ⅲ- 2.1.2.2-1 に開発した光 I/O コア(TX と RX)の概要を示す。「2.1.2.1 (a)光エレクトロニクス実装技

術」で開発するドライバ IC、 レシーバ IC と組合せて超小型トランシーバを実現するために、25Gbps
で動作し 12 並列で 300Gbps の伝送帯域を持つ集積光 I/O チップを開発、試作した。 
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(a) TX                                  (b) RX 

図Ⅲ- 2.1.2.2-1 光 I/O コア(TX, RX)の概要 
 
イ）多重化技術① 

ボード上に搭載する LSI 間の大容量信号伝送に向けて、ファイバを LSI 近傍に並列配置する多並列化

技術は、将来、ファイバ径のサイズによる伝送容量の制限が予想される。任意の領域（例えば数 mm 角

程度の領域）での毎秒数テラビット以上の大容量伝送においては、ファイバ径の限界を打破する為に多

重化技術が必要となる。本プロジェクトでは並列化技術の次世代技術として多重化技術に注目しており、

その一つとして通信用途で広く利用されている波長多重方式(Wavelength Devision Multiplexing)に着

目し、その方式をボード間、チップ間光インターコネクションへ展開すべく開発を進めている。図Ⅲ

-2.1.2.2-2 に WDM 集積光 I/O チップの模式図を示す。図で示されるように WDM 集積光 I/O チップは基

本要素として光源、変調器、合分波器(Mux/Demux)、受光器、偏波制御機構及びシングルモードファイ

バ(SMF)に接続する光入出力部分で構成される。本プロジェクトでは製造誤差の非常に小さい導波路形成

が期待できる産総研スーパークリーンルームの 300mm プロセス用 ArF 液浸露光装置を利用して、製造

誤差に起因する位相誤差の評価を実施し、また合分波器の特性をスペクトル平坦度やクロストークの観

点から評価した。一方、もう一つの多重化技術として PAM4(Pulse Amplitude Modulation)技術があり、

IEEE802.3 イーサ標準化技術として注目を集めている。本プロジェクトでは、PAM4 技術にも着目し、

高効率な PIN 型位相シフタを用いて光素子上で PAM 多重化を行う 50Gbps 高効率変調器の検討を進め

ている。Ge 受光器は、WDM 応用に向けて広い帯域で感度を安定させる開発、及び 50Gbps の PAM4 動

作に対応する線形性の高い応答を実現する開発を進めている。また最小受信感度の改善には検出器雑音

の抑制が重要であるため、暗電流の低減が重要になり、受信回路を含めた最適設計を行っている。光源

は高温における省電力化及び耐反射特性の観点から量子ドット DFB(Distributed FeedBack)レーザの検

討を行っている。併行してファンドリでの立ち上げが容易になるよう、簡便なレーザ実装工程の確立を

進めている。光入出力については、受信側で偏波無依存動作が可能な二次元グレーティングカプラを用

いた偏波ダイバーシティ構成の検討を進めている。 
 

 
図Ⅲ-2.1.2.2-2 WDM 集積光トランシーバ 
 

ウ）多重化技術② 
一芯双方向波長合分波器として、上り信号と下り信号との合分波には、特定の波長のみを抜き出し、

それ以外の波長をフラットに透過させる Bragg 反射グレーティングを用いたバンドパスフィルタを採用

した。特に、下り信号用に設計されたバンドパスフィルタは、独自に開発した TE⇔TM 偏波変換(PR)グ
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レーティングであり、原理的に TE 偏波と TM 偏波とで完全に動作波長が一致することが特長である。

また、上り波長帯および下り波長帯に割り振られる 100GHz 間隔信号光の合分波には、試作実績のある

AWG を用いた。ただし、AWG 単体の偏波無依存設計は非常に困難であるため、光が AWG に入力され

る手前に、偏波制御デバイスとして TM 偏波を TE 偏波に変換する PR リブ型導波路を挿入し、AWG へ

の入力光を TE 偏波に限定した。 
Ge 受光器には 1600nm 帯の光に対して受光感度を確保するために、エバネッセント結合の横型 PIN 構

造を採用した。Ge 上に金属電極が存在しないので、導波路長を長くすることにより、1600nm 帯の光に

対しても高い受光感度を得ることができる。 
 
エ）プロセス統合化基盤技術 
シリコンフォトニクス光集積回路チップの実用化に向けては、先端プロセスを用いる大口径シリコン

ウェーハでのフォトニクスデバイスのプロセス統合化基盤技術構築が必要不可欠である。本研究は、高

精度露光プロセスを用いて、300mm ウェーハでのシリコンフォトニクスデバイスの高性能化と高均一化

を目指すものである。さらに送信光回路には、光源用レーザ実装のための Si/SiO2深掘りエッチング技術

が必要であり、受信光回路には高周波電気回路に対応した低抵抗・低容量の配線構造が求められる。こ

れらの高精度加工プロセスを安定化させ、光学性能の再現性を確保するために、簡便かつ高速なモニタ

リング手法として光学性能のウェーハプロービング技術を開発した。また、Ge エピタキシャル膜を用い

る受光器デバイス技術は、導入する Ge エピタキシャル装置を用いた受光器デバイスの統合化基盤技術の

構築を目指すものである。光集積回路チップ作製は、均一性、再現性の高いプロセス技術を基盤とする

チップ作製を目指して、高精度の大規模光集積回路を実現可能とするものである。 
 

オ）低コストシリコンインターポーザ技術 

光電子集積シリコンインターポーザの低コスト化のため、シリコンフォトニクス技術で一般的に用い

られている SOI 基板を低コストなバルクシリコン基板に置き換える技術を開発した。シリコン基板に化

合物半導体材料を貼合わせることで集積光素子を実現し、発光素子、受光素子を同一の化合物半導体材

料により形成することで、材料費、加工費を半減化する。光配線方式として光素子の直接変調／直接受

信を適用し、集積光素子を 0.1mm□以下に小型化することでシリコンインターポーザ上の高密度光配線

を実現した。 
 

カ）超低消費電力・高密度デバイスの技術開発 

(1) 低コスト・高結合効率の LD 実装技術 
温調電力を削減し、実装光源の省電力化を図るために量子ドット LD を Si プラットフォームに実装す

る技術開発を進めた。PECST で開発された実装技術をベースに結合効率の改善を図った。量子ドット

LD のスポット形状は扁平度の大きな楕円形状をしいる。そこで、LD 側に円形に近いスポット形状を有

するスポットサイズ変換器（SSC）を集積した構造や、扁平なスポット形状の量子ドット LD に合うよ

うに導波路側のスポット形状を扁平化した SSC をもつ構造の適用を検討した。外部ファブ適用において

はシンプルな構造の SSC が求められるので、先細テーパによる最適化も進め、量子ドット LD において

も実用的な結合効率を有する光源実装技術を開発し、光 I/O コアへの適用を目指した。また、光源実装

の低コスト化と一層の結合効率向上を目指して、ウェーハボンディングによる光源実装技術を検討し、

量子ドット LD の構造に最適な Si プラットフォームの構造を検討した。具体的には、SOI 導波路の厚さ

や幅を局所的に変化させて光学結合損失を低減させることが可能な幾つかの特徴的な構造を検討した。 
 
(2) SiGe 光変調器 
光トランシーバ（光 I/O コア）の消費電力 3mW/Gbps を目指すには、光変調器の更なる低電圧・高速

駆動が必要である。そのために現在用いている Si よりも性能を改善できる SiGe 材料の適用を進めてい

る。SiGe 光変調器の断面構造の概念図を図Ⅲ-2.1.2.2-3 に示す。MOS 接合あるいは PN 接合からなる

Si 光変調器の接合部に、SiGe 層を配置し、Si に比較して SiGe 層の屈折率が 10%程度高いことを利用し

て、光モードとの重なりを大きくすることにより、SiGe 層におけるキャリアプラズマ効果を大幅にエン

ハンスできると共に、キャリアの移動度が高いことにより、より低電圧で高速駆動することが可能であ

る。また、PECST で開発した低光損失・低抵抗多結晶 Si を電極層として利用することにより、積層型

の高効率 SiGe 変調器を実現することが可能である。 
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図Ⅲ-2.1.2.2-3  SiGe 光変調器の断面構造概念図 
 
(3) 高速大容量光トランシーバ回路 

ArF リソグラフィ及び大口径ウェーハを用いた半導体光回路チップ試作は、波長多重をはじめとする

高度な光学構造実現と大量生産実現に必須である。反面、高度な半導体プロセスを用いた試作はコスト

及び時間がかかるため、試作・検証による摺合せが困難になってきている。設計時点でのシミュレーシ

ョンが開発の中で重要となるが、半導体プロセス・デバイスシミュレータが開発フローの中で機能して

いるのに対して、光学構造の設計スペックが 30dB 以上のダイナミックレンジを要求されているのに解析

技術が十分に応えることができていない。 
特に、1Tbps クラスの単一モードファイバ用光トランシーバでは、光の波長多重、偏波多重、振幅多

値化を同時に必要とする。その為、低反射、低クロストーク、低損失且つプロセスの揺らぎに対してロ

バストな光構造を設計しなければならない。その為に従来の電磁界解析技術では成し得なかった、有効

数字まで考慮して 50dB 以上のダイナミックレンジを検証できる手法を導入し、細かな反射・散乱・吸収

について的確な設計を実現させた。 
また、本解析技術は、光エレクトロニクス回路設計技術で展開される FDTD 法（Finite-Difference 

Time-Domain method; FDTD method）では計算困難な反射光を正確に解析でき、光連携 TCAD に合体さ

せることにより強力な設計ツールを実現できる。 

 
2.1.2.2.( b).4 成果 
ア）多並列技術 

図Ⅲ- 2.1.2.2-4 に光 I/O コアに最適化したグレーティングカプラの SEM 写真を示す。グレーティン

グカプラはシリコンフォトニクスチップに対して水平方向の光信号を垂直方向に切り替える機能を持つ。

光 I/O コアは光ピンを介してマルチモードファイバと接続するため、光ピンの特性に合わせて最適化し

た。グレーティングカプラは第一期終了時(2014 年)に試作したものより 0.7dB(15%)特性が改善した。こ

のような特性改善の積み重ねによって消費電力を削減した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ- 2.1.2.2-4 グレーティングカプラの SEM 写真 
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イ）多重化技術① 
平成 24 年度から 26 年度までは WDM 技術の立ち上げに向けた要素技術の立ち上げを進めた。高精度

な ArF 露光装置を活用し、高性能な WDM 合分波器の設計と試作を実施した。4 波長 WDM の基本特性

を確認し、WDM 設計技術を確立した。光変調器と Ge 受光器については PECST からの技術移管を完了

し、各素子で 25Gbps 動作を実現した。また駆動回路と光回路間を接続するバンプ形成など実装技術の

検証を進めて駆動回路と光回路の融合技術を開発した。これらを統合することにより 25GbpsWDM 集積

素子開発に向けた基本技術を確立した。 
 

 
図Ⅲ-2.1.2.2-5 (a)偏波無依存光受信回路の構造、(b)TE、TM 偏波におけるスペクトル特性 

 
平成 27 年度から、さらに詳細な開発を進めた。まず WDM 用光受信回路については偏波無依存化に向

けた偏波ダイバーシティの開発を進めた。TE と TM の両偏波に対応可能な 2 次元グレーティングカプラ

の開発を行い、それと遅延マッハ・ツェンダ型の 4 波長分波器を組み合わせた偏波無依存 WDM 受信回

路の試作を行った。図Ⅲ-2.1.2.2-5(a)に構造図を示す。2 次元グレーティングカプラの二つの出力ポート

にそれぞれ平坦なスペクトル特性をもつ遅延マッハ・ツェンダ型干渉計を接続する構成となっている。

図Ⅲ-2.1.2.2-5(b)に透過スペクトルの結果を示す。TE 及び TM の両偏波において平坦なスペクトル特性

を確認した。両偏波における偏波依存損失は 0.5dB 以下であり、良好な偏波ダイバーシティ特性を確認

し、偏波ダイバーシティ技術確立の目途を得た。 
4 チャネル DFB レーザアレイ実装技術に関してはシリコンフォトニクス試作ファンドリでシリコンフ

ォトニクス素子にテラス形成を行い、ウェーハプロセスでのレーザ接続用 AuSn 電極形成を行った。レ

ーザ実装温度の条件出しを実施し、レーザアレイを 4 個実装しても位置がずれない高精度な実装工程を

確立した。その後の光学樹脂塗布工程においてもレーザ上部の電極に樹脂が拡がらない塗布条件を確立

した。図Ⅲ-2.1.2.2-6 に 4 個実装した 4 チャネルレーザアレイの写真を示す。4 個のレーザアレイが問題

なく搭載されていることが分かる。図Ⅲ-2.1.2.2-7 に実装した 16 チャネル DFB レーザの発振スペクトル

を示す。各チャネルのレーザ発振閾値は 15～18mA と安定しており、隣接モード抑制比は 50dB まで抑

えて、集積素子に搭載する上で十分な特性を有する事が確認できた。また任意のチャネルにおける著し

い結合損失も観察されず、良好な実装工程を確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ- 2.1.2.2-6  4 チャネルレーザアレイ実装      図Ⅲ- 2.1.2.2-7 16 チャネルレーザ発振スペクトル 
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 平成 28 年度と 29 年度は WDM 集積素子と PAM4 素子の試作を進めた。WDM 集積素子は WDM フィ

ルタの動作波長制御用のヒータを搭載し自律制御が可能な設計を実施した。PAM4 素子は電極分離型の

マッハ・ツェンダ変調器を設計し、位相シフタには高効率動作が可能な PIN 型構造を採用し、25Gbps
動作に向けた帯域補償イコライザ用の抵抗とキャパシタをシリコンフォトニクス素子内に集積した。図

Ⅲ-2.1.2.2-8 にマッハ・ツェンダ変調器と PAM4 動作用駆動回路の模式図を示す。図Ⅲ-2.1.2.2-9 に

28Gbps NRZ アイ波形と 56Gbps PAM4 アイ波形を示す。PAM4 変調器の消費電力は 2mW/Gbps 以下

と見積もられ世界トップレベルの省電力動作を達成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-2.1.2.2-8 PAM4 動作用駆動回路と光回路模式図  図Ⅲ-2.1.2.2-9 28G NRZ と 56GPAM4 アイ波形 
 
ウ）多重化技術② 

TWDM-PON 用光トランシーバに必要な、一芯双方向波長多重機能を実現する波長合分波フィルタを

開発した。偏波変換(PR)グレーティングの基本動作を検証し、バンドパス特性が偏波無依存となること

を確認した。これを下り帯域用バンドパスフィルタに適用し、さらに、上り帯域用バンドパスフィルタ

や AWG、偏波制御デバイスといった個別の要素デバイスを試作評価した。図Ⅲ-2.1.2.2-10～12 に各デバ

イスの構造および評価スペクトルを示す。図Ⅲ-2.1.2.2-10 の上り信号用バンドパスフィルタでは、モー

ド次数変換型のグレーティングを用いて、送信信号(TE 偏波 1532~1540nm)のみを Port1 に分岐し、そ

の他の波長成分を Port2 に透過させる。図Ⅲ-2.1.2.2-11 に示す下り信号用バンドパスフィルタでは、PR
機能を有するリブ導波路型のグレーティングにより、抜き出す波長が TE と TM 偏波とで一致している

ことが確認できる。これら上り信号用バンドパスフィルタと下り信号用バンドパスフィルタを組み合わ

せることにより、上り波長帯に対するアイソレーション 40dB が確保できた。また、図Ⅲ-2.1.2.2-12 に

示すように、100GHz 間隔の光信号分波用 AWG では、主たる損失要因となるスターカプラとアレイ導波

路との接続部にリブ型導波路を使用したパラボラ幅テーパ構造を採用し損失を低減している。100GHz
相当の波長 0.8nm 間隔で 8ch の分岐特性が得られており、損失を 1.2dB に、波長間クロストークを-16dB
に抑えた。さらに、リブ型導波路を用いた偏波分離回転素子を設計試作し、TE、TM 偏波成分を分離し

て、両成分を TE 偏波にそろえて出射する動作を確認した。 
受光素子では、TWDM-PON の下り波長 1600nm 帯に高い効率示す横型 PIN 構造 Ge フォトダイオー

ドを開発した。波長 1600nm の受光効率は、ベスト偏波状態で 1.18A/W、ワースト偏波状態で 1.06A/W
で、ほぼ偏波無依存の高効率を得た。遮断周波数は 17GHz であり、TWDM-PON 適用に十分な帯域が

得られた。 
これらの個別デバイスを組み合わせて TWDM-PON ONU 用光送受信集積チップを試作した。構成概

略を図Ⅲ-2.1.2.2-13 に示す。下り信号の伝送経路に沿って、上りバンドパスフィルタ、下りバンドパス

フィルタ、リブ導波路型偏波分離回転素子、AWG および Ge フォトダイオードが順次接続されている。

偏波分離回転素子を用いた偏波ダイバーシティ構成により偏波無依存受信を可能にしている。上り信号

の伝送経路に沿って見ると、4 波長 LD チップ、合波フィルタ、Si 変調器、上りバンドパスフィルタが

順次接続されている。変調器は Si 導波路ベースのマッハ・ツェンダ干渉器型変調器である。光入出力端

にはスポットサイズ変換器を設けて導波路を伝播する光のモード径を 3 m 程度に拡大することにより、

光ファイバとの間の光結合効率を確保している。LD チップはフリップチップ実装によるハイブリッド集

積だが、それ以外の素子はシリコンチップ上のモノリシック集積である。光集積回路の全体サイズは 5000
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×3500 m2 で、ディスクリート素子で構築する空間結合系の光トランシーバに比べてサイズの優位性を

示している。この試作品を今年度中に評価する予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  図Ⅲ-2.1.2.2-10 上り信号用バンドパスフィルタ    図Ⅲ-2.1.2.2-11 下り信号用バンドパスフィルタ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       
図Ⅲ-2.1.2.2-12 100GHz 間隔 8ch 用 AWG      図Ⅲ-2.1.2.2-13 光送受信集積チップの構成 

 
エ）プロセス統合化基盤技術 
 平成 24 年度から平成 26 年度の間では、まず、液浸 ArF ステッパー露光技術を用いたシリコン導波路

試作により、光チップ試作プロセスの高精度化を検討した。液浸露光により得られた導波路は、300mm
ウェーハ上にて導波路幅のバラツキが小さく、かつ極めて高い均一性が確認できた。また、導波路の伝

搬損失に大きな影響を与えるラインエッジラフネスも極めて小さかった。評価結果より波路の伝搬損失

は、波長 1.55µm に対して、0.5dB/cm 以下を得た。次に、受光器デバイスの基盤技術構築に向けて、導

入した 300mm ウェーハ対応 Ge エピタキシャル装置による Ge エピ成長評価を実施した。300mm シリ

コン基板上に形成したシリコン開口部に Ge エピ膜が選択的に成長すること、選択 Ge エピ膜を用いた

MS 型ダイオードにて暗電流が十分に低いことを確認した。 
平成 27 年度から平成 29 年度の間では、まず、送信光回路モジュール開発について、半導体レーザを

実装する光素子を含めた送信光回路モジュールのプロセス・評価技術の構築を 300mm シリコン基板上

で行った。図Ⅲ-2.1.2.2-14 に示すように、送信光回路モジュールのスループロセス技術、半導体レーザ

実装のための深掘りエッチング構造形成プロセス技術、およびウェーハプローバによる導波路伝搬特性

のインライン検査技術を体系的に組み合わせることで、送信光回路試作に必要なプロセス・評価技術を

構築し、送信光回路の試作に適用した。また、図Ⅲ-2.1.2.2-15 に示すように、低欠陥 Ge エピ成長技術に

て作製した Ge 受光器では低リークデバイスを均一に実現できることを確認した。さらに試作デバイスを

評価した結果、細線導波路については、図Ⅲ-2.1.2.2-16 に示すように 300mm ウェーハ間で低損失かつ

高い面内均一性(導波路の伝搬損失ばらつき: ±0.03 dB/cm)を実現できることが確認できた。また、図Ⅲ

-2.1.2.2-17 に示すように、グレーティングカプラについては、中心波長ばらつきが高い面内均一性を有

することが確認できた。以上より、光集積回路チップを大規模集積化する集積基盤技術を確立した。 
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図Ⅲ-2.1.2.2-14：送信光集積回路の断面構造模式図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2.2-15：300mm ウェーハ上に形成した Ge 受光器の電流電圧特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-2.1.2.2-16 4 枚の 300mm ウェーハ上に形成した 256 本の導波路での導波損失の特性ばらつき比較 

（ウェーハ面の色の濃淡は、ウェーハ面内での各チップの導波損失の高低を表示している）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-2.1.2.2-17 300mm ウェーハ上に形成した 64 個のグレーティングカプラのファイバ結合スペクトル 
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オ）低コストシリコンインターポーザ技術 
平成 24 年度は、SOI 基板への化合物半導体貼合（発光素子／受光素子共通 MQW:MultiQuantum Well

ウェーハ）による集積光素子の基本構造を検討した。また、バルクシリコンを基板化する際の光導波路

材料を比較検討した。平成 25 年度は、小型光素子としてリング共振器型の半導体レーザ（リング LD）

と受信波長変動に耐性の高い渦巻型受光素子（スパイラル PD）を検討した。リング LD について、右回

り発振モードと左回り発振モードの競合という本質的な課題をモードフィルタ構造の導入で安定化する

ことに成功した。バルクシリコン基板上の光導波路として、薄膜堆積による SiON 光導波路を試作し、

1dB/cm 以下の低損失特性を確認した。平成 26 年度は、SOI 基板シリコン光導波路と集積光素子による

光配線インターポーザを試作し、シリコン基板集積光配線の機能動作を検証した。平成 27 年度は、低コ

ストバルクシリコン基板への化合物半導体貼合による光素子集積構造の検討を行い、集積光素子上に堆

積積層アモルファスシリコンによる光導波路を形成する構造の基本検証を行った。また、シリコン光導

波路損失低減のため光素子材料と動作波長の最適化を進めた。平成 28 年度は、バルクシリコン基板集積

光素子の小型・高効率化と光素子上光導波路集積プロセスの最適化を進めた。また、アモルファスシリ

コン光導波路の途中を SiON 光導波路に置き換えることで大幅な長距離配線を可能にする複合光導波路

の構造試作と低損失化のプロセス検証を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2.2.-18 低コストシリコンインターポーザの集積光配線構成と光伝達性能 
 

カ）超低消費電力・高密度デバイスの技術開発 

・キャリア注入型 SiGe 光変調器の検討（東京大学 革新的光検出器技術との共同）  
図Ⅲ-2.1.2.2-19 に東京大学竹中先生の研究室で作製したキャリア注入型のマッハ・ツェンダ型光変調

器デバイスの概念図を示す。横型 PIN 構造において、歪 SiGe 層が i 層に挿入された構造からなる。DC
特性評価により、PIN 構造の Si 光変調器に比較して 20%以上小さいの電流注入量(1.47mA/250 m)でπ

位相シフトが得られている。図Ⅲ-2.1.2.2-20 に前記歪 SiGe 変調器デバイスの高速応答特性を示す。プリ

エンファシスを用いることにより、10Gbps での光変調出力波形が得られており、歪 SiGe を用いた光変

調器デバイスとして、世界で初めて高速動作を実証した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2.2-19 東大竹中研究室で作製した     図Ⅲ-2.1.2.2-20 東大竹中研究室で作製した 
歪 SiGe 層を用いた PIN 型変調器          歪 SiGe 層を用いた PIN 型変調器 
デバイスの断面概念図               デバイスの 10Gbps 出力波形 

 
・キャリア空乏型 SiGe 光変調器の検討 

図Ⅲ-2.1.2.2-21 と図Ⅲ-2.1.2.2-22 に図Ⅲ-2.1.2.2-19 で示した構造をベースにして、キャリア空乏型

SiGe 光変調器のデバイス構造に関する断面概念図と位相シフタ長が 250µm の素子における 28Gbps で
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の出力波形を示す。DC特性からバイアス電圧-1V～-2Vにおいて、光変調効率 0.60～0.67Vcmが得られ、

キャリア空乏型の PN 変調器として世界最高レベルの性能が得られた。また、周波数帯域は、20GHz 程

度と通常の Si-PN 変調器と同等の値が得られており、CMOS 駆動することにより 50Gbps 以上の高速動

作が高変調効率で得られることを検証した。SiGe 変調器においては、位相シフトに必要な電荷量を従来

の Si 光変調器に比較して 50%程度低減することが可能であり、3mW/Gbps 以下の低消費電力化が可能

な性能であることを検証した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-2.1.2.2-21  キャリア空乏型 SiGe      図Ⅲ-2.1.2.2-22 キャリア空乏型 SiGe 

光変調器の断面概念図            光変調器の 28Gbps 出力波形 
 
2.1.2.2.(b) .5 ベンチマーク 
ア）多並列技術  

5mW 版光 I/O コアを用いて 100G イーサ－対応 AOC (25Gbps 4ch)を製造する場合、CDR が規格化

されているため優位性が薄まるが消費電力の点で他社に対して優位となる。また独自規格の 100Gbps 伝

送を行う場合は CDR を使わず 300m までの伝送ができるため消費電力の点で優位である。更に 3mW 版

光 I/O コアを用いることでこの優位性を維持することができる。 
 
イ）多重化技術① 

IEEE802.3bs での 100G、400G イーサネットの標準化にあわせ、2016 年頃より 50G 電気インターフェースを

ベースとした 200G のイーサネット標準化活動も進んでいる。それに合わせ各社でベースレートが 25Gbps で

PAM4 を用いた 50Gbps PAM 変調器の開発が精力的に行われている。この開発には駆動回路設計技術、光回

路設計・製造技術、実装技術の組み合わせによる統合的な技術アプローチが要求される。当プロジェクトでは

28nm CMOS と高効率な PIN 型変調器を組み合わせて 50GPAM4 送信器技術の開発を行った。表Ⅲ

-2.1.2.2-1 に他社とのベンチマークを示す。競合他社と比較して当プロジェクトは 2mW/Gbps 以下の省電力動

作を実現しており、また小型化にも成功している。 
 

表Ⅲ-2.1.2.2-1 PAM4 変調器のベンチマーク 
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ウ）多重化技術② 
一芯双方向波長合分波器については、シリコンフォトニクス技術の研究でも、光通信分野での偏波無

依存化の研究は世界的に少なく、我々は先進的な開発成果を得ている。特に、アクセスネットワーク用

途における実際の波長帯域割り当てに対応した開発は世界的にほとんどなされていないのが現状である。

本研究で開発した WDM フィルタは、GE-PON 波長帯域割り当てに準拠し、-30dB 以下のクロストーク

を達成しており、記録的な性能を実現している。TWDM-PON 用の 100GHz の AWG では独自の構造で

2dB 以下のロスを得ており、世界最高レベルの性能を実現している。作製技術としては最先端の液浸 ArF
露光を採用していることもあり、設計と実験結果の整合性も比較的良い。 

Ge 受光器については、表Ⅲ-2.1.2.2-2 に、TWDM-PON 用 ONU トランシーバにおける PD の目標仕

様と、既に報告されている 1600nm 帯向け導波路型 GePD と今回試作した Ge PD の特性の比較結果を

示す。受信帯域幅は TWDM-PON の目標 10GHz を達成しており、暗電流は他機関と比べても遜色ない

値が得られている。また、波長 1600nm における受光感度は他機関と比べても十分大きな値が偏波無依

存で得られており、TWDM-PON 用 ONU トランシーバで重要な、良好な最小受信感度が得られるもの

と期待される。 
 

表Ⅲ-2.1.2.2-2：代表的な研究機関で得られている 1600nm 帯向け導波路型 GePD の特性 

研究機関 受光感度 受信帯域幅 

TWDM-PON 目標 最小受信感度 -28dBm @1596-1603nm, 
BER 10-3 10GHz 

本研究 
1.0A/W (-3V) @1600nm 

偏波無依存 
17GHz (-3V) 

Kotura (2010) 0.76A/W @1600nm 20GHz (-3V) 

IME (2013) 0.7A/W (-1V) @1600nm 21GHz (-1V) 
 
エ）プロセス統合化基盤技術 
 従来、シリコンフォトニクス集積回路チップでは、CMOS 世代に換算して 150-90nm 世代のプロセス技

術が用いられてきた。これは、従来の回路チップでは、40Gbps(4 チャネル x10Gbps)の性能であることか

ら、光デバイスのプロセス制御性は十分であったと考えられる。本プロジェクトにおいては、100Gbps(多
チャンネル x25Gbps)以上の高性能化実現を目指すものであり、高精度プロセスをベースとしたデバイス

技術を構築することで目標性能が達成できると考え、PETRA では 300mm ウェーハ技術と 40nmCMOS 技

術を用いている。一方、他機関では、300mm ウェーハ技術であるが、より古い 90nmCMOS 技術を用い

ており、PETRA のウェーハプロセス技術は他機関と比較して、広帯域及び小フットプリントの光集積回

路試作において、優位な技術であると言える。 
 
オ）低コストシリコンインターポーザ技術 

コストおよび材料供給に懸念の多い SOI 基板に代り、世界で唯一半導体エレクトロニクスで一般的に

使用されているバルクシリコン基板によるシリコンインターポーザを実現している。また、光素子の直

接変調／直接受信方式を適用し、小型集積光素子を開発することにより圧倒的な高密度光配線を実現し

ている。 
 
カ）超低消費電力・高密度デバイスの技術開発 
(1) 低コスト・高結合効率の LD 実装技術 
シリコン上光源実現のための方式として、フリップチップ実装とウェーハボンディングの 2 通りが主

に挙げられる。商用技術であるフリップチップ実装を用いた方式では、シリコン導波路に対して横方向

から光を入力することになるが、これまでは入力部にダブルコアスポットサイズ変換器(SSC)のような複

雑な構造の SSC を用いていた。本プロジェクトでは、PECST の技術をベースに作製が簡易で、かつシリ

コン導波路との結合効率の高い実装方法を検討している。これは構造の複雑さを回避して、製造コスト

の低減を図っている。また、ウェーハボンディング方式はウェーハプロセスと実装工程が一体化してお
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り、大量生産時には、コスト低減の効果が期待される。しかし発熱体である LD の直下に低熱伝導材料で

ある SiO2 があり、放熱特性に劣る。そのため、高温度特性に優れる量子ドットウェーハの採用は有効で

ある。本プロジェクトでは、QD ウェーハを用いたウェーハボンディング方式により、低コスト・高温度

特性 LD 実装を目指し、海外研究機関（UCSB、Aurrion、Skorpios、etc）との差異化を図る。 
 

表Ⅲ-2.1.2.2-3 主な光源実装方式の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) SiGe 光変調器 
表Ⅲ-2.1.2.2-4 に Si 光変調器のベンチマークを示す。リング共振器を利用して、小型・低電力・高速

な Si 光変調器が報告されているが、動作波長帯域が 1nm 以下と非常に小さく、高精度な温度制御や高

い加工精度が要求され、実用化には時間を要する。一方、SiGe を適用したマッハ・ツェンダ型の光変調

器は、位相シフタの長さは１mm 程度となるが、50 Gbps 帯域を 0.9 V 以下の電圧で低損失(<4dB/mm)
に実現出来ると期待される。 
 

表Ⅲ-2.1.2.2-4 キャリアプラズマ効果を利用したマッハ・ツェンダ型 Si 光変調器のベンチマーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 高速大容量光トランシーバ回路 

表Ⅲ-2.1.2.2-5 に 3 次元電磁界解析法の比較を示す。高速大容量光トランシーバ回路を実現するには、

多重化技術が重要になり、低反射、低クロストーク、低損失且つプロセスの揺らぎに対してロバストな

光構造を設計しなければならない。このため解析手法の高度化が重要な鍵となる。シリコンフォトニク

スでは構造物の屈折率差が大きいため、3 次元の解析手法として FDTD 法が用いられてきた。実時間の陽

解法を用いることで、大規模な構造を短時間で計算できる反面、計算精度や周波数領域の導波路モード

に変換する際の精度等に問題が生じやすい。しかも市販品では内部がブラックボックスなので、精度の

検証も容易ではない。一方、新しく導入する数値解析法は、周波数領域で散乱行列を直接求めることで、

モード間散乱を高精度でシミュレーションできる。手法は公開されており、細部まで検証可能である。 
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表Ⅲ-2.1.2.2-5   3 次元電磁界解析法の比較

2.1.2.3.(c) 光エレクトロニクスインターフェース技術 
大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、100Gbps の伝送容量を持つデジ

タルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路と光回路に関する基盤技術を平成28年度

までに開発する。

2.1.2.3.(c).1 中間目標 
平成 26 年度中間目標：大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、

100Gbps の伝送容量を持つ小型デジタルコヒーレントトランシーバ用低

電力 DSP-LSI、集積化光送受信モジュールの試作、基本動作確認を行う。 
平成 28 年度中間目標：100Gbps デジタルコヒーレントトランシーバにおいて消費電力を約 30W

程度まで低減できる技術を実現する。

2.1.2.3.(c).2 スケジュール 
表Ⅲ-2.1.2.3-1 に研究開発スケジュールを示す。 

表Ⅲ-2.1.2.3-1 光エレクトロニクスインターフェース技術の研究開発スケジュール 

狭帯域化伝送
基本技術

ルータ・サーバ機器
インターフェース
基本技術

H24(’12)年度 8月～ H28(’16)年度H27(’15)年度H26(‘14)年度小項目

DSP-LSI
低電力化技術

光送受信デバイス
の集積化技術

H25(’13)年度

DSP

インターフェース
処理部基本設計

狭帯域化デジタル
信号処理部基本設計

階層内、階層間
低電力化方式の確立

低電力DSP
詳細設計
試作・評価

インターフェース
処理部

超低電力化
基本設計

狭帯域化デジタル
信号処理部
超低電力化
基本設計

超電力化DSP
基本設計

超低電力化DSP
の開発は中止

ACOトランシーバとDSP
間のRFアナログ信号
接続方法を検討

デジタルコヒーレント
トランシーバモジュール
化技術

高周波実装等の
要素技術検討

基本設計、予備試作
評価

トランシーバ試作、
評価
CFP４級トランシーバ
基本検討

ＣＦＰ４級トランシーバ
基本設計

CFP４級トランシーバ
実装検討
モックアップ試作

高効率結合、
高周波配線等の
要素技術検討

基本設計、予備試作
評価

改良設計
試作・
評価

超小型化光デバイス
詳細設計・試作

超小型化
光ﾃﾞﾊﾞｲｽ
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

超小型化
光デバイス
基本検討

インターフェース
処理部

超低電力化
詳細設計

狭帯域化デジタル
信号処理部
超低電力化
詳細設計

超電力化DSP
詳細設計
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図Ⅲ-2.1.2.3-2 光伝送後の特性評価図Ⅲ-2.1.2.3-1 試作した DSP-LSI 外観 

2.1.2.3.3 アプローチ，特長技術 
(ア) ルータ・サーバ機器間インターフェース基本技術

ルータやサーバ側の信号を 100Gbpsデジタルコヒーレント光伝送に適したフレーム信号へのインター

フェース変換する機能部とその物理層(L1)及び MAC 層(Media Access Control 層：L2)のモニタ機能（上

記の故障点評定及び故障切り分け機能を実現するための機能）が必要となる。キャリアグレードネット

ワークにも対応可能な機能とともにルータ・サーバ機器の中のインターフェースボードにおける使用を

考慮し、物理層と MAC 層のモニタ機能を開発し実装することとした。

(イ) 狭帯域化伝送基本技術

狭帯域化デジタル信号処理部は、送信スペクトル整形、リニアライズ、送信側周波数応答調整・スキュ

ー補償の 3 種類の機能ブロックで構成し、受信側にも送信側でスペクトル狭窄化した信号を元に復元する

ための受信側周波数応答調整・スキュー補償回路を実装する。

(ウ) DSP-LSI 低電力化技術

各機能ブロックをインテグレーションして、全体としての機能・動作を確認する統合検証技術を確立

し、複数のアプリケーションを想定した信号処理回路の最適機能配備やブロック分割構成法の検証技術

を確立させる。その上でデジタルコヒーレントシステム設計技術と信号処理回路設計技術の連携・融合

によりシステム/サブシステム/信号処理回路の各レベルで低電力化を進める。 

(エ) 光送受信デバイスの集積化技術

小型光トランシーバ用送信デバイスとして、機能・特性（光強度、波長精度、スペクトル線幅など）

は従来と同等以上としつつ、従来のバタフライモジュール比 1/2 以下となる 8×16×8mm のパッケージ

サイズを目指す。集積コヒーレント光受信器の小型化を実現する要素技術として光回路（PLC: Planar
Lightwave circuit）と、受光素子（PD:Photo Diode）の実装部分における小型化を実現するため、小型

レンズアレイを用いた PD との光結合構造を検討する。

2.1.2.3.4 成果

上記の(ア)(イ)(ウ)の技術開発結果に基づき、20nmCMOS プロセスを用いて低電力型 DSP-LSI 試作を

実施した。試作した DSP-LSI の外観を図Ⅲ-2.1.2.3-1 に示す。DSP-LSI は伝送路長に応じて、最大波長

分散補償量を変更し、伝送アプリケーション毎に消費電力を最適化する機能を有している。図Ⅲ-2.1.2.3-2
に光伝送特性評価結果を示す。各伝送距離について誤り訂正後に 10-12以下のエラーフリー動作を確認し

た。また、DSP-LSI の消費電力は約 18W であり、20nmCMOS プロセスとそれに最適化した電力低減技

術を開発したことにより、目標であった 20W を下回っていることが確認された。 
平成 27 年度からは一層の低電力化を目指した超低電力 DSP-LSI の設計に着手した。 想定する CMOS

プロセスは 16nm FinFET とし、FinFET の特性に最適化するべく、各設計プロセス階層で繰り返しす

り合わせ、フィードバック的な設計を進めた。その結果、低電力 DSP-LSI の約半分となる 10W 前半の

電力を実現する目処を得た。
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(エ) 光送受信デバイスの集積化技術

図Ⅲ-2.1.2.3-3 に試作した µiTLA の外観とスペクトル線幅特性を示す。32GBaud-DP-QPSK 100Gbps
伝送の場合には 300kHz 以下の線幅が要求されるが、マイクロコントローラなどの制御回路が発するデ

ジタルノイズの影響を受けやすい µiTLA にアセンブリした状態でも小型バタフライレーザモジュール単

体と同等で、ITU-T グリッド全波長で 300kHz 以下の線幅特性を確保できることを確認した。図Ⅲ

-2.1.2.3-4 に集積コヒーレント光受信器の外観と特性例を示す。-20dBm の入力信号光パワーに対して受

信 Q 値 15dB 以上を達成し、従来型光受信器と遜色ない受信性能を確保した。

平成 27年度からはCFP4級トランシーバを実現するための光送受信デバイスの集積化技術の検討を進

め、パッケージを試作し、その動作の確認と特性評価を行った。上述の研究開発結果により、課題(ア)、
(イ)、(ウ)、(エ)の平成 26 年度中間目標、平成 28 年度最終目標をそれぞれ 100%達成した。

図 Ⅲ-2.1.2.3-3  試作したμiTLA の外観とスペクトル線幅特性 

図Ⅲ-2.1.2.3-4 試作した光受信器(16×30×5mm)および光受信特性 

2.1.2.4.（d） 光エレクトロニクス回路設計技術 
(d-1) 光エレクトロニクス実装設計環境構築 
 光エレクトロニクス実装システム統合設計環境による、量産事業に向けた効率的な設計フローの構築

に向けて基盤技術を確立する。

(d-2) 光 I/O コア搭載用光デバイス設計ツール開発 
プロジェクト内での利活用に向けて以下の技術開発を行った。

2.1.2.4.(d-1).1 中間目標 
平成 26 年度中間目標：マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本

構成を構築し、システム統合設計の基本的なフローの実証を行う。

平成 29 年度中間目標：光 I/O コア集積搭載用回路設計基盤技術開発として、光エレクトロニクス実装

システム統合設計環境を利用して、光電子融合インターポーザ実装を効率的に

設計するため、基本設計フローの構築を行う。

2.1.2.4.(d-2).1 中間目標 
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 平成 26 年度中間目標：光 I/O コア搭載用光デバイス設計基盤技術として、集積光 I/O チップにおける

光変調器等の開発に適用可能な電磁界シミュレータと電子デバイス三次元

TCAD を連携させた電子・光連携 TCAD の基本構造を確立する。 
 平成 29 年度中間目標：光デバイス設計用電子・光連携 TCAD についてパッケージ化を行い、プロジ

ェクト内で利用可能とする。また、光電子集積インターポーザ設計を可能とす

る統合設計環境を連携させ、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能と

する。 
 
2.1.2.4.(d-1).2 スケジュール 
 平成 24～26 年度は、高性能サーバを導入し、光エレクトロニクス回路設計技術構築へ向けた基盤シス

テムの導入を行った。電気回路設計環境、光回路設計環境、熱・応力設計環境の構築を行い、特に三次

元構造回路設計 CAD(Computer Aided Design)ツールを中心に光線解析、電磁解析、熱、応力など様々

な設計解析ツールとの設計データのやり取り（データ変換も含めて）を可能とすることにより、マルチ

フィジクスに対応した設計解析が統合的に実施できる光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の

構築を進めた。 
 平成 27～28 年度は、光電子融合設計回路環境の構築を行い、光 I/O コア設計に向けた設計フローの実

証を進めた。三次元構造回路設計 CAD にシリコン導波路や、ポリマー導波路、ミラー等の光配線部分や

光路変換部分等のセルモジュールの構築を進め、光回路のデザインルールチェック機能の構築を進めた。 
 
2.1.2.4.(d-2).2 スケジュール 
 平成 24～26 年度は、シリコン半導体デバイス用三次元 Technology CAD(TCAD) (HyENEXSS を想定)
をベースにし、デバイス中の光の振る舞いを計算可能な FDTD 法（Finite-Difference Time-Domain 
method; FDTD method）と連結させた電子・光連携シミュレータの開発を進めた。そのため、TCAD か

ら FDTD へ、さらに FDTD から TCAD への一連のシミュレーション手順を連続して実行可能な仕組み

を構成する際に、解析時間の増大が予想されることから、BPM 法による解析の高速化の検討を行った。 
 平成 27～28 年度は、デバイス設計ツールは、実際の光デバイスの設計検討を行った。特に FDTD の

解析時間の増大が予想されることから、部分的にメッシュを粗くできるサブグリッド法を導入し、解析

の高速化の検討を行った。特に、解析の高速化により、デバイス・実装構造の CAD 実装の最適化を進め、

統合設計環境との連携強化を行った。 
 
2.1.2.4.(d).3 アプローチ、特長技術 
 従来設計技術では、光エレクトロニクス実装システムの設計においては、光、電気、熱、応力など、

技術分野ごとに、専用設計・解析ツールを用いて、設計が実施されるため、ツール間での設計データの

やり取りに課題があり、設計工程の効率化に対する障害となっていた。本研究開発における統合設計環

境構築の取り組みは、この点を大幅に改善できることから、独自性の高い内容となっている。 
 また、電磁界シミュレータと電子デバイス 3 次元 TCAD を連携させた電子・光連携 TCAD 設計環境の

構築、光回路を集中定数化する光回路モデル化手法の開発についても、独自性の高い内容となっている。 
 
2.1.2.4.(d-1).4 成果 
 光エレクトロニクス実装システムの最終想定の構成図を図Ⅲ-2.1.2.4-1(a)に示す。当該システムでは、

光電子集積インターポーザにて電子・光、および光・電子変換を行う。また、光回路部分は熱や応力に

より動作の安定性が減少する。そのため、光エレクトロニクス実装システムの設計においては、光回路・

電気回路の解析設計のみならず、熱・応力の解析設計が非常に重要となるため、熱・応力設計環境も統

合する必要がある。この多分野にわたる協調設計が必要な光エレクトロニクス実装システムでは、それ

ぞれの分野に対応する解析シミュレータとの連携が必要である。そのため、図Ⅲ-2.1.2.4-1 (b)に示すよう

に、様々なファイルフォーマットの入出力に対応する必要がある。今回、三次元構造設計ソフトウェア

の一つであるファースト社製の START を導入し、既存の電気回路に加え、光、構造・伝熱・熱流体解析

の解析モデルへの変換モジュールの作成を行った。 
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    図Ⅲ-2.1.2.4-1 (a)光エレクトロニクス実装システムの構成図と、(b)解析ソフトウェアの連携図 

 この導入したファースト社製 START の描画画面例を図Ⅲ-2.1.2.4-2 に示す。このソフトウェアは、既

に電気回路の解析ソフトウェアに対応するファイルフォーマットの入出力を可能としている。そのため、

このソフトウェアへ、光及び構造・伝熱・熱流体解析ソフトウェアへのインターフェース部分の開発を

行った。光源・光路解析ソフトウェアとしては、Radiant ZEMAX 社の Zemax を、構造・伝熱・熱流体

解析ソフトウェアとしては、ANSYS 社の ANSYS を用いて行った。その連携関係図を図Ⅲ-2.1.2.4-2 に、

それぞれの解析ソフトウェアとの連携を図Ⅲ-2.1.2.4-3、図Ⅲ-2.1.2.4-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

             図Ⅲ-2.1.2.4-2                   図Ⅲ-2.1.2.4-3              図Ⅲ-2.1.2.4-4  
ソフトウェア連携                   光源・光路解析          構造・伝熱・熱流体解析 

  
このソフトウェアにより、光 I/O コアの設計データの統合を行った。光 I/O コアは、図Ⅲ-2.1.2.4-5 の

ように、シリコン基板とガラス基板からなり、LD やチップキャパシタを搭載する複雑な構造となってい

るが、これら各部の設計データの統合から、光 I/O コア全体の設計が可能となることが分かった。また、

三次元回路設計ソフトウェアにおける光配線接続機能の実装を行うことで、実際の光フォト IC(光 I/O コ

ア)のデータをもとに、統合設計環境での光部品のソフトウェアモジュール化を行った。まず、図Ⅲ

-2.1.2.4-6 のように光配線を仮想光による接続構造の確認が可能とした。また、同図から、光フォト IC
をポリマー導波路内蔵プリント基板上に実装した状態である 2.5D/3D デバイスモジュールの作成が可能

であることが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図Ⅲ-2.1.2.4-5 光 I/O コアの表示例   
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図Ⅲ-2.1.2.4-6 光フォト IC の 2.5D/3D デバイスモジュールの表示例 

 
2.1.2.4.(d-2).4 成果 
 光エレクトロニクス回路を設計するためには、光 I/O コアに搭載される光デバイスの光学的・電子的

特性を物理的に理解し、目標特性に向けて最適化を行なうための設計ツールが不可欠である。今回、光

学的解析を行う電磁界解析ソフトと、電子的解析を行う TCAD を組み合わせた設計ツールを開発した。 
 光デバイス設計ツールの構成図を図Ⅲ-2.1.2.4-7 に示す。中核は半導体プロセス・デバイスシミュレー

タからなる TCAD と、FDTD 法による電磁界解析ソフトである。TCAD は電子的動作を主に解析し、電

磁界解析ソフトは光学的動作を主に解析する。この 2 つのツールを接続することにより、電子的・光学

的動作の相互作用を含めた光デバイスの解析を可能とした。図Ⅲ-2.1.2.4-8 に半導体プロセスシミュレー

タ、デバイスシミュレータ、電磁界シミュレータ間の接続関係と計算例を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-2.1.2.4-7 光デバイス設計ツールの構成図      図Ⅲ-2.1.2.4-8 シミュレータ間の接続関係 

 この設計ツールに、計算の高速化のために、これまで用いてきた FDTD 法の電磁界解析に対し、導波

路専用の BPM 法モジュールの導入を行った。図Ⅲ-2.1.2.4-9 は Y 字導波路の構造と BPM 法によって求

めた光強度分布である。FDTD 法に比べて本モジュールは約 60 倍の計算速度を得られることが確認でき

た。また FDTD 法の計算では直交メッシュを用いるため、詳細な結果を得たい部分のメッシュが、粗く

てもよい箇所のメッシュまで細かくしてしまうため、メッシュ数が膨大になり、計算リソースの消費が

激しくなる。一部のメッシュを細かくするサブグリッド法のモジュールを導入することで、計算速度の

向上に寄与することが分かった(図Ⅲ-2.1.2.4-10)。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2.4-9 Y 字型導波路構造と電界強度分布   図Ⅲ-2.1.2.4-10 サブグリッド法の一例 

 

電磁界解析ソフト
FDTD法

半導体プロセス
シミュレータ

半導体デバイス
シミュレータ

Technology CAD (TCAD)

光デバイス設計ツール

光デバイスの最適化設計 回路設計に必要な情報
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図Ⅲ-2.1.2.4-11 はマスクパターンから、プロセスシミュレータによって Y 字型の導波路構造を作成し

た例である。赤で示す N 型ドーパントと、青で示す P 型ドーパントにより、導波路部分に PN 接合を形

成している。これにより最適な PN 接合の製造プロセス条件を求められた。図Ⅲ-2.1.2.4-12 ではプロセ

スシミュレータで作成したデバイス構造と不純物濃度分布を元に、電圧印加時のキャリア濃度分布を求

めた。このとき PN 接合部には不純物分布と印加電圧に応じた空乏層の広がりを得ることができる。図

Ⅲ-2.1.2.4-13 はデバイスシミュレータによって求めた状態から、導波路光を注入した時の光強度分布を

求めたものである。このときデバイスシミュレータで得られたキャリア濃度分布により、屈折率が変化

し、PN 接合にかかる印加電圧によって、光の通過する度合いの変化を解析可能であることが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2.4-11 Y 字型導波路の  図Ⅲ-2.1.2.4-12 電圧印加時の   図Ⅲ-2.1.2.4-13 電磁界解析 
デバイス構造と不純物濃度分布     キャリア濃度分布              による導波路内の光強度分布 
 
2.1.2.4.(d).5 ベンチマーク 
 光回路技術と電子回路技術を高度に融合した回路設計技術としての光エレクトロニクス統合設計環境

は、国内外ともにまだ開発例がほとんどない状況である。先行例として、ベルギーの IMEC とゲント大

学が共同で、IPKISS というフォトニックコンポーネントデザイン用ツールの開発が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2.4-14  Python を用いたプログラマブルな設計ツール IPKISS 
 

IPKISS は、フォトニック集積コンポーネントおよび回路のパラメータ設計用ソフトウェアである。

2002 年にゲント大学のフォトニックリサーチグループと IMEC が Python を用いたプログラマブル

Mask Layouts(GDSII)出力ツールとして開発された(図Ⅲ-2.1.2.4-14 参照)。フォトニックコンポーネン

トの複雑な光集積回路の設計に主に用いられており、設計者は Python によりフォトニックコンポーネン

トを素早く定義することができ、それらを解析ソルバで直接シミュレートし、製造に向けてリソグラフ

ィ用レイアウトデータにまとめることができる。この目的のために IPKISS は、サードパーティの設計・

解析ツールからのデータ取り込みが容易となっている。しかし、基本的には、フォトニックコンポーネ

ントのレイアウト設計が対象であり、今回の研究開発が目指す光エレクトロニクス実装システムの開発

に求められる、光回路技術と電子回路技術を高度に融合させた実装システム設計への対応が困難である。 
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2.1.3 （ⅱ）革新的デバイス技術 
コスト競争を回避し、長期的な技術的優位性を確保し続けるためには、光電子集積サーバの継続的な

高性能化を可能とする光電気集積デバイスの更なる小型化・低消費電力化・高機能化が必要となる。そ

のため、技術的に非連続な革新的デバイスの基盤技術となる、光源、光検出器、光変調器、光導波路の

デバイス技術開発や機能可変技術、光スイッチング技術の開発を行う。 
本研究は、東京大学、京都大学、東京工業大学、横浜国立大学、早稲田大学と共同研究契約を結んで

推進する。 
革新デバイス技術の位置づけの概略を図Ⅲ-2.1.3-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図Ⅲ-2.1.3-1 革新デバイス技術における開発項目の本プロジェクトへの適用先、位置づけ 
 

2.1.3.1.ア) 革新的光源技術（東京大学） 
光電子集積サーバ用の集積化光源への展開として、シリコン上量子ドットレーザの 100℃までの動作

と 10Gbps 変調動作実現に向けて技術開発を行う。 
2.1.3.1.ア). 1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、50℃まで 
の安定動作と 2.5Gbps の変調動作を実現する。シリコン導波路結合型単チ

ャンネル量子ドットレーザを実現する。 
平成 29 年度中間目標：光電子集積サーバ用の集積化光源への展開として、量子ドットレーザアレ

イ(5ch 以上)を実現する。また、シリコン系基板上直接成長量子ドットレー

ザを試作する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への

技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 
 
2.1.3.1.ア). 2 スケジュール 

平成 24、25 年度は、温度安定動作や集積化の実現向けたデバイス基本構造・作製プロセスの検討、試

作・評価、GaAs 上高密度量子ドットの形成技術、シリコン系基板上高品質 InAs 系量子ドットの形成基

盤技術の開発を推進した。平成 26 年度は、シリコン導波路結合型量子ドットレーザ、高速直接変調の実

現を目指した。平成 27、28 年度には、シリコン上集積量子ドットレーザの多チャンネル化、シリコン上

直接成長量子ドットレーザの試作に向けた成長技術開発、基本設計とプロセス課題の抽出を行い、平成

29 年度にはそれらを実現し、中間目標を達成する。 
 

2.1.3.1.ア). 3 アプローチ，特長技術 
量子ドットレーザは、低閾値電流密度、高温動作特性、温度安定動作や高速変調特性などの特徴を有
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しており、特に低閾値動作、高温・温度安定動作は光電子融合システムの基本光源に求められる要求を

満たすものである。革新的光源技術では、この量子ドットレーザをシリコン光回路上に実現する。 
 

2.1.3.1.ア).4 成果 
シリコン導波路結合型量子ドットレーザの 115℃ までの高温動作と 90℃ までの連続発振に成功した 

(図Ⅲ-2.1.3.1-1(a))。この結果はエバネッセント結合を利用したシリコン導波路結合型量子ドットレーザ

の温度安定動作を世界で初めて実証したものである。また、Si(100)基板上での高品質バッファ層および

InAs/GaAs 量子ドット層を実現し、ブロードエリア型 Si 基板上直接量子ドットレーザの室温発振に成功

した(図Ⅲ-2.1.3.1-1(b))。これは、無加工 Si(100)基板上に MBE 成長のみで実現できる量子ドットレーザ

を世界に先駆けて実現したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図Ⅲ-2.1.3.1-1 (a) シリコン導波路結合型量子ドットレーザの模式図と発振特性、 
(b) Si 基板上 MBE 直接成長量子ドットレーザの SEM 写真と発振前後のスペクトル 

2.1.3.1.ア).5 ベンチマーク 
光電子ハイブリッドシステムに搭載されるレーザの評価指標である、閾値電流密度、動作温度と温度

変動に対する耐久性、レーザ出力のシリコン光導波路への結合効率、変調周波数の全てにおいて、シリ

コン導波路結合型量子ドットレーザは、シリコン上量子井戸レーザと同等もしくはそれを凌駕すること

が可能である。一方、シリコン系基板上への高機能量子ドットレーザの直接形成については、実証され

たシリコン基板上直接成長型量子ドットレーザは無加工シリコン(100)基板上に形成可能であること、

MBE 一括成長が可能であること等、他機関と比較して大幅なアドバンテージを有している。 
 

2.1.3.1.イ) 革新的光検出器技術（東京大学） 

光電子集積サーバの Ge 受光器の超高感度化、低電圧化に向けて技術開発を行う。また歪 SiGe や MOS
構造を用いた高効率・省電力光変調器の技術開発を行う。 

 
2.1.3.1.イ). 1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：GeO2表面パッシベーションを用いて MSM 型 Ge 受光器における暗電流抑

制果を実証し、1µA/cm 以下の表面リーク電流密度を実現する。またキャリ

ア注入型歪 SiGe 光変調器の屈折率変調動作を実現する。 
平成 29 年度中間目標：Ge-on-SOI 基板作製技術を確立し、導波路型 Ge 受光器において暗電流密

度 0.5mA/cm2以下を実証する。また、これらの検討を通じて、光電子集積

サーバ技術への技術展開の見通しを示し、事業化に対する課題を明確化す

る。 
 

2.1.3.1.イ). 2 スケジュール 
平成 24 年度は、GeOx表面パッシベーションの有効性を確認した。平成 25 年度は、GeOxパッシベー
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ションによる暗電流低減を実証した。平成 26 年度は、ウェーハボンディングを用いた高品質 Ge-on-Si
基板の実現を目指した。歪 SiGe 光変調器においては、屈折率変調による素子動作実証を目指した。平成

27 年度は、Ge-on-Si 基板を用いた導波路型 Ge 受光器の作製を目指した。平成 28 年度は、空乏型歪 SiGe
変調器におの動作実証を目指した。さらに MOS 型光変調器の動作実証を目指した。平成 29 年度は、導

波路型 Ge 受光器の低暗電流動作を実現する。また歪 SiGe 変調器の高変調効率、低消費電力動作、高速

動作の動作実証することを目指し、中間目標を達成する。 
 

2.1.3.1.イ). 3 アプローチ，特長技術 
Ge受光器は、表面パッシベーション技術が確立されておらず暗電流が大きい問題がある。本研究では、

Ge 酸化膜により Ge 受光器を良好にパッシベーションすることにで、暗電流の低減を目指す点が大きな

特徴となっている。一方、Si 光変調器においては、変調効率が低いことが問題となっている。本研究で

は、ホールの有効質量が小さい歪 SiGe を用いてプラズマ分散効果を増大し、変調効率を改善する研究開

発を進める。 
 

2.1.3.1.イ).4 成果 
GeO2 で表面をパッシベーションすることで、Ge 受光器の暗電流を低減可能であることを実証した。

また、ウェーハボンディングを用いて高品質 Ge on Si 基板を実現した。これにより、図Ⅲ-2.1.3.1-1(a)
に示すように、Si 基板上に形成した導波路型 Ge 受光器の低暗電流動作を実証した。歪 SiGe 変調器にお

いては、空乏型素子の動作実証に初めて成功した（図Ⅲ-2.1.3.1-1(b)）。また貼り合わせを用いたハイブ

リッド MOS 型光変調器の動作実証に成功した（図Ⅲ-2.1.3.1-1(c)）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅲ-2.1.3.1-1 (a) 貼り合わせ GeOI 基板を用いた導波路型 Ge 受光器特性、 

(b) 空乏型歪 SiGe 光変調器特性、(c) ハイブリッド MOS 型光変調器 

2.1.3.1.イ).5 ベンチマーク 
Ge 受光器の暗電流を素子面積に対してプロットしたベンチマークを図Ⅲ-2.1.3.1-2(a)に示す。プラズ

マ酸化で表面をパッシベーションした我々の素子が低い電流値を示している。一方、図Ⅲ-2.1.3.1-2(b)に
MOS 型光変調器の変調効率のベンチ―マークを示す。貼り合わせを用いた MOS 型光変調器により既存

の変調器よりも 5 倍程度の変調効率改善を実現した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅲ-2.1.3.1-2 (a) Ge 受光器暗電流のベンチマーク、(b)MOS 型光変調器のベンチマーク 
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2.1.3.2 革新的光変調器技術（横浜国立大学） 
 光電子集積サーバ用に使用する光電子集積インターポーザの光変調器にスローライト導波路を導入し、

25Gbps 以上の動作、従来の 1/10 の小型化と低消費電力化に向けて技術開発を行う。 
 
2.1.3.2.1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小型

化を可能とするスローライト変調器として、動作速度 10 Gbps、電圧 2 V 以

下、波長幅 10 nm 以上、消光比 5 dB 以上、長さ 100µm 以下を実現する。 
平成 29 年度中間目標：光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小型

化を可能とする 10 Gbps 変調器として LN 変調器を凌駕する実用性能を得る。

波長分割多重、多値位相変調を 150µm 角の面積で実現する。また、これらの

検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに、

事業化に対する課題を明確化する。 
 

2.1.3.2.2 スケジュール 
 平成 24～26 年度は、シリコンマッハ・ツェンダ変調器にスローライトを導入し、100µm オーダーの

デバイスで広い波長範囲や温度範囲での 10Gbps 動作の可能性を調べた。平成 27～29 年度は p-n 接合の

最適化、変調効率と動作速度を両立する設計により 25～32 Gbps の変調を目指した。また、波長多重方

式、多値位相方式、多値振幅方式へ本変調器を適用、その実証を目指した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.3.2-1 シリコンフォトニック結晶導波路マッハ・ツェンダ変調器 
(a) 全体の概要 (b) 32 Gbps でのアイ開口：上は損失 6dB、消光比 3dB、下は損失 6.7dB、消光比 4dB 
 
2.1.3.2.3 アプローチ，特長技術 
 光電子集積の大規模化・省電力化には変調器の小型化が有効である。本研究では、移相器にフォトニ

ック結晶スローライト導波路（PCW）を導入し、変調効率を群屈折率 ng 倍だけ増大させることを提案、

初期動作を報告してきた。ただしスローライトは一般に動作波長幅が狭く、分散が大きい。そこで本研

究は、格子シフト導入による広帯域低分散スローライトを用いる。これにより、デバイスの小型化と同

時に、15 nm 以上の波長範囲や、100 K 以上の広い温度範囲での高性能な変調が可能になる。 
 
2.1.3.2.4 成果 
 デバイスの作製にはシンガポール IME の 200 mm CMOS プロセスを用いた。PCW を構成する円孔の

直径 200 nm であり、このプロセスで対応可能である。平成 24～26 年度は、この変調器が製作可能なこ

と、移相器長 50µm 以上で 10 Gbps でのアイ開口、90µm 以上でのエラーフリー、200µm での温度範囲

19～124°C の動作を確認した。また 200µm では 25 Gbps 動作も確認されたが、変調時の総損失が 14dB
と大きかった。平成 27～29 年度は、低電圧、低損失、十分な消光比を両立した 32 Gbps 動作の実現、

および WDM、QPSK、PAM といった多重化変調器の実証に取り組んだ。前者については、主に p-n 接

合を最適化して変調効率を向上させ、長さ 200µm、電圧 1.75V、損失 6dB、消光比 3dB の 32Gbps アイ

開口を実証した（図Ⅲ-2.1.3.2-1(b)）。後者については、25Gbps×3 の WDM、32Gbaud までの QPSK
コンスタレーション、15Gbaud までの 4PAM のアイパターンを実証した。 
 
2.1.3.2.5 ベンチマーク 
 現状のシリコンリブ型変調器は長さ 2～3 mm であり、本研究の 200µm は圧倒的に小さい。リブ型の



   65  
           事業原簿 公開版 

電圧は 3 V 程度であり、本研究の 1.75 V は低い。これらによりビット毎消費エネルギーは 0.3 pJ/bit と
見積もられ、リブ型の標準的な値の約 1/10 である。変調時の損失に関しては、リブ型の標準値が 6～8 dB
であり、本研究は同等である。消光比は損失とトレードオフであり、報告により様々であるが、本研究

でも変調損を増やせば消光比を 5 dB 以上に増やせるので、これも同等といえる。つまり、サイズと消費

電力で優位であり、損失と消光比は同等である。 
 
2.1.3.3 革新的光配線技術（京都大学） 

 光電子集積サーバへの展開として光導波路の三次元光配線技術において、垂直・水平および分岐も含

めた自在な伝搬機能に向けて向けて技術開発を行う。また、ナノ光共振器の Q 値を向上させつつ、複数

共振器結合系による光パルスバッファリング機能の高度化に向けて技術開発を行う。 
 
2.1.3.3.1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：三次元光配線技術において、層間方向への伝搬機能を実現する。また、光パ

ルスバッファリング機能の保持時間の増大（3ns 以上、光ナノ共振器 Q 値と

して 500 万以上）を実現する。 
平成 29 年度中間目標：垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。Q 値 700 万以上、2 共振

器結合系によるパルスバッファリング機能等を実現する。また、これらの検討

を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに、事業

化に対する課題を明確化する。 
 

2.1.3.3.2 スケジュール 
平成 24 年度は雰囲気の制御や新共振器構造を検討し Q 値を 500 万以上にまで向上させた。平成 25 年

度は、振器構造の精密な設計調整等を検討し、また断熱的制御によるバッファリングの可能性を検討し

た。平成 26 年~28 年度は、作製技術等の最適化を行って Q 値の向上を目指とともに断熱的制御に基づく

手法の実証とその高度化を目指した。立体的導波路による層間方向伝搬および外部空間の結合に関する

定量的な検討を行った。平成 29 年度には Q 値 700 万以上、2 共振器結合系によるパルスバッファリング

機能等の実現を目指す。また垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合の実現を目指す。 
 

2.1.3.3.3 アプローチ，特長技術 
フォトニック結晶中に生じる光の禁制帯であるフォトニックバンドギャップの効果を活用し、光を高

度に制御することで光情報をそのまま一時的に蓄積して、可変的に時間保持して光情報を遅延させるこ

とのできる技術や積層方向も含め三次元的に自在に光情報を配線できる技術等、光の潜在能力を余すこ

となく活用するための全く新たな光機能の創出を行い、これらの要求に答える。 
 

2.1.3.3.4 成果 
図Ⅲ-2.1.3.3-1(a)に示すように光子寿命にして 9.2ns、Q 値にして 1100 万という極めて損失の低いナ

ノ共振器を実現した。また同図(b)に示すように 3 つの共振器を用いた低損失な断熱的制御手法を提案し

80 m 離れた光共振器間で任意タイミングの光転送を 90%の効率で達成した。さらに三次元光配線の検

討においては、良好な特性をもつ層内導波路および層間接続導波路の設計・実証に加えて、併走導波路

間の結合長および交差導波路間のクロストークを解明した(同図(c))。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.3.3-1 (a)ナノ共振器の Q 値測定結果、(b)断熱光転送の実験結果、 
(c)3 次元光配線のクロストーク評価結果の一例 
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2.1.3.3.5 ベンチマーク 
フォトニック結晶ナノ共振器に関しては他グループでの最大Q値は 35~200万程度であるのに対して、

本研究においては 1100 万を達成しており、他を圧倒する高いレベルにあると言える。直接的光バッファ

リングに向けた断熱的制御を用いた光転送に関しては、ディレイラインを用いた固定遅延方式と異なり、

任意の可変遅延を実現できる上という優位性を持つ。三次元フォトニック結晶における層間方向伝搬に

関しては、もともと光波長における 3 次元結晶の作製自体に極めて高度な技術を要するため、他の競合

相手が少ないのに加え、100nm 以上の広い帯域をもち、かつその帯域で特異な分散を示さない導波路を

具体的に設計できているという点で他グループに比べ極めて優位にたっている。 
 
2.1.3.4 革新的光源技術（東京工業大学） 
光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光回路の再構成を可能とする回路プラット

フォームの CMOS 電子回路上への形成を目的として技術開発を行う。 
 
2.1.3.4.1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光回路の再構成を

可能とする光 FPGA の実現に向けた要素デバイスの実現及び高効率化技術と

して、ハイブリッド回路基板上 InP 半導体レーザの高効率動作（スロープ効

率 0.3W/A 以上）と同一基板上に増幅率 10dB 以上、飽和光出力が数 mW から

10mW 以上までの様々な光増幅器が並ぶアレイデバイスを実現する。 

平成 29 年度中間目標：光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光回路の再構成を

可能とする光 FPGA のコンセプトの基本的実証として、5 種類以上の光機能

回路の同一ハイブリッド回路基板上への集積を実現する。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに、

事業化に対する課題を明確化する。 
 
2.1.3.4.2 スケジュール 
光 FPGA のコンセプト実証のために、主に個別デバイスの設計った後、作製プロセスの確立を図り、

シリコン導波路上光増幅器アレイを試作する。後半は、複数光回路機能を同一基板上に形成する試作を

すすめる。そして平成 29 年度には光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光回路の再

構成を可能とする光 FPGA コンセプトの基本的実証として、5 種類以上の光機能回路の同一ハイブリッ

ド回路基板上への集積を実現する。 
 
2.1.3.4.3 アプローチ，特長技術 
将来的なインターコネクションでは、サーバには様々な回路要求が存在するため、ユーザ各自によっ

ても必要な光回路構成が異なる可能性がある。そのためにフィールドで自在に回路機能を切り替えるこ

とが可能な機能可変光回路（通称光 FPGA）の実現を目指している。大規模化、電子回路との親和性を

考えて Si 基板上にその光回路を形成することを前提とする必要がある。ただし、Si 材料は、その物性的

特性から十分な光利得を実現することが困難であるため、プラズマ活性化接合法を利用して低温で低ダ

メージに異種材料集積を実現する。この手法によって、並列、冗長的に様々な種類の III-V 族半導体/Si
ハイブリッド光部品（基本構成は半導体光増幅器(SOA)）を配置、導波路を接続するが、第 2 期の中では、

その要素となる個別部品の同一基板集積化を主目的とする。 
 
2.1.3.4.4 成果 

Si 導波路を有する SOI 基板上に InP 層を低温（接合温度 150°C）にてウェーハレベルで均一に接合す

る技術を確立し、ファブリペロハイブリッドレーザでの室温連続発振、接合部にテーパ構造を組み合わ

せ反射・散乱を解決し、リング共振器装荷型ハイブリッドレーザを作製し、リングに依存するスペクト

ル発振特性を得た。また、SOA と LD などの複数機能を集積することに成功した。 
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(a)                                         (b) 
図Ⅲ-2.1.3.4-1 プラズマ活性化接合による InP/SOI ハイブリッドレーザ 

(a) 室温連続動作 I-L 特性 (b)リング共振器装荷型ハイブリッドレーザの顕微鏡写真   

2.1.3.4.5 ベンチマーク 
機能を再構成可能な光回路を作製することは世界ではまだ提案されておらず、先駆的な取り組みと言

える。また、それを実現するためのプラズマ活性化接合によるハイブリッド構造の作製は低ダメージで

あるため将来の実用化のためには、信頼性の観点から有利であるといえ、実際に我々の提案した窒素を

利用したプラズマ活性化接合は、接合分野においても広く認知されつつある。 
 

2.1.3.5. 革新的光スイッチングデバイス技術（早稲田大学） 
光電子集積サーバ用の高効率光スイッチングデバイスへの展開として、低消費電力・高速・偏光無依

存シリコン光スイッチマトリクス、高速光信号処理デバイス、さらにハイブリッド集積ボンディング技

術を開発する。 

 
2.1.3.5.1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：小型シリコン光スイッチは 10mW 以下でのスイッチング動作、半導体光増

幅器とフィルタを用いて基本光論理動作、ハイブリッド集積用高精度位置

制御ボンディング技術(精度 20µm 以下)を達成する。 
平成29年度中間目標：光電子集積サーバ用の高効率光スイッチングデバイスへの展開として、低

消費電力4×4規模光スイッチマトリクス、高速光信号処理ヘテロ集積素子

の10Gbps動作、ハイブリッド集積用位置制御ボンディング技術を確立し、

光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに、事業化に対

する課題を明確化する。 
 

2.1.3.5.2 スケジュール 
 平成 24、25 年度は、シリコン高速光スイッチ、高速ラベル判断用高速光信号処理デバイス、さらにこ

れら光スイッチングを高機能化するためのハイブリッド光集積デバイスの開発の基礎検討を行った。平

成 26、27 年度は、考案したシリコン光スイッチについては低電流基本スイッチング動作を目指し、キャ

リア分布の課題に対する改善構造、偏光無依存構造について検討した。QD-SOA の高利得、超高速応答

特性及び集積回路用 QD 組成混合(QD)技術を確認した。ハイブリッド集積技術についてはシリコン・InP
基板間接合を検討した。平成 28 年度は、シリコン光スイッチの低消費電力化への特性向上を図った。

QD-SOA と QDI 導波路集積素子を実現した。ハイブリッド集積技術については、シリコン光導波路への

異種チップの逐次接合の条件を把握した。平成 29 年度は、シリコン光スイッチにおいて、4×4 規模低消

費電力光スイッチマトリクスの高速動作の実現を目指す。高速光信号処理デバイスの 10Gbps 光ラベル

判別用光論理動作を実証する。ハイブリッド集積用位置制御ボンディング技術を確立する。これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに、事業化に対する課題を明確

化にする。 
                                                                                                                                                                                                      

2.1.3.5.3 アプローチ，特長技術 
シリコン光スイッチについては、小型化、オフセットレススイッチング特性、そして偏光依存性の問

題を改善すべく、さらにシリコン内のキャリア拡散長を鑑みた改良版として屈折率平坦構造 MMI 型光ス
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イッチを考案した。マッハ・ツェンダ型についても、偏光無依存動作を目指した新規構造を提案した。

高速光信号処理デバイスは、1550nm 帯 QD-SOA のサブピコ秒超高速応答、基本光論理動作の実現、そ

してリング共振器フィルタのモノリシック集積構造の超高速光論理ゲート素子を提案している。そのた

めの量子ドットの組成混合(QDI)技術を確立することとした。さらに、LSI も含めてシリコンプラットフ

ォームに容易に光デバイスをハイブリッド集積する大気中低温ハイブリッド集積技術を提案した。 
 

2.1.3.5.4 成果 
シリコン光スイッチについて、マッハ・ツェンダ型において約 600ps の高速動作を実現するとともに（図

Ⅲ-2.1.3.5-1）、偏光無依存構造を提案し、各部分的に偏光無依存性を実証した。また小型光スイッチとし

て、屈折率平坦構造 MMI 型の提案、現在鋭意作製を進めている。高速光信号処理デバイスについては、

1550nm 帯 QD-SOA において約 35dB の高利得特性、1ps 以下の高速応答の達成、QDI 技術の確立、

QD-SOA とリング共振器をモノリシックに集積化したデバイスのレーザ発振に成功した。（図Ⅲ

-2.1.3.5-2(a),(b)）量子井戸(QW)を用いてラベル判定に必要な XNOR や AND の基本的光論理ゲート動作

を 10Gb/s の高速度で実現した。（同図(c)）Au 及びポリマー膜を用いた基板・チップ間大気中低温ハイブ

リッド逐次実装技術を開発した。 
 

2.1.3.5.5 ベンチマーク 
高効率・低消費電力な情報転送の点から有効なサーバへの本格的高速光スイッチの導入はまだ実現さ

れていないので新たな取り組みである。その際、シリコンマッハ・ツェンダ型光スイッチにおいて約 600ps
の高速応答を実現しており、また偏光無依存動作について単独素子としての実現はこれまでに無い。低

消費電力化に向けて作製技術依存性が高く、国内ファンドリの立ち上げを期待したい。光ラベル判定の

ための高速光信号処理デバイスは従来に報告がほとんど無く、次世代テーマとして光論理ゲートへの展

開を図りたい。ハイブリッド集積は大気中での作製技術はほとんど見られず、低コストな作製方法とし

て極めて有効と考えている。これら光スイッチ、光論理ゲート素子などを大気中ハイブリッド集積技術

によりシリコン導波路プラットフォームに集積化することにより高機能光電子集積サーバへの展開を進

める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

   (a)                        (a) 
 
 
 
 
 
    (b)                               (b) 
 
 
図Ⅲ-2.1.3.5-1 (a)偏光無依存マッハ・ツェンダ型  図Ⅲ-2.1.3.5-2 (a)1550nm 帯 QD-SOS と二重リング

シリコン光スイッチと(b)高速スイッチング動作 フィルタ集積デバイス、 (b)レーザ発振特性及び 
(c)QW における光論理動作スペクトル 

  

t
r
 ~ 650 ps,      t

f
 ~520 
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2.2 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 
2.2.1 システム化技術の全体像 

システム化技術では、前項① 「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」で開発した要素技術を、図

Ⅲ2.2.1-1 に示す実際の情報通信機器に適用するための技術開発を行う。開発にあたっては、適用分野毎

に下記に分類して研究開発を推進する。 
(a）サーバボードのシステム化技術 
(a-1)CPU 間光インターコネクト設計・試作（分室 1、分室 2） 
(a-2)CPU/記憶素子間の光インターコネクト設計・試作（分室 3） 
(b）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術（つくば集中研） 
(c)データセンタ間接続機器のシステム化技術（分散研） 
(d）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術（分室 4） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.1-1 システム化技術 
 
 システム化技術の全体像（研究開発体制）を図Ⅲ-2.2.1-2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.1-2 システム化技術の全体像（研究開発体制） 



   70  
           事業原簿 公開版 

2.2.1.1 中間目標と成果 
研究開発の進捗状況をまとめたものを表Ⅲ-2.2.1-1, 2,3 に示す。 
 

      表Ⅲ-2.2.1-1 光エレクトロニクス実装システム化技術の進捗状況 1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          

表Ⅲ-2.2.1-2 光エレクトロニクス実装システム化技術の進捗状況 2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発
2-1 光電子集積サーバシステム

テーマ H29年度末中間目標 主な成果状況
達成
度

2-1-1
ボード間接続機
器、筐体間接続

LSIと光トランシーバ（集積光I/Oコア）の接続構造
を決定し、FPGAまたはそれに類するLSIを搭載す
る基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたLSI搭
載基板間光接続を実現。

・集積光I/Oコアを使用したAOCの回路構成を決定する
と共に、集積光I/Oコアを基板に取り外し可能としたソ
ケット光モジュールを試作。

・開発したソケット光モジュールとLSI（FPGA）を搭載した
基板の試作を開始し、LSI搭載基板間光接続を実証。

○

2-1-2
サーバボードの
システム化技術

伝送スペックを満足する光インターコネクト技術を
選定、あるいは組合せることで、光電子集積サー
バボードにおける伝送機能の主要部分からなる
送受信部を試作し、要求スペックを満足する光伝
送を実証。

光電子集積インターポーザに積層型のストレージ
チップを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術
を確立。

・LSI(FPGA)と集積光I/Oコアを搭載したボードを試作し、
FPGA間を最大1.2Tbps（25Gbpsx24ch)で接続し、広帯
域、高密度、低電力を実証、また実アプリケーションを
動作しFPGA間を広帯域で接続する優位性を実証。

・ハイエンドサーバCPU間光接続用に、大規模LSIと小型
集積光トランシーバを同一のパッケージ基板に搭載す
る光I/O付LSI向けの光I/Oを試作し、800Gbps 
(=25Gbps x16ch 送受)を1cm2に収容する高密度光I/O
と、そのCPU基板上への搭載技術を実証。

・標準ストレージインターフェースに適合する二重閾値
AGC型光素子駆動ICを試作検証し、光I/Oﾓｼﾞｭｰﾙに組
込んで光接続SSDのシステム動作と5mW/Gbps以下の
低電力性を年度内達成見込み。

・ストレージ向け低コスト光I/Oモジュールとして、低コスト
シリコンインターポーサﾞ技術(化合物/Si)適用による裏
面光I/O型FO-WLP光モジュールの加工ﾌﾟﾛｾｽを確立し、
光I/O性能を検証。

◎

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達

テーマ H29年度末中間標 主な成果状況
達成
度

2-2-1
データセンタ間
接続機器のシス
テム化技術

（H28度末最終目標）
1) 要素技術のインテグレーションを行い、低電

力DSP-LSIを設計・試作・評価を実施。
2) 光送信デバイス・光受信デバイスの設計・試

作・評価を実施。
3) 試作したDSP-LSI、光送信デバイス・光受信

デバイスを搭載した100GbpsCFPトランシー
バを試作し、伝送特性を評価。

4) 超低電力DSP-LSIの詳細設計を実施。
5) 超小型集積化光ﾃﾞﾊﾞｲｽを実装するパッケー

ジ、これを搭載するCFP4級コヒーレントトラン
シーバのモックアップの試作・評価をそれぞ
れ実施。

1) 低電力DSP-LSIを試作し、従来比1/2となる20Wの電力
性能を確認。

2) 従来比で容積1/2以下となる集積光送受信デバイス、従
来比で容積1/3以下となる光受信器モジュールを試作し、
仕様を満足する良好な特性を確認。

3) プラガブルCFP-DCO、CFP2-ACOタイプの100 Gbpsデ
ジタルコヒーレントトランシーバを試作し、従来比で1/2
以下の小型化と従来比1/3の約30Wの低消費化を実現。

4) 10W前半の超低電力DSP-LSIを詳細設計。
5) 超小型集積化光デバイスを実装するパッケージの試作・

評価を行い、CFP4級トランシーバのモックアップ試作に
より、その実装特性を確認し本技術を確立。

H28年度最終目標を100%達成し、開発したDSP-LSI、集積
化光送受信テバイスは事業化済み。

◎

2-2-2
企業間ネット
ワーク接続機器
のシステム化技
術

シリコン光導波路をベースとする双方向多重用
合分波器と4波多重用合分波器を組み合わせ
て集積試作することにより10Gbps×4波×上り/
下りの一芯双方向多重動作をシリコンワンチッ
プ上で実証し、企業間ネットワークに適用する
ための波長多重（WDM）合分波器実用化のた
めの要求課題を抽出し、解決の目処を得。

・独自構成のWDMフィルタにより、双方向波長合分波器の
高アイソレーション40dBを実現。

・TWDM-PON用100GHz間隔AWGの低挿入損失1.2dBを実
現。

・横型PIN構造の導波路型GePDで、素子の長尺化により
1600nm以上の長波長帯におけるフラットな受光感度特性
を実現しつつ、遮断周波数17GHzの高速応答を得。

・新規スポットサイズコンバータとモジュール光結合構造の
最適化により、低損失の光ファイバ結合を実現。

・10Gbps×4波×上り/下りの一芯双方向多重動作をシリコ
ンワンチップ上で実証。

○

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発
2-2 光電子集積光通信システム

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達
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表Ⅲ-2.2.1-3 光エレクトロニクス実装システム化技術の進捗状況 3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

テーマ H29年末中間目標 主な成果状況
達成
度

2-3
国際標準化

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ
(Optical Internetworking Forum)、ＩＥＥＥ８０２．３
（Next gen 100G Optical Ethernet Study 
Group））に参画し、「キーメンバーコミュニティー」
おけるプレゼンスを確立。
１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバに
関する標準化を推進。
本プロジェクトの成果である光実装部品における
各種インターフェース等の標準化提案活動を行い、
実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提
案。

・OIFにおいて、小型光トランシーバ等に搭載する光部品
の標準化活動を行うとともに、LSI搭載インターポーザ
をサポートするインターフェース標準化のための戦略検
討に着手。合わせて、IEEE、ITU-T等の関連標準化動
向の情報収集を行うと共に、IECにおける光接続部品
のデジュール標準化提案。

・CFP4級デジタルコヒーレントトランシーバに搭載する超
小型光送受信デバイスなどの標準化を推進。53件の寄
書提案し、標準化議論をリード。

〇

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発
2-3 国際標準化

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達

③成果普及

テーマ 全体計画 主な活動状況
達成
度

成果普及

成果普及等のためのプログラムを実施し、光エレ
クトロニクス分野におけるイノベーション創出に向
けた周辺研究、人材育成、ビジョン形成等の活動
を推進。

・東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構にお
いて、大学院生を対象とした光エレクトロニクス分野に
関わる教育カリキュラム、学内外の学生や社会人を対
象としたフォトニクス・イノベーションセミナーやビジョン
ワークショップを継続。

・本研究開発の成果の普及に向けた調査・基礎研究を
継続。

〇
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2.2.2（ⅰ）システム化技術 
2.2.2.1 (a）サーバボードのシステム化技術 
 
2.2.2.1.(a-1) 中間目標 
 (a-1) CPU 間光インターコネクト設計・試作（分室 1、分室 2） 

平成 26 年度中間目標：CPU 間光インターコネクトに要求される伝送スペック（変調速度、多重度、

チャンネル数など）の基本事項を盛り込んだ 10Tbps 以上の高バンド幅で

25Gbps の高速変調速度を持つ光電子集積パッケージの回路実装冷却設計

を実施する。 
平成 29 年度中間目標：伝送スペックを満足する光インターコネクト技術を選定、あるいは組合せ

ることで、光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる

送受信部を試作し、スペックを満足する光伝送を実証する。 
(a-2) CPU/記憶素子間の光インターコネクト設計・試作（分室 3） 

平成 26 年度中間目標：光電子集積インターポーザと積層型ストレージチップ実装基板によるハイ

ブリッド型の光 I/O 付き SSD（評価用モジュール）を試作し、標準ストレ

ージインターフェースによる光接続ストレージ動作を検証する。 
平成 29 年度中間目標：光電子集積インターポーザに積層型のストレージチップを実装した光 I/O

付 SSD の実現技術を確立する。 
 

2.2.2.1.2 スケジュール 
 (a-1)(分室 1) スケジュール 

表Ⅲ-2.2.2.1-1 に平成 26 年度以降に開発した FPGA+光ボードのスケジュールを示す。平成 26、27 年

度は、LSI（FPGA）と集積光 I/O コアを同一のパッケージに搭載した 1 次評価ボード（FPGA-Simple）
を試作し、25Gbps 信号を 300m の光ファイバで接続しエラーフリー伝送を実証した。また、2 次評価ボ

ード（FPGA-Mid）を試作し、集積光 I/O コアを有効活用するアーキテクチャを検討した。 
平成28年度は光インターコネクションを有効活用するシステムに必要な機能及びアーキテクチャの有

効性を実証した。また、ハイエンドサーバにおける CPU 間の光インターコネクションとして 1.2Tbps
の帯域を目標とした光デバイスの構成および実装構造を検討し 3 次評価ボード（FPGA-Mid2）の試作を

開始した。 
平成 29 年度は、システム化に必要な機能及びアーキテクチャを有するサーバの試作（FPGA-Mid3）、

評価を行ない、主要送受信部を光化することで光エレクトロニクスが融合した光電子集積サーバボード

のシステム化を実証する。 
 

表Ⅲ-2.2.2.1-1 FPGA+光ボード開発スケジュール 
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 (a-1) (分室 2) スケジュール 
第一期（平成 24~26 年度）は、光インターコネクトを CPU 間接続に適用するための技術課題の抽出、

および基本要件を検討し、基本要件を満たす光デバイス構成や実装構造を有するシリコンフォトニクス

光送受信器の原理実証機を設計・試作し、25Gbps 動作を実証、5mW/Gbps の低消費電力を達成した。  
第 2 期（平成 27~29）年度は、実用化に向け、高密度実装技術、波長多重化技術を搭載した光 I/O コ

アを設計、試作し、1cm 角で 25Gbps x 16ch(400Gbps)の大容量光 I/O コア、波長多重による 1 レーン

100Gbps の大容量伝送を実証する。 
 
(a-2) CPU/記憶素子間の光インターコネクト設計・試作（分室 3） 
平成 24 年度は、光 I/O 付き SSD（Solid State Drive）実現に向けた仕様検討と要素試作を行った。平

成 25 年度は、標準ストレージインターフェース規格対応光素子駆動 IC の初期試作を行った。平成 26
年度は、ハイブリッド型光 I/O 付き SSD モジュールの試作とシステム機能確認を行った。平成 27 年度

は、光素子駆動 IC の特性安定化検討と低コスト光 I/O モジュールの設計を行った。平成 28 年度は、光

素子駆動 IC の低電力化検討と低コスト光 I/O モジュールの要素試作を行った。平成 29 年度は、高速低

消費電力光素子駆動 IC と低コスト光 I/O モジュールの試作検証を行う。 
 
2.2.2.1.3 アプローチ、特長技術 
(a-1) (分室 1)  
光電子集積パッケージとして LSI（FPGA）と集積光 I/O コアを同一のパッケージ上に実装し、かつ

LSI（FPGA）の直近に集積光 I/O コアを配置することで、高速電気信号の配線長を短縮することが可能

となり、伝送損失を補償する回路を必要とせず、インターフェース部の消費電力を低減できる。光電子

集積パッケージを搭載する光電子集積サーバボードを試作することで光伝送の有効性を実証する。 
 
(a-1) (分室 2) 
本プロジェクトでは、所望の総バンド幅を得るために、電気信号品質を維持できる電気配線長を実現

可能な実装形態、すなわち CPU パッケージ(PKG)基板上に光 I/O を高密度実装する技術を開発すること

を目標に据える。本 CPU パッケージ基板上の光 I/O 実装技術は、従来のボード上実装よりも数倍高密度

化することが特長である。 
 
(a-2) (分室 3)  
 システムユーザが光配線を意識することなく扱うことができ、システム実装やメンテナンスをこれま

でと同様に行うことが可能となる技術的親和性を確保するアプローチとしていく。このため、標準スト

レージインターフェース規格のまま光接続が可能になる技術の開発に取り組み、光配線化の加速のため

光 I/O モジュールの低コスト化技術にも取り組んでいく。標準ストレージインターフェースとして、市

場普及状況、ライン速度の高い SATA、SAS をモチーフとし、これらの規格に独特なリンク確立信号を

光化する技術を確立する。また、最大障壁の光 I/O コスト低減に向け、樹脂材料を用いた量産型ウェー

ハレベルパッケージによる光 I/O モジュールを開発する。 
 

2.2.2.1.4 成果 
(a-1) (分室 1) 
平成 26 年度は光電子集積パッケージ(集積光 I/O コアと FPGA を同一パッケージに搭載)を用いた 1 次

評価ボード（FPGA-Simple）を試作し、波形成型回路である CDR（Clock Data Recovery）等を入れず

に Back to Back 接続および 300m 光ファイバ接続でエラーフリー（BER：1e-12 以下）動作を確認した。 
平成 27年度は、図Ⅲ-2.2.2.1-1に示す光電子集積パッケージを搭載する 2次評価用ボード（FPGA-Mid）

を試作し、集積光 I/O コアを有効活用するアーキテクチャを検討した。FPGA 間の帯域（ch 数）を増や

すことで演算時間は帯域に反比例して短くなることを確認した。すなわち FPGA 間を集積光 I/O コアに

より広帯域に接続することで、FPGA 間ネットワークの伝送帯域のボトルネックが解消され演算器の性

能が発揮されることが分かる。 
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図Ⅲ-2.2.2.1-1 光電子集積パッケージと試作基板（FPGA-Mid） 
 

平成 28 年度は、図Ⅲ-2.2.2.1-2 に示すパッケージ上に 24ch 搭載可能な多 ch 光電子集積パッケージ（最

大帯域 1.2Tbps）搭載ボード（FPGA-Mid2）を試作した。FPGA-Simple 同様に外付け CDR 無しで複数

ch 同時動作での 25Gbps@300m 伝送でエラーフリーを実証した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  図Ⅲ-2.2.2.1-2 多 ch 光電子集積パッケージ(最大帯域 1.2Tbps)搭載ボード(FPGA-Mid2) 
 
平成 29 年度は、集積光 I/O コアの高集積化とシステム化に必要なアーキテクチャの有効性を実証する

ことを目的とするサーバボード（FPGA-Mid3）を試作する。本ボードは前年度までに試作した FPGA-Mid
及び FPGA-Mid2 の集大成であり、最大帯域 2.4Tbps を有し光エレクトロニクスが融合した光電子集積

サーバボードのシステム化の有効性を実証する。 
 
 (a-1) (分室 2)  

(1) CPU 間光インターコネクトの基本要件 
CPU 間光インターコネクトの基本要件を以下のとおり策定した。 
・総伝送帯域： 数 Tbps（CPU チップ 1 辺あたり）  
・伝送レート： 25 Gbps  
・CPU－光 I/O 間距離： 40 mm 以下 
・伝送密度： 40～80 Gbps/mm 
(2) 光 I/O の基本構造 

CPU-I/O の総バンド幅が増えるにつれ、電気信号品質や電源品質を維持するため、電気配線長は、極力

短い方が望ましい。そこで、図Ⅲ-2.2.2.1-3 に示すように、CPU からシリコンフォトニクスチップに至

るまでの電気配線長が最短で結べるようなチップ配置を考案した。 
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図Ⅲ-2.2.2.1-3  光 I/O の基本設計 (左): ブリッジ構造、(右): 改良ブリッジ構造 
 

(3) 高密度光 I/O 試作と評価 
前節の基本構造に基づき、高密度の電源・信号設計を行って、25Gbps x 16ch(=400Gbps)の光 I/O の

試作を行った。試作した光 I/O を図Ⅲ-2.2.2.1-4 に示す。光 I/O は改良ブリッジ実装構造となっており、

サイズは約 10mm x 11mm である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅲ-2.2.2.1-4 400Gbps 光 I/O コア評価基板概要 

 
試作した光 I/O評価基板の評価を実施した。送信器の全16chのアイ波形を図Ⅲ-2.2.2.1-5に示す。PRBS 

27-1 でのエラーフリー動作が得られている。受信器の全 16ch のビット誤り率のアイ等高線図を図Ⅲ

-2.2.2.1-6 に示す。全 ch で PRBS 231-1 でのエラーフリー動作が得られている。また、本 400Gbps 光 I/O
の動作電力は送受信合わせて 5.5mW/Gbps であることが示された。また、送信器内、受信器内の同時動

作時のクロストークペナルティが 1.7dB、1.4dB と低く抑えられており、優れた電源品質による同時スイ

ッチングノイズの抑制の効果であると考えられる。これらの結果より、本 400G 光 I/O が CPU パッケー

ジ上に搭載する高密度実装技術として有効であることが示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.1-5 400Gbps 光 I/O コア送信器アイ波形 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.1-6 400Gbps 光 I/O コア受信器 16ch 同時動作時の BER 等高線図 
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(a-2) (分室 3)  
平成 24 年度は、光 I/O 付き高速低消費電力 SSD の実現に向け、標準ストレージインターフェース規

格に適合する低コスト標準 CMOS（Complementary Metal Oxide Semiconductor）による光素子駆動回

路の仕様検討を行った。平成 25 年度は、標準ストレージインターフェース規格対応光素子駆動 IC の初

期試作と SATA 規格の OOB（Out of Band）信号（一般的光リンクで伝送不能）と高速 NRZ（Non Return 
to Zero）信号の伝送を両立する機能の確認を行った。平成 26 年度は、標準ストレージインターフェース

規格対応光素子駆動 IC による光 I/O モジュールを試作し、SSD と組み合せたハイブリッド型光 I/O 付き

SSD のシステム機能確認を行った。平成 27 年度は、標準ストレージインターフェース規格対応光素子駆

動 IC の標準 CMOS 特有の特性変動を抑制する回路を検討し、また、ストレージ向けの低コスト光 I/O
モジュールを設計検討した。光素子駆動 ICは、ウェーハ面内の特性分布を大幅抑制することに成功した。

平成 28 年度は、標準ストレージインターフェース規格対応光素子駆動 IC の高速化と電力削減化を設計

検討し、また、ストレージ向け低コスト光 I/O モジュールの要素検証試作を行った。光素子駆動 IC は、

SAS 規格に対応可能な高速化と 5mW/Gbps 以下の低消費電力化の見通しを得た。低コスト光 I/O モジュ

ールは、樹脂モールドによる低コスト量産型集積技術として FO-WLP（Fan-Out Wafer Level Package）
を検討し、ボード実装面と逆の樹脂モールド面に光 I/O 部を有する構造の加工プロセスを試作評価した。 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
     図Ⅲ-2.2.2.1-7 標準ストレージインターフェース規格互換光 I/O の動作検証結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.1-8 FO-WLP 型低コスト光 I/O モジュールの試作結果 
 
2.2.2.1.5 ベンチマーク 
(a-1) (分室 1) 

近年、高速の伝送速度を有する FPGA ボードが開発されつつある。PETRA で試作する FPGA-Mid3
ボードと市販 FPGA ボードの光伝送帯域、光モジュール消費電力、いずれも他社よりも優れている。 
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表Ⅲ-2.2.2.1-2 FPGA＋光モジュールのボード比較 

 
 

(a-1) (分室 2)  
今回の試作した400G光 I/Oを他機関のものと比較した。他の機関と比較して、今回の光 I/Oは400Gbps

という総帯域をシリコンフォトニクスと駆動回路を集積実装した光トランシーバエンジンの形態で初め

て示したものであり、かつ、帯域密度としても他機関の 2 倍以上高密度である。今回の光 I/O をパッケ

ージに搭載することで、パッケージ 1 辺 60mm 幅に 5 台の光 I/O を搭載して 2Tbps の伝送帯域を得るこ

とができる。これは総帯域として CPU に対し 1 辺 2Tbps、スイッチに対しては 4 辺 8Tbps に相当し、

それぞれ 2020 年の水準に達する。今後はさらに高密度化を行うため、PAM4 や WDM などの多値・多

重化技術を光 I/O に取り入れること、さらに高密度実装技術として光電子集積インターポーザを開発す

ることで、2025 年に必要な 10Tbps の帯域を目指す。 
 
(a-2) (分室 3)   

ストレージ向け光 I/O は、Si フォトニクスと駆動 IC 以外に受動部品、SoC（System on Chip）等、

大規模エレクトロニクスの集積が必要であり、配線品質、熱特性、サイズ等を満足しながらコストを抑

制するには有機基板パッケージより本研究の FO-WLP が圧倒的に有利となる。 
 
2.2.2.2 （b）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術 
2.2.2.2.1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：光トランシーバ（集積光 I/O コア）を基板上に搭載し、電気コネクタ、光

コネクタと結合して AOC を完成させ、筐体間での 100Gbps-400Gbps 伝送

の実用性実証を行う。光コネクタでは 100 芯一括接続構造を中心に 48 芯、

24芯や12芯等に適合可能な光コネクタ構造を決定する。光トランシーバ（集

積光 I/O コア）とロジック LSI 間の電気伝送に関し、標準化動向を考慮し

ながらインターフェース仕様を決定する。 
平成 29 年度中間目標：開発した実装要素技術を用いて試作を繰り返し、LSI と光トランシーバ（集

積光 I/O コア）の接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき

FPGA またはそれに類する LSI を搭載する基板を設計・試作し、光ケーブ

ルを用いた LSI 搭載基板間光接続を実現する。 
 

2.2.2.2.2 スケジュール 
平成 24 年度より集積光トランシーバ（I/O コア）を用いた AOC（Active Optical Cable）を実現する

実装構造（基板・冷却・光ファイバ接続構造）を検討し、平成 26 年度に AOC を試作した。平成 27 年

度は、AOC の一つである 4chTx+4chRx モジュール（QSFP）の標準仕様に従い集積光 I/O コアを搭載

し QSFP に必要な CDR（Clock Data Recovery）を含む回路を評価用ボードに組み込んで性能、機能評

価を行い、25Gbps の信号を 300m の光ファイバを介して伝送しエラーフリーを実証した。平成 28 年度

は、集積光トランシーバ（集積光 I/O コア）を搭載した光モジュールを用いてボード間および筐体間接

続を模した評価システムの仕様を検討すると共に、実用化に向けた性能、機能の検討を継続した。 
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平成 29 年度は、集積光トランシーバを搭載したボード間およびシステム筐体間に接続して性能、機能

および信頼性の実証を行うことで、光ケーブルを用いた LSI 搭載基板間光接続を実現する。 
 
2.2.2.2.3 アプローチ、特長技術 

AOC の入出力電気 I/F 仕様は標準規格で決められている一方で、AOC 内部の規定はなく、AOC 内部

の減衰を小さくすることが低消費電力と伝送特性改善につながる。ここでは AOC 内部の減衰改善を目的

に、AOC フォームファクタの小型化、基板小型化による配線長短縮、集積光 I/O コアと AOC 基板間の

接続構造を検討する。 
また集積光 I/O コア上の主な発熱源は、ドライバ（Drv）とレーザダイオード（LD）であり、放熱特

性の優れたシェル（保護を兼ねたカバーとそれに適した内部放熱機構）を開発する必要がある。放熱特

性の優れたシェルを開発するため、他社 AOC の熱分析を行い、シェル開発における課題を抽出し、本開

発へ向けたフィードバック検討を行った。 
 

2.2.2.2.4 成果 
集積光 I/O コアを QSFP のフォームファクタに準拠した構造に収まる光接続部品を開発した。光接続

部品は、ポリマー光導波路を用いた構造で、ミラーによる光路変換を実施し、低背化を実現し、集積光

I/O コアの光ピン ch 間距離 125µm にも対応可能である。また集積光 I/O コアの光入出力が 250µm ピッ

チになる場合（4chTx/Rx や 8chTRx）に光伝送特性を向上させた、レンズ付コネクタも開発した。 
集積光 I/O コア内の発熱源は、ドライバとレーザダイオードであり、この熱を効率よく除去するため、

高性能冷却機構を開発した。集積光 I/O コアと基板をカバーする構造として金属シェルを開発した。更

に集積光 I/O コアを挟み込むコンパクト放熱スプレッダを開発した。試作 QSFP を評価ボードに載せ温

度評価を行い、所望の冷却性能が出ることを確認した。 
CDR 回路を除くすべての機能、給電回路、制御用マイコン、LD ドライバ回路を QSFP 基板（サイズ：

70.6mm×16.4mm）上に搭載し QSFP フォームファクタのシェルに合わせた QSFP（図Ⅲ-2.2.2.2-1）を

試作した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.2-1 試作 QSFP 
 

 続いて QSFP 規格に合わせ CDR 機能を搭載するため、市販の CDR チップと集積光 I/O コアを接続し

た評価基板を試作し、伝送性能評価を実施した。TX チップと RX チップが搭載された評価基板を対向接

続し、CDR 無の場合と CDR 有の電気出力波形を比較し、CDR 有の方が波形が改善されることを確認し

た。 
 さらに AOC とは別に集積光 I/O コアを基板上で脱着接続可能で且つ LSI 近傍に実装可能な EOM
（Embeded Optical Module）としてソケット光モジュールを試作した。モジュール基板サイズは、

12mm×12mm、ソケットは、80 ピン（20×4 列、0.4mm ピッチ）として市販の EOM（20mm～25mm□
程度）より小型化を目指した。平成 29 年度は LSI 搭載基板間光接続を実証するため LSI（FPGA）とソ

ケット光モジュールを同一基板に搭載した評価基板の試作を開始した。複数基板間を光インターフェー

スで接続することで光インターフェースの有効性を実証する。  
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図Ⅲ-2.2.2.2-2 ソケット光モジュールと LSI 搭載基板 
 
2.2.2.2.5 ベンチマーク 
 PETRA で試作した EOM と市販 EOM の ch 当たりの伝送速度、ch 当たりの面積、ch 当たりの消費電

力等を比較した表を表Ⅲ-2.2.2.2-1 に示す。ch 当たりの周波数が 14Gbps と低いものもあるが、PETRA
試作品は消費電力、伝送距離の面では競合他社と比較し優れている。また ch 当たりの実装面積は FO 社

には劣るものの、他の 2 社には勝っており小型・高密度化の点でも同等以上である。 
 

表Ⅲ-2.2.2.2-1 EOM 比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2.2.2.3 (c)データセンタ間接続機器のシステム化技術 

 平成 28 年度の技術確立を目指し、技術開発を行う。 
 

2.2.2.3.1 中間目標 
平成 26 年度中間目標：平成 24、25 年度で調査検討したトランシーバ化要素技術と、１次試作の光

デバイス及び DSP-LSI を搭載したトランシーバの１次試作を行う。送信側

狭帯域化デジタル信号処理機能の動作検証、送信フロントエンド部の高周

波実装、デバイス制御動作検証を行う。また、今後の改良・完成度向上に

向けた指針・フィードバック事項を抽出する。 
 
平成 28 年度最終目標：CFP4 級トランシーバの基本設計を実施し、モックアップの試作により実

装特性を確認し、消費電力 30W 程度(トランシーバと DSP の合計電力)の
CFP4 級コヒーレントトランシーバ技術を確立させる。 

 

2.2.2.3.2 スケジュール 
表Ⅲ-2.2.2.3-1 に データセンタ間接続機器のシステム化技術の開発スケジュールを示す。 
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表Ⅲ-2.2.2.3-1 開発スケジュール 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.3-1 にデジタルコヒーレントトランシーバの開発ロードマップを示す。データセンタ間接続

用デジタルコヒーレントトランシーバは主にCFPと呼ぶクライアント側の規格に基づいて小型化が進め

られている。平成 26 年度には CFP-DCO、CFP2-ACO の開発を実施し、平成 28 年度までに CFP4 級ト

ランシーバの技術確立を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.3-1 デジタルコヒーレントトランシーバの開発ロードマップ 
 
2.2.2.3.3 アプローチ、特長技術 
 2.1.2.3(c)光エレクトロニクスインターフェース技術で研究開発を行った DSP-LSI、光送受信デバイス

を用いて小型トランシーバを構成する。高速信号インターフェースについてはトランシーバ内配置検討

結果をフィードバックし DSP-LSI の光送信側、光受信側、電気送受信側ピン配置を決定することで小型

トランシーバを実現する。また、光デバイスについては、OIF に提案し業界標準化を行った半導体光変

調器、光受信デバイスを用いることで CFP サイズでのデジタルコヒーレントトランシーバを実現可能と

する。 
 
2.2.2.3.4 成果 

CFP トランシーバの構成を図Ⅲ-2.2.2.3-2 に、外観を図Ⅲ-2.2.2.3-3 にそれぞれ示す。トランシーバの

消費電力は約 30W であり、当初目標値である 60W の 1/2 を実現した。DSP に搭載された誤り訂正機能

（G-FEC）を用いることにより 70km 伝送時には受信レベル-27dBm においてエラーフリー動作を確認した。 
平成 26 年度後半からは、CFP-DCO の更に半分のサイズ(108mm x 42mm x 12mm)となる CFP2-ACO

トランシーバの検討を行った。ACO とは Analog Coherent Optics の略称であり、最大の発熱源である

DSP-LSI をトランシーバの外部の PCB 上に実装することで、発熱体を分散配置させて送受信部の高密

度実装を実現しつつ、高価な光部品の部分をプラガブルトランシーバにすることで、帯域増加要求に合

わせてトランシーバを段階的に増設可能とする構成を特長とする。 CFP2-ACO トランシーバの構成図

と外観を図Ⅲ-2.2.2.3-4 に示す。 CFP2-ACO トランシーバと DSP-LSI-は PCB 上の高周波配線を介し

て接続されており 25GHz 程度の帯域を有している。図Ⅲ-2.2.2.3-5 に CFP2-ACO と DSP-LSI 間を接続

するPCB配線例を示す。放熱特性を考慮してCFP2-ACOとDSP-LSI間は数 cm間離して配置しており、

H24(’12)年度 8月～ H28(’16)年度H27(’15)年度H26(‘14)年度小項目 H25(’13)年度

デジタルコヒーレント
トランシーバモジュール
化技術

高周波実装等の
要素技術検討

基本設計、予備試作
評価

トランシーバ試作、
評価
CFP４級トランシーバ
基本検討

ＣＦＰ４級トランシーバ
基本設計

CFP４級トランシーバ
実装検討
モックアップ試作
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16GHz の信号減衰量は 5-7dB 程度が見込まれる。今回開発した DSP-LSI には信号スペクトルの狭窄化

を行うためのイコライザ機能を有する FIR フィルタを実装している。この FIR フィルタを PCB 配線の

周波数特性補正用のイコライザに適用することを検討した。送信側、受信側ともに 20GHz までほぼフラ

ットな周波数特性を実現可能であり、伝送性能を示す Q 値が改善されることを実測で確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.3-2 デジタルコヒーレント CFP トランシーバ構成図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.3-3 試作したデジタルコヒーレント CFP トランシーバの外観 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.3-4 CFP2-ACO トランシーバの構成と外観 
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図Ⅲ-2.2.2.3-5 CFP2-ACO と DSP-LSI 間を接続する PCB 配線例 

 平成 27 年度からは CFP-DCO の実装面積の 1/4(CFP2-ACO の 1/2)となる CFP4 級の ACO トランシ

ーバの実現性の検討を実施した。CFP8 ならびに OSFP の 2 種類のトランシーバのモックアップ試作

により、実装特性を確認し、CFP4 級トランシーバの基本技術の確立を行うことができた。 
上述の研究開発結果により、小型低消費電力デジタルコヒーレントトランシーバを開発し、所期の特

性が実現されていること、一層の小型化を目指した CFP4 級トランシーバの技術を確立させたことが示

され、平成 26 年度中間目標、平成 28 年度最終目標をそれぞれ 100%達成した。 

2.2.2.4 （d）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術 
2.2.2.4.1 中間目標 

平成 26 年度中間目標：シリコン光導波路をベースとする波長合分波器を、光源、受光器と組み合

わせて、1.25Gbps の一芯双方向光トランシーバを試作して、企業間ネット

ワークに適用するためのトランシーバに対する要求課題を抽出する。

平成 29 年度中間目標：シリコン光導波路をベースとする双方向多重用合分波器と 4 波多重用合分

波器を組み合わせて集積試作することにより 10Gbps×4 波×上り/下りの一

芯双方向多重動作をシリコンワンチップ上で実証し、企業間ネットワーク

に適用するための WDM 合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決

の目処を得る。

2.2.2.4.2 スケジュール 
平成 24～26 年度は、アナログフロントエンド(AFE)回路の方式検討、アイソレータフリー光源として

の利得結合型(GC-)DFB-LD の試作開発、量産を想定したパッケージ方式検討を行った。集積デバイス技

術で開発した集積チップを用いて、一芯双方向プロトタイプ光トランシーバを試作し、GE-PON 規格を

満足する送信特性を確認した。

平成 27 年度は、一芯双方向光トランシーバ用集積チップの特性改善と、低背型 CAN パッケージに一

体実装した一芯双方向光トランシーバの結合光学系最適化を行った。さらに，WDM-PON に向けて、

GC-DFB-LD の多波長化方針を定めるとともに、変調器用駆動回路の初期検討を行った。 
平成28年度は、送受一体型モジュールの光損失低減のための構造最適化を行うとともに、TWDM-PON

用一芯双方向光トランシーバのためのモジュール基本構成の検討を進めた。

平成 29 年度は、一芯双方向光トランシーバの実用性能を検証する。TWDM-PON への適用に向けて、

集積光プロトタイプチップとアナログフロントエンド回路を組み合わせた動作評価を行い、実用化のた

めの課題を明らかにする。

2.2.2.4.3 アプローチ，特長技術 
プロジェクトの H29 年度中間目標として、シリコン光導波路をベースとする波長合分波器を、光源、

変調器、受光器と組み合わせて、TWDM -PON ONU 用の一芯双方向光トランシーバを開発する。

TWDM-PON では、上り下り各 4 波長を多重して、１波長あたり 10 Gbps で、トータル 40 Gbps の通信

を行う。ONU 用トランシーバとしては、100GHz 間隔で四波長が規定されており、切替時間：10 μs～
25 ms（クラス 2 の場合）で、指定の波長をレーザ発振させる。高速切替実現のため、レーザ構造は、チ

ャネル切替式として、4 波長の DFB-LD をアレイ状に配置し、シリコン導波路と結合させる構造とした。

DFB-LD は反射戻り光の影響を受けるので、反射戻り光耐性を有する利得結合型 DFB-LD 構造とした。 
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2.2.2.4.4 成果 
企業間ネットワークに適用するための GE-PON 及び TWDM-PON 一芯双方向光トランシーバに向け

て、要素技術であるアイソレータフリーDFB-LD と光学実装、パッケージ技術を開発した。 
試作したアイソレータフリーDFB-LD を 1.244Gbps で直接変調し、IEEE 802.3(2008) に規定された

消光比とマスクパターンをクリアしたアイパターンを確認すると共に、反射戻り光耐性でも GE-PON 規

格を満足することを確認した。TWDM-PON 用には 4ch マルチストライプ LD チップ試作し、4ch のほ

ぼ均等な光出力を確認した。 
光学実装、パッケージ技術開発では、一芯双方向光送受信集積チップとアナログフロントエンド回路

を低背型 CAN パッケージに一体実装した一芯双方向光トランシーバモジュールを試作して、GE-PON
の規格を満たす良好な伝送特性を得た。新規スポットサイズコンバータの採用及び光結合構造の最適化

により、低損失の光ファイバ結合を実現した。 
試作したシリコンフォトニクスチップ(SiP)を用いて光モジュールの小型化・低消費電力化を実現させ

るために、GE-PON 用 SiP 用いて CAN 型のパッケージを採用し、モジュール試作して動特性を評価した。

IC ドライバの最適電圧を印加し、変調電圧 450 mV 駆動で、図Ⅲ-2.2.2.4-1に示す消光比 10.5ｄB の良好なア

イパターンが得られた。この時の平均光出力は、1.8 dBm で、既存の SFP モジュールの受信回路を用いて最小

受信感度-31.93 dBm と IEEE 802.3(2008)の規格を満たす値が得られた。さらに、-11dB の反射戻り光

（OFB）時、反射なしで 20km 伝送時と-11 dB の OFB で 20km 伝送時の BER を測定した結果を図Ⅲ

-2.2.2.4-2 に示す。いずれも IEEE 802.3(2008)に定義されている GE-PON の規格を満たす良好な伝送特

性が得られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.2.4-1 モジュール出力のアイパターン      図Ⅲ-2.2.2.4-2 BER 測定結果 
 

TWDM-PON 用には、前記 2.1.2.2（b）光エレクトロニクス集積デバイス技術 ウ）多重化技術②で

開発した、上り 4ch/下り 4ch 一芯双方向送受信集積チップを、図Ⅲ-2.2.2.4-3 に示す小型モジュールに実

装した。上り 4ch/下り 4ch の信号を取り出すための回路ボードと、シングルモードファイバに対して高

い光結合効率を確保するためのモード変換レセプタクルを具えている。モード変換レセプタクルと集積

チップ側のスポットサイズ変換器の組み合わせにより、光結合効率は最大-2.2dB であり低損失で結合で

きることを確認した。今年度中に動作実証を行う予定である。 
さらに回路ボードを SFP+パッケージに収納できるように小型設計を行い、TWDM-PON システムに

おける光送受信モジュールの小型化・低消費電力化を目指す。 
 

 
図Ⅲ-2.2.2.4-3  TWDM-PON 用光送受信モジュール 
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2.2.2.4.5 ベンチマーク 
LD 結合損失で 4 dB 以下の結合損失が見込めることから外部ファイバとシリコンフォトニクスの結合

損失を 2.5 dB 以下に抑えることで PON システムの仕様を満たすことができる。現在の各社の開発状況

を表Ⅲ-2.2.2.4-1 にまとめた。A、C 社においては、シリコンフォトニクス側の出力光を複雑なスポット

サイズコンバータを用いることで、通常の SMF と同等のモードフィールド径まで広げている。一方 B、

D 社においては、シリコンフォトニクス側のモードフィールド径は一定に収めておき受け側のファイバ

のモードフィールド径を縮小することによって低結合損失を実現していることがわかる。素性のよいモ

ードフィールド変換ファイバを用いて、シリコンフォトニクス側のモードフィールド径を最適化するこ

とにより波長範囲 1524~1610nm にて結合損失 2.5 dB 以下及び PDL0.5 dB 以下を実現できる。 
 

表Ⅲ-2.2.2.4-1 光学実装技術の比較 

Organization Fiber Thickness of top Si 
Coupling Loss 

PDL wavelength 
TE TM 

A Cleaved SMF 220nm 1.5 dB 2.1 dB 0.6 dB 1550nm 

B High index fiber 300nm 0.8 dB 1.3 dB 0.5 dB 1550nm 

C Cleaved SMF 150nm 0.95 dB 1.3 dB 0.35 dB 1310nm 

D Mode Conversion Fiber 220nm 2.0 dB N.A. N.A. 1550nm 

 

2.2.3 （ⅱ）国際標準化 
2.2.3.1 国際標準化 
本プロジェクトの成果である光実装部品／システムのグローバル展開に向け、事業化の観点から本プ

ロジェクトの成果を、我が国で保持すべき技術としてブラックボックス化すべき部分と、オープンにし

て広く普及を図るべき部分に切り分け 、オープン部分の国際標準化を図る。具体的には、インターフェ

ースのフォーラム標準化を主導的に推進する。標準化に当たっては、国際標準化委員会を通じて、プロ

ジェクト以外の国内企業とも連携していく。 
 
2.2.3.1.1 中間目標  

平成 26 年度中間目標：光インターコネクトに関する二つの標準化団体（OIF、IEEE802.3）に参

画し、人的ネットワークを構築し、「キーメンバコミュニティー」でプレ

ゼンスを得る。これにより、標準化活動を展開するための一定の地位を確

保する。さらに OIF Next Generation Interconnect Implementation 
Agreement (IA)に光 I/O コアの仕様を盛り込む。 

平成 29 年度中間目標：本プロジェクトの研究開発成果である光実装部品の事業化を目指し、OIF、
IEEE802.3 で、各種インターフェースのデファクト標準化提案活動を行い、

実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。具体的には、LSI
搭載インターポーザをサポートする OIF チップ間インターフェース IA を

提案する。 
 
2.2.3.1.2 スケジュール 

第一期（平成 24 年度から 26 年度）においては、OIF 及び IEEE802.3 の二つのフォーラム標準化団体

に参加し、主要メンバーへの本プロジェクトの認知を図るとともに、平成 26 年度中間目標の OIF Next 
Generation Interconnect IA に光トランシーバ（光 I/O コア）の仕様を盛り込むために、OIF Next 
Generation Interconnect Framework IA でプレゼンスを形成した。 
第二期（平成 27 年度から 29 年度）においては、引き続き光 I/O コアについては、光電子集積インタ

ーポーザへの適用を図り、国内外の有力企業と協調しながら搭載する光部品のインターフェース部につ

いて寄書提案を行い、フォーラム標準化を主導的に推進する。100Gbps デジタルコヒーレント光トラン
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シーバについては、搭載する光部品の標準化活動として寄書提案を行うとともに、光トランシーバの IA
リリースを目指す。併せて、各団体、組織等における標準化のための情報を収集する。 

 
        表Ⅲ-2.2.3.1-1 国際標準化スケジュール 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
2.2.3.1.3 アプローチ、特長技術 
本活動においては、本プロジェクトの成果である光実装部品／システムのグローバル展開に向け、事

業化の観点から本プロジェクトの成果を、我が国で保持すべき技術としてブラックボックス化すべき部

分と、オープンにして広く普及を図るべき部分に切り分け 、オープン部分の国際標準化を図る。具体的

には、OIF（Optical Internetworking Forum）及び IEEE802.3（100G/400G イーサネット）等のフォ

ーラム標準化団体において、事業化戦略、知財戦略と協調しながら、標準化活動を行い、インターフェ

ースのフォーラム標準化を主導的に推進する。標準化に当たっては、国内外の有力企業と協調しながら

進める。さらに、コンソーシアムを通じて、プロジェクト以外の国内企業とも連携していく。 
 
2.2.2.1.4. 成果 
平成 24 年度は、OIF 及び IEEE802.3 の二つのフォーラム標準化団体に参加し、主要メンバーへの本プロ

ジェクトの認知を図るとともに、平成 26 年度中間目標の OIF Next Generation Interconnect IA に光トラン

シーバ（光 I/O コア）の仕様を盛り込むために、OIF Next Generation Interconnect Framework IA で

プレゼンスを形成した。平成 25 年度は引き続き OIF でのプレゼンス向上を図り、小型光トランシーバ

に関する寄書 3 件を提案した。平成 26 年度には光トランシーバのインターフェース速度が 28Gbps から

56Gbps にシフトし、IEEE802.3 では 400 ギガイーサネットの標準化が主体となった。これに伴い、OIF
では光 I/O コアの低消費電力性を生かした電気インターフェースの提案を行うとともに、高密度化を支

える活動として、新たに IEC において光 I/O コアのチップスケールパッケージの標準化提案を行った。 
このパッケージ標準の提案が採用され、平成 27 年度から 29 年度はプロジェクトリーダとして、光 I/O

コアのパッケージを標準案として標準化を主導している。IEC ではパッケージの他、高密度光ファイバ

アレイや光コネクタの標準化提案を行い、高密度光実装に必要となる光コンポーネントの標準化を主導

している。応用に関しては、平成 27 年度からオンボード光トランシーバの標準化を行う COBO に参加

し、データセンタの高速光インターコネクトに適用する小型光モジュールの標準化議論に参加し、光 I/O
コアの小型高密度パッケージをベースとする次世代の光電子インターポーザの標準化に向けた議論を進

めている。  
 

表Ⅲ-2.2.3.1-2 標準化寄書の件数 

2012 年度 2 
2013 年度 4 
2014 年度 2 
2015 年度 3 
2016 年度 7 
2017 年度 1 
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データセンタ間接続機器向けに開発する小型トランシーバに関し、OIF において変調器、受信フロン

トエンドの要求性能や小型デジタルコヒーレントトランシーバに関連した多数の寄書提案を行った。こ

のうち、4 インチ x 5 インチの小型デジタルコヒーレントトランシーバについては標準化プロジェクトの

リーダを務め、標準化文書である IA(Implementation Agreement)のエディタを担当して発行を行った

(平成 25 年 8 月)。 
さらに小型化されたトランシーバや光部品についても引き続き国内外の有力企業と協調しながら寄書

提案を行い、OIF での標準化を主導的に推進した。図Ⅲ-2.2.3.1-1 に OIF 寄書提案数の推移を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.2.3.1-1OIF 寄書提案数の推移 
 
2.2.3.1.5 ベンチマーク 
本プロジェクトの光 I/O コアの応用事業展開を見据え、LSI と光モジュール間の電気インターフェー

スおよび、光学エンジン、光電子集積インターポーザを定義するプロジェクトに参画している。 光ト

ランシーバの標準化は装置パネルに挿抜するタイプの AOC（アクティブ光ケーブル）は電気インターフ

ェース、モジュールパッケージの標準化がほぼ完了し、本プロジェクトの光 I/O コアも仕様を合わせた

開発を進めている。現在、LSI と光インターフェースをボード上で実装する光学エンジンの標準化が進

行中であり、仕様策定メンバーとして参画することで、光 I/O コアのインターフェースを世界標準とす

るべく活動している。光 I/O コアの低消費電力性をメンバーにアピールすることで、光学エンジンとそ

の次の光電子集積インターポーザの標準化をリードする。光 I/O コアの特徴である、低消費電力と高密

度実装は、幅広い応用が期待されており、これを推進するための標準化活動として、パッケージのサイ

ズやピン配置といった機械仕様、光ファイバやコネクタとの接続方法を共通化する戦略をとっている。 
現在、IEC における共通パッケージの標準化は我々の他に欧州からの提案があるが、まだ標準化は始

まっておらず、本プロジェクトが先行している。さらに光 I/O コアパッケージを応用した光トランシー

バの高密度化に向けた、光ファイバや光コネクタの提案も先行して提案しており、光学エンジンや光電

子集積インターポーザの標準化をリードしている。 
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2.3 成果普及活動 
2.3.1 全体成果 

平成 27 年度より、プロジェクト内で共有されてきた研究開発成果の共通基盤技術を、一般のユーザ、

研究者、学生等へ幅広く普及させるために、光エレクトロニクス分野に関わる学術的な教育、基礎研究

を俯瞰する立場にある東京大学において、成果普及、人材育成に向けたプログラム「フォトニクスイノ

ベーション共創プログラム」を実施した。 
本プログラムでは、光エレクトロニクス分野におけるイノベーション創出に向けた人材育成、将来ビ

ジョン形成、周辺研究の活動を推進した。具体的には、東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機

構において実施している大学院生を対象としたフォトクス技術領域の教育カリキュラムである「ナノ量

子情報エレクトロニクス特論」及び学内外の学生と社会人のためのフォトニクスに関しての公開セミナ

ー「フォトニクス・イノベーションセミナー」と将来ビジョンの形成のための「フォトニクスイノベー

ション・ビジョンワークショップ」を開催している。併行して、本研究開発の成果普及に向けての調査

と基礎研究を継続的に実施した。以下に目標、成果について述べる。 
 

2.3.1.1 目標 
東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構において、プロジェクト成果の普及のための人材育

成並びに成果普及を図ると同時に、将来の社会実装に向けたビジョン形成を行う。また、周辺研究とし

て将来の成果の発展のための基盤的研究を実施する。 
大学院生を対象とした光エレクトロニクス分野に関わる教育カリキュラム「ナノ量子情報エレクトロ

ニクス特論」および学内外の学生や社会人を対象とした公開セミナー「フォトニクス・イノベーション

セミナー」を継続的に実施してプロジェクト成果の活用および当該領域の研究開発及び社会実装を推進

する人材を育成するとともに、「フォトニクスイにベーション・ビジョンワークショップ」を開催して社

会実装に向けたビジョンの醸成を図る。また、周辺研究として基盤的研究を行い、その成果を応用研究

につなげる。 
 
2.3.1.2．スケジュール 
 人材育成、将来ビジョン形成、周辺研究は、以下のスケジュールで実施する。 
 平成 27 年度より、「フォトニクスイノベーション共創プログラム」を開始して、大学院教育カリキュ

ラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」を４企業における企業集中講義を含めて実施した。フォト

ニクス分野の人材教育としてフォトニクス・イノベーションセミナーを開催した。また、プロジェクト

成果の社会実装のための将来ビジョン形成に向けてフォトニクスイノベーション・ビジョンワークショ

ップを開催した。周辺研究として、ナノワイヤ中に量子ドットを積層する技術を元に、光電子融合集積

回路へ直接実装可能な微小レーザ光源の開発を行った。また、新光配線アーキテクチャの検討および超

小型・超低損型のコンピューティング技術に関する将来ビジョン検討を行った。 平成 28 年度は、引き

続き大学院講義「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」を行い、フォトニクス・イノベーションセミナ

ーを実施してより広範な人材の育成とフォトニクス技術の啓蒙を行った。フォトニクスイノベーショ

ン・ビジョンワークショップを開催してクラウドおよびエッジコンピューティングへのフォトニクス技

術の応用展開を議論して、当該分野におけるフォトニクス技術のビジョン形成を図ると同時に、両分野

間の交流の機会を創出した。周辺研究としては、フォトニック結晶と量子ドット構造を組み合わせたナ

ノ構造を用いて、光電子融合システムの低消費電力化をもたらす無閾値レーザ発振の実証を目指した。

光配線アーキテクチャ及びコンピューティング技術について、それまでの検討とビジョンワークショッ

プの結果を加味して、検討を進めた。平成 29 年度は、フォトニクス・イノベーションセミナーを開催し

てフォトニクス分野、殊に光電子集積技術の一層の理解を深め、新たな人材の育成を行っている。フォ

トニクス分野のビジョン形成として、フォトニクスイノベーション・ビジョンワークショップにおける

フォトニクス技術の次世代コンピューティングとAI-IoTへの展開と新たな社会価値創造に向けた議論を

通じてビジョン形成を行っている。これまでの周辺研究で培った基盤技術の応用技術への展開を行って

いる。本活動の成果を総合的に活用して超小型・超低損型のコンピューティング技術に関する将来ビジ

ョンの形成を図っている。 
 
2.3.1.3  アプローチ 
 フォトニクスイノベーション共創プログラムでは、以下の課題について成果普及活動を行う。 
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（a） 人材育成 
(ア) 企業集中講義を含む大学院教育カリキュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」 
(イ) 学内外の学生と社会人のためのフォトニクスに関する公開セミナー「フォトニクス・イノベ

ーションセミナー」 
（b） 将来ビジョン形成 

(ア) プロジェクト成果の社会実装に向けた将来ビジョンの形成のための「フォトニクスイノベー

ション・ビジョンワークショップ」 
（c） 周辺研究 

(ア) フォトニクス領域の基盤的研究 
(イ) 光配線アーキテクチャの検討と応用に関するビジョン検討 

 
2.3.1.4．成果 
 「フォトニクスイノベーション共創プログラム」においては、プロジェクト成果の普及と普及を支え

る人材の育成を目指して活動した。将来の本分野を支える人材の育成として実施した大学院生向けカリ

キュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」は、光エレクトロニクスのみならず、物理学、半導体

工学、情報科学など工学、理学、数理科学などを含む講義によるフォトニクスの成果の普及を担う高度

な人材の育成となった。また、企業における集中講義を各年度に 4 回実施することで企業研究に直接触

れる機会を設けて産業を意識した研究の在り方を学ぶことで成果普及に実践的に貢献する人材を育成し

た。  
フォトニクス・イノベーションセミナーにおいては、平成 27 年度に 3 回のセミナー、平成 28 年度は

5 回のセミナーを開催して、延べ 513 名の参加を得た。フォトニクスの先端的技術、光電子融合技術や

それらのシステム応用に至る分野の講義を行い、社会人を含むフォトニクス技術の研究者のみならず多

くの広範な分野からの参加者を得て、プロジェクト成果の啓蒙とフォトニクス分野の人材教育としての

機能を果たした。平成 29 年度は、4 回のセミナーの開催を行うことで、一層の人材育成の強化を行う。 
フォトニクスイノベーション・ビジョンワークショップにおいては、将来のコンピューティングの動

向とフォトニクス技術の有効的な展開を図るべく、両分野間の交流を図り、スーパーコンピューティン

グにおける光電子集積技術の役割やネットワークコンピューティングの物理層におけるフォトニクス技

術の展開と社会価値創造に関しての議論の場として、ビジョン形成に貢献した。第 1 回のワークショッ

プにおいてはスーパーコンピュータにおけるフォトニクス技術の活用に関する相互の課題の認識と今後

の取り組むべき技術開発の共有化が進んだ。第 2 回においては、クラウド/エッジコンピューティングと

フォトニクス技術についての議論が行われ、超並列コンピュータにおける光スイッチングを含む光イン

ターコネクションネットワークの技術的課題などの共有化が進んだ。第 3 回においては、ビッグデータ

社会を背景にした AI-IoT の普及に向けたフォトニクス技術の活用についての議論が展開されて、スーパ

ーコンピュータアーキテクチャからポストムーア則 LSI や深層学習・強化学習の広範な分野の発展と社

会価値創造を俯瞰しながらフォトニクス技術の活用ビジョンの醸成を図った。 
周辺研究においては、量子ドット本来の超低消費電力・高温度安定性などの特長を備えつつ高密度集

積が可能な超小型・高性能レーザを目指して、ナノワイヤ量子ドットレーザおよびリング共振器型量子

ドットプラズモンレーザを実現した。また、光 TSV 等の 3 次元光配線については、シングルモードポリ

マー光導波路とシリコンフォトニクス集積回路の 3 次元光配線実装に関して検討し、シリコンフォトニ

クス集積回路をプリント基板に埋め込むことで小型・高結合効率を実現する方式を提案した。さらに、

ビジョン形成については、ビジョンワークショップにおける議論と低電力型プロセッサのロードマップ

などを反映しつつ、IoT 時代のコンピューティングにおけるフォトニクス技術と社会価値に関するビジョ

ン策定作業を進めた。    
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Ⅳ 実用化、事業化に向けての見通し及び取組について 

1. 実用化、事業化の見通し及び取組について 
 新会社と組合員企業により、実装部品とシステムの二方向から事業化を推進する。 
 
1.1 光 I/O コア等 
第一期の超小型光トランシーバ（光 I/O コア）を製造・販売する会社として H29 年 4 月に新設分割株

式会社を設立した。光 I/O コアの消費電力（5mW/Gbps）は、現在、他社から公開されている次期製品

と比較しても 1/2 以下の低消費電力化を実現している。サイズ 5mm×5mm で 25Gbps×12ch の光送信・

受信機能を搭載しており、帯域密度で換算した場合 1.2Tbps/cm2となり、他社の 10 倍以上の帯域密度と

なる。更に、-40℃から 85℃の広い温度範囲で 25Gbps 動作を実現している点も他社に比べて優位性があ

る。小型、高密度、広温度動作の優位性を活かしコネクタケーブルや基板へ組み込み、サーバ間光接続

や高精細画像伝送への適用を目指している。 
また、開発と併行して生産・供給ルート等のデザインも同時に検討を進めた。新設分割株式会社はフ

ァブレスのチップベンダを想定しており、デバイス・後工程ファブの構築を進めた。CMOS ファブで光

集積ウェーハを製造し、後工程ファブにて光 I/O コアに仕上げるモデルとなる。 
以上述べたように、光 I/O コアの事業化を通して、基盤技術の確立だけでなく、事業化時の仕組みつ

くりも併行して進めた。これらの仕組みは光 I/O 付 LSI 基板、光電子集積インターポーザの事業化に向

けての仕組みの構築の基盤になる。 
 
1.2 デジタルコヒーレントトランシーバ 
研究開発スタート時には、平成 28 年度までにルータ、スイッチなどのネットワークインターフェーイ

スカード(NIC)に直接搭載する低電力・小形の 100G デジタルコヒーレントトランシーバと、これを実現

するための DSP-LSI ならびに小型光送受信デバイスに関する基盤技術を開発し、平成 29 年から実用化・

事業化を実施することを想定していた。しかしながら、北米ベンチャー企業 2 社から上記領域に向けた

DSP-LSI や小型デジタルコヒーレントトランシーバの事業化のアナウンスが平成 26 年 3 月に相次いで

なされるなど、技術開発競争が急速に激化してきた。データセンタネットワーク向けの小型デジタルコ

ヒーレントトランシーバは、OIF で標準化が行われており、いち早く市場投入を行ってユーザの囲い込

みを行うことが事業化の成功要因となる。この様な外部環境の急速な変化を踏まえ、先行者利益の高い

市場で競争力を確保するため、本事業委託元である NEDO の了解の下に、平成 26 年度までに得られた

研究開発成果を先行事業化することを決定した。 
 
1.2.1  DSP-LSI、小型光送受信デバイス 
技術開発成果を平成 26 年 4 月から 8 月にかけて参加企業に移転した。参加企業では事業化に向けた開

発を行い、平成 26 年 9 月からサンプル提供を開始し、平成 27 年 1 月から事業化を開始した。 
 
1.2.3 小型トランシーバ、小型ラインカード 
 技術開発成果を参加企業の関係会社に移転した。FOC では事業化に向けた開発を行い、4 インチ×5
インチ MSA、CFP-DCO MSA は平成 27 年 1 月から事業化を開始した。次いで、CFP2-ACO について

も平成 27 年 9 月から事業化を開始した。 
参加企業では事業化された DSP-LSI や小型光送受信デバイスを適用して従来の 1/4 のサイズとなる小

型 100G 伝送装置の開発を進め事業化した。 
 
1.3 PON システム 
近年、携帯電話に代表されるモバイルネットワークが急速に進展する一方で、サーバの能力の飛躍的

な向上により，クラウドコンピューティングが進展している。それに伴い、従来のコンピュータだけで

はなく、モバイル端末やテレビ、種々のセンサ等がインターネットに接続される、いわゆる『物のイン

ターネット』(Internet of Things; IoT)が急速に普及するものと期待されている。 
IoT の急速な普及に伴い、平成 32 年には全世界で 500 億台の情報機器がネットワークにつながるとも

予想されている。図Ⅳ-1.3-1 に IoT を支えるネットワーク構成の概要を示す。膨大な数のセンサや端末

装置につながる IoT ネットワークの末端を担うことを期待されるのが、現在規格策定が進められている

第５世代モバイルネットワーク（5G モバイル）である。5G モバイル規格では、端末通信速度は最大
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10Gbps に高速化され、細分化したアンテナエリア（スモールセル）を従来の 100 倍程度に高密度に配置

して 1km2当たり約 100 万台の多数端末接続を想定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅳ-1.3-1 IoT を支える 5G モバイルネットワーク 
 
多数のスモールセルアンテナを結ぶフロントホールネットワークにはパッシブ光ネットワーク(PON)

の構成を用いてスモールセルアンテナを既存の光アクセスファイバ網に収容する方式が設備コストの観

点から有望である。これを実現するためには ONU を小さなアンテナ装置に組み込むことが求められ、シ

リコンフォトニクス技術を応用した超小型 ONU の実現が期待される。事業化のターゲットは、5G モバ

イルネットワーク向け ONU に用いる TWDM-PON 双方向光トランシーバであり、平成 34 年頃に予想

される 5G モバイルサービスの本格的な立ち上がりに合わせて製品投入する計画である。 
 

1.4 光 I/O 付 SSD 
標準ストレージインターフェース規格対応光 I/O 技術、ストレージ向け低コスト光 I/O モジュール技

術など、PJ 開発成果を光 I/O 付き SSD の事業化推進に活用していく予定である。 
 

1.5 サーバ応用 1 
 集積光 I/O コアは H28 年度には ES（エンジニアリングサンプル）レベルまで完成しており、H29 年

度では CS（カスタマーサンプル）レベルの供給開始を見込んでいる。 
 上記、集積光 I/O コアの ES 品と FPGA（Field Programmable Gate Array）を同一パッケージに搭載

した FPGA+光ボードを試作し、実際のアプリケーションを動作させ、光インターフェースにより FPGA
間を広帯域で接続することで、既存サーバ（Xeon）に比べ実効性能が向上することを示してきた。 
 昨今、注目を集めている人工知能（AI：Artificial Intelligence）や、深層学習（Deep Learning）向け

のアクセラレータとして FPGA+光の有効性の検証を進め、ボードを試作し具体的用途の検討を促進する

と共に、市場動向や競合他社の動向を見据えタイムリーに実用化できるよう検討・開発を行う。 
 併行して集積光 I/O コアを量産化レベルに仕上げるための信頼性確認、歩留まり向上を新会社（アイ

オーコア）と協力し進めると共に、集積光 I/O コアをより使いやすく、汎用的な部品とするための検討

も進める。具体的には、集積光 I/O コアは 5mm×5mm と小さく、実装密度があがるが基板へ直接はん

だ付けやワイヤボンディン等で接続するため、交換が容易に出来ない課題もある。実用化のためには一

般ユーザが取り扱いやすい形態も必須と考え、ソケットにより交換が容易となるモジュール化の検討も

進める。また光ファイバ接続に関しても、現状の Active 接続（調芯）から Passive 接続への移行も進め

る。 
 
1.6 サーバ応用 2 

本プロジェクトで開発しているプロセッサ間光インターコネクト技術は弊社高性能サーバその次世代

の差別化技術として期待している。本プロジェクトで開発する技術を他社に先駆けていち早く事業化す

るために、開発初期段階から、本プロジェクト員とサーバ事業部門とで定期的に情報交換を行っており、

また、サーバ事業部へ光 I/O を供給するサプライチェーンとして、弊社内の事業部と連携して検討を進

めている。 
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（Ａ）プロジェクト基本計画 

 
 プロジェクト基本計画は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ

と表記する）のプロジェクトを効率的かつ効果的に実施するために、次に掲げるプロジェクトの基本

事項を定めたものである。 
① プロジェクトの目的、目標及び内容 
② プロジェクトの実施方式 
③ 研究開発の実施期間 
④ 評価に関する事項 
⑤ その他の重要事項 
 

 基本計画は、原則として全研究開発期間に亘り有効であるが、技術評価の結果や内外の研究開発動

向・政策動向、研究開発予算の確保状況等の外部状況変化、あるいは研究体制、当該研究開発の進捗

状況等の内部変化に応じて、適宜・適切にその内容を変更する。 
 本プロジェクト「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の基本計画1を次ペー

ジ以降に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
1 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画： 
http://www.nedo.go.jp/content/100749254.pdf  
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Ｐ１３００４ 

 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

１． 研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

クラウドコンピューティングの進展によりデータセンタなどにおける情報処理量や通信トラフ

ィックが指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されている。現状技術の延長で

はデータ伝送に係る電力消費量は増加し続け、平成３７年には４倍の２５００億 ｋＷｈ（現在の

国内電力消費量全体の４分の１）に膨らむと見込まれている。このため、情報処理機器・装置の

低消費電力化と高速化を両立できる技術の開発を進める必要がある。 

 

②我が国を取り巻く状況 

電子機器に用いられている電気配線では、データ伝送量や伝送距離の増加に伴い信号伝送の損

失が大きくなるのに対して、光配線によるデータ伝送では、それらが増大しても損失は一定であ

り、消費電力の増加は極めて小さいというメリットがある。そのため、光配線技術は半導体分野

の主要なグローバル企業が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高速化技術として有力視

しており、開発競争が繰り広げられている。 

 

③本事業のねらい 

本研究開発は、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機器の電気配線を光化する光

配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装システム技術を実現する基盤技術

を確立することを目指す。 

本研究開発により、世界市場の約５割を占めてきた光半導体分野における我が国産業界の国際

優位性を維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場におい

て我が国が競争力を獲得し、さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサー

バ、ルータ等の情報通信機器産業など幅広いエレクトロニクス産業の活性化にも資する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

本研究開発では、電子機器のデータ伝送に関して、電気配線を用いる場合に比べて１／１０

の低消費電力化と通信速度あたりの面積比で１／１００以下の小形化を実現し、電気配線を用

いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき、データセンタレベルでの運用が可能な光

電子融合サーバを実現するための構成要素技術を確立することを目標とする。また、開発成果

の一部は研究開発の進捗に合わせ、順次、実用化し、光配線と電子回路を融合させた光エレク

トロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

個々の開発項目における中間および最終目標に関しては、別紙を参照のこと。 

 

②アウトカム目標 
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本事業で開発される技術を、サーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し、普及さ

せることにより、平成３２年には年間約１６０億ｋＷｈ、平成４２年には年間約１３００億ｋ

Ｗｈの電力削減が見込まれる。また、市場創出効果として３０００億円程度が期待される。 

 

（３）研究開発の内容 

 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき、研究

開発を実施する。 

【委託事業】 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

（ⅱ）国際標準化 

 

 本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな基盤的技術に対して、産官学の複数事業

者が互いのノウハウなど持ち寄り、協調して実施する事業であり、委託事業として実施する。 

 また、開発成果の社会への浸透を図るため、成果の一部は、開発段階に合わせて順次実用化する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する未来開拓研究プロジェ

クト「光エレクトロニクス」において実施されるものであり、事業開始から６年間の研究開発実施

者を経済産業省が平成２４年度に企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施

者を含む）から公募によって選定し、共同研究契約等を締結する研究体を構築して開始したもので

ある。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）が本研究開発

の運営・管理を承継するに当たっては、その時点までの進捗状況を踏まえて研究開発を実施する。  

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者

と密接な関係を維持しつつ、事業の目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に照らして適

切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて、技術推進委員会等における外部有識者の意

見を運営管理に反映させる他、四半期に一回程度事業の進捗について報告を受けること等により進
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捗の確認及び管理を行うものとする。 

 

３．研究開発の実施期間 

経済産業省は、未来開拓研究プロジェクト「光エレクトロニクス」の事業期間として平成２４年度

～平成３３年度（１０年間）を予定し、平成２４年度～平成２９年度までの６年間の実施体制を公募

した。 

これを受け、ＮＥＤＯは平成２５年度から平成２９年度までの５年間の基本計画を策定し、研究開

発を実施する。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義及び将

来産業への波及効果等について、事業項目毎に、外部有識者による研究開発の評価を実施する。具体

的には本基本計画の対象期間においては、平成２６年度、平成２９年度に評価を実施し、評価結果を

踏まえ、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・縮小や必要な体制の再構築などを含め、後年

度の研究開発に反映することとする。 

なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況

等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト内で速や

かに共有した後、ＮＥＤＯおよび実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

②標準化との連携 

 得られた研究開発の成果については、成果のグローバル展開に向けてオープン／クローズド

戦略に基づき事業戦略と一体となった国際標準化を進める。また、諸外国に先んじて国際標準

を獲得するため、国際標準提案に係る戦略的かつ迅速な国際標準獲得活動を実施する。 

 

③知的財産権の帰属 

 委託研究開発の成果にかかわる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、

すべて委託先に帰属させることとする。 

 また、推進体制を構成する企業等が相互に連携しつつ、研究開発及び事業化を効果的に推進

するために、知的財産管理規定等を定めることを求める。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開発動向、

政策動向、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総

合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとす

る。 
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（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号

ニに基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２５年３月制定。 
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（別紙) 研究開発計画 

 

研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

１．研究開発の必要性 

データセンタなどにおける情報処理量や通信トラフィックの指数関数的な増大とそれにともなう消

費電力の増加に対応するため、情報通信機器・装置の低消費電力化と高速化を両立できる技術の開発

を進める必要がある。 

本研究開発では、上記問題を解決する、電子機器の電気配線を光化した光配線技術と電子回路技術

を融合させた光エレクトロニクス実装システム技術の根幹となる、光電子集積インターポーザ、光電

子ハイブリッド回路基板等を実現するための構成要素技術として、以下の技術開発を行う。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・電気のイ

ンターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板に実装する

ための実装技術とインターフェース技術、および、高信頼、低コスト化を実現する設計・方式・

製造装置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続するインターフェース技

術、および光電子ハイブリッド回路基板間を接続する高集積コネクタ技術を開発する。さらに汎

用電気インターフェースに対応した光素子駆動アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭

載するためのアナログ電子回路技術の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波路、光源、

光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発すると共に、これら

を高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、多値化についても検討を行

い、インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。さらに、ロジック、メモリ等の電子

回路チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密度に集積した、低消費電力で低コストな光電

子集積インターポーザを形成する基盤技術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓの伝送容

量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路と光回路に関する

基盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術開発 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に関し、光、

電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現する基盤技術を開発

する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能とするための支援体制、スキ

ームを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ドットレー

ザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術開発を行う。 
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[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく

次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、フォトニッ

クナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基

盤技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術、

およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に

向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブリ

ッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

 

３．達成目標 

 光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板、および、それぞれの要素技術を組み込

んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費電力化・高速化（１

ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小形化実現のための要素技術を

確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００Ｇｂｐｓ／ｃｈの高速伝送及び現状の

光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を１／５～１／１０まで低減できる低消費電

力化技術を実現する。 

各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子インターポ

ーザおよび光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板を実現するための基

盤技術を開発する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した光電子ハ

イブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール化技術を確

立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

 超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコンフォトニクス

技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモリＬＳＩ、光デバイス

等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積化技術を実現する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤要素技術

を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 
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多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積

技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デジタルコヒ

ーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８年度までに確立する。   

【中間目標】（平成２６年度末） 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を行い、基本

性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間通信向け

低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証するための要素技術を

確立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設計するた

めの光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を可能とするとともに、

本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー構築のための基盤技術を確立す

る。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構成を構築し、

統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス設計の基盤技術として、

光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本構造を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能とする統

合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキット）を整備し、光

電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

 光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの小形化・低消費電力化・高性能

化を非連続的に実現できる、挑戦性の高い革新的デバイス技術として、以下の技術開発を実施する。

なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を考慮し、技術開発の進捗度、本研究開発事業

内での展開の可能性等の観点から、必要に応じて見直しを適宜実施するものとする。 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子ドットレ

ーザ技術とその集積化技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合型単チャ

ンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術として受光器における

暗電流抑制効果を実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現するとと

もにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、導波路型受光器に

おける暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展
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開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

 ［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けて、新原理に基づく次世代超小型光変

調器の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を可能とする

新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検討を通じ

て、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化

する。 

 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基盤技術とし

て、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配線技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術において、層間

方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、これらの

検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課

題を明確化する。 

 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基

盤技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術、

およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光増幅器が

並ぶアレイデバイスを実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に

対する課題を明確化する。 

 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に

向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブ

リッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベースとした

超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高速光信号処理デバイ
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ス実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証

する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとと

もに事業化に対する課題を明確化する。 
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研究開発項目②「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

１．研究開発の必要性 

本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、それに適し

たシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技術の開発が必要であ

る。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサーバ等のシス

テムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開

発」の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤技術を開発する。これにより、システムの実

用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックすることで、完成度の高い技術の効率的な

開発を実現する。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積インターポ

ーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費電力光電子融合サー

バボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速ストレージインターフェースに適応

する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース付き大

容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバを開発し、

アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集積した光電子ハイブ

リッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩを開発する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ間接

続用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライバ、受信フロント

エンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレン

ト光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニクスチップ

を開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバのシステム

化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

 国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析するとともに、

プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積極的に推進する。 

 

３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運用が可能な、

多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバボード等を実現するた

め基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を得ることを目標とする。また、順

次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提案を行う。 
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各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルでの運用が

可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種のＬＳＩが高密度集積し

た光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した小型・高速動作・低消

費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、

高速ストレージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイ

スを搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝送スペック

（変調速度、多重度、チャンネル数など）、および、光電子インターポーザの回路冷却に関する

基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層型ストレージチップ実装基

板からなるハイブリッド型の光インターフェース付きＳＳＤを試作し、標準ストレージインタ

ーフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、要求スペ

ックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型のストレージチッ

プを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブルの実現と、

光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現に向け、次の開発を行

う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体間接続に

おける実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシーバとロジックＬＳ

Ｉ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき既存ロジ

ックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を

実現する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ

間接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

一次試作の光デバイスおよびＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイス制御

動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項を抽出する。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓデジタル

コヒーレント光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業間ネットワ
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ーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するための基盤システム化技

術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光トランシー

バを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わせて集積試

作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、企業間ネットワ

ーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決の目処を得る。 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得するため、次

のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、ＩＥＥ

Ｅ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、「キーメンバーコ

ミュニティー」おけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光ト

ランシーバに関する標準化を推進する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化提案活動を行い、 
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（Ｂ）未来開拓研究プロジェクト実施要綱および実施に関する基本方針 

 

未来開拓研究プロジェクト    

 経済産業省が実施している未来開拓研究プロジェクトは、中長期的観点の研究開発を優れた技術およ

び知見を有する国内外の企業、大学、公的機関などで構築した研究体制で推進することにより、我が国

が直面する環境・エネルギー問題及び少子高齢化問題等の構造的課題の克服、東日本大震災後の状況変

化を踏まえたエネルギー需給安定化並びに新興国の台頭により厳しさを増す我が国産業の成長に貢献

することを目標として実施されているものである。 

 本プロジェクト（「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」）は、２０１２年度（平

成２４年度）に未来開拓研究プロジェクトとして定められ、実施されている。 

 次ページ以降に未来開拓研究プロジェクトの実施要綱、および本プロジェクトが記載された基本方針

を示す。 
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（Ｃ）超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発事前評価報告 

書、総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価結果 
 

  次ページ以降に２０１１年度（平成２３年度）に、産業構造審議会産業技術分科会評価

小委員会にて実施された本プロジェクトの実施に係る事前評価書、および、総合科学技術会

議が実施する国家的に重要な研究開発の評価 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装シ

ステム技術開発」の評価結果を示す。この結果に基づき、事業の効率的かつ効果的な実施を

行っている。 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 分科会議事録 



研究評価委員会 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」 

（中間評価）分科会 

議事録 

日 時：平成29年9月28日（木）9：30～12：55 

場 所：大手町サンスカイルームA室(朝日生命大手町ビル27階) 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長  小柴 正則 北海道大学 名誉教授 

分科会長代理 波平 宜敬 琉球大学 名誉教授 

委員  川瀬 正明 千歳科学技術大学 学長 

委員 斎木 敏治 慶応義塾大学 理工学部 電子工学科 教授 

委員 栖原 敏明 大阪大学 超高圧電子顕微鏡センター 特任教授 

委員 永妻 忠夫 大阪大学大学院 基礎工学研究科 システム創成専攻 教授 

委員 藤田 雅之 益財団法人レーザー技術総合研究所 レーザープロセス研究チーム 

主席研究員 

＜実施者＞ 

荒川 泰彦(PL) 東京大学 教授 

ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構 機構長 

生産技術研究所光電子融合研究センター センター長 

最上 徹(SPL)    PETRAつくば研究開発センター センター長 

萩原 靖彦(SPL)   PETRAつくば研究開発センター 主幹研究員 

森戸 健(SPL)    PETRAつくば研究開発センター  主幹研究員 

森 雅彦(SPL)    PETRAつくば研究開発センター  主幹研究員 

尾中 寛(SPL)    PETRAつくば研究開発センター  主幹研究員 

岩本 敏(SPL)    東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構  准教授 

 生産技術研究所    准教授 

中村 隆宏(SPL)  PETRAつくば研究開発センター  研究統括部長 

土田 純一 PETRA府中分室  主幹研究員 

増田 岳夫 PETRA標準化室  主幹研究員 

関口 茂昭 PETRA厚木分室  主幹研究員 

大平 和哉 PETRAつくば研究開発センター 主幹研究員 

榊原 陽一 PETRAつくば研究開発センター 主幹研究員 

栗田 洋一郎 PETRA川崎分室 主幹研究員 

田中 有  PETRAつくば研究開発センター 主幹研究員 

八重樫 浩樹 PETRA蕨分室  主幹研究員 

田原 修一    PETRA  専務理事 

梶原 信之    PETRA  研究推進部長 
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＜推進部署＞ 

都築 直史 NEDO IoT推進部 部長 

梅田 到(PM)  NEDO IoT推進部 統括主幹 

大橋 雄二 NEDO IoT推進部 主査 

中山 敦  NEDO IoT推進部 主査 

＜評価事務局＞ 

保坂 尚子  NEDO評価部 部長 

原 浩昭   NEDO評価部 主査 

中井 岳   NEDO評価部 主任 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．事業の概要説明 

5.1 事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 

5.2 研究開発成果、成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し 

5.3 質疑応答 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明（実用化・事業化に向けての見通し及び取組） 

6.1技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（PETRA）、アイオーコア株式会社 

6.2 日本電気株式会社 

6.3 富士通株式会社 

6.4 沖電気工業株式会社 

6.5株式会社東芝 

6.6 NTTエレクトロニクス株式会社、NTT、富士通株式会社 

７．全体を通しての質疑 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定 

１０．閉会 

議事内容 

（公開セッション） 

１．開会、配布資料の確認 

・開会宣言（評価事務局） 

・配布資料確認（事務局） 

２．分科会の設置について 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき事務局より説明。 

・出席者の紹介（推進部署、評価事務局） 

３．分科会の公開について 

評価事務局より資料2及び3に基づき説明し、議題6.「事業の詳細説明」、及び議題7. 「全体を通しての

質疑」を非公開とした。 

４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。 
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５．プロジェクトの概要説明 

（１）事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメントについて 

推進部署より資料5-1に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。

（２）研究開発成果、成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し 

荒川PLより資料5-2に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

（３）質疑応答 

以下の質疑応答が行われた。 

【小柴分科会長】 ありがとうございました。技術の詳細については次の議題6で扱いますので、ここでは

主にただ今、御説明のあった事業の位置付け・必要性、それからマネジメントについて議論をしたい

と思います。ただ今の御説明に対して、御意見、御質問等をお願いいたします。 

【波平分科会長代理】 荒川先生、どうもありがとうございました。 

公開の6ページのテーマのところで2番目の「光エレクトロニクス実装、基盤技術の開発」が〇に

なっていますが、◎にしてもいいのではないかと私は思います。量子ドットレーザーというのは、近

い将来のノーベル賞候補で、このプロジェクトの一番基本になるところです。光 I/Oコアと言われて

も、レーザーは何を使っているか何も書かれていないし、国際標準化でもオープン・ブラックボック

スになっているので、できるだけ高温特性が優れて、省エネにもなる量子ドットレーザーを使用して

いることをしていった方がいいのではないかと思いすので、ここは◎にしてもいいのではないかと私

は思います。 

【荒川PL】 大変ありがとうございます。大学の人間は控えめですので、このようにさせていただいていま

すが、そのように進めさせていただければ大変有り難いと思います。 

【小柴分科会長】 ほかはいかがでしょう。 

【斎木委員】 前半の梅田さんの御説明で、日本のファブが構築中となっていますが、どのようなファブが

これからできてくると期待すればよいでしょうか。 

【梅田統括主幹】 本件に関しては、どこで作るか、あるいはファブをどこにするかは極めて重要な問題に

なってきます。それはコストの低減にも大きく係ることかと考えています。今、具体的にはこの場で

は申し上げられませんが、あるところにおいて国内でもウェハーの製造等を行うことを計画していま

す。あくまでも計画の段階です。公開セッションですので、このあたりで御容赦いただければと思い

ます。 

【小柴分科会長】 よろしいですか。ほかはいかがですか。 

【栖原委員】 このプロジェクトには国内の主だった多くの関連企業が参画しているわけですが、必ずしも

オールジャパンとは言えない面もあるかと思います。公的資金が投入されていることから、全ての関

連産業の利益の観点から留意されているようなことや、取組があれば御紹介いただければと思います。 

【梅田統括主幹】 ありがとうございます。本プロジェクトは数社の参画となっていますが、PETRA自体

はほとんどのエレクトロニクス関連の会社が参画しています。プロジェクト開始の6、7年前にこの

プロジェクトを推進していくことで検討した結果、今のフォーメーションでやることになっています。

当時の判断において、この体制が一番いいと考えて、今進めているところです。 

【栖原委員】 プロジェクト自体では直接関与していなくても、PETRAでカバーできているという理解で

よろしいですか。 

【梅田統括主幹】 はい、そうです。 

【栖原委員】 それからもう一つ。 

大変順調な開発成果が得られているわけですが、もっと革新的技術を開発するために大学でも研究
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されています。学術的にはすばらしい成果がたくさん得られているのは承知していますが、このプロジ

ェクトの中にどのように取り込んでいくかが、一つの課題だと思います。そのための連携を促進するよ

うな取組はどのようにされていますか。 

【梅田統括主幹】 ありがとうございます。スライドの14/21枚目で、様々な委員会を設置しています。そ

の中で下から二つ目にデバイス・システム連絡会議を設置しています。その中でも基盤技術とシステ

ム化技術のみならず、大学から得られた知見を入れています。大学の方では非常に先進的な尖った、

みを狙うような技術開発をしていて、すぐにビジネスに関与するものは少ないかもしれませんが、東

京大学で得られた知見等は光 I/Oコアに盛り込まれているところで、その辺の風通しは非常にいいと

判断しています。 

【栖原委員】 ありがとうございます。 

【小柴分科会長】 よろしいですか。ほかにいかがでしょう。 

【川瀬委員】 成果の普及、知的財産権の取得のところで、革新技術の論文あるいは発表は非常に多いので

すが、特許が意外と少ないように見えます。上の表は非常に多くて、担当しているところがやはり企

業と大学だからという感じがあるのか、あるいは何か戦略的に考えられているのか。 

【荒川PL】 上の企業と比べ、確かに御指摘の通り大学側の特許は大変限られています。これについては、

もちろん私どもも特許を出す方向で努力はしますが、このテーマに直接関わる形で、論文化の前に特

許を出すべき技術開発内容を特定する際に、大学側は少し絞っている、あるいは慎重にしているとこ

ろがあって、その結果として各先生から出てくる特許が十分多くない状況にはなっているかと思いま

す。 

   ただ、今後、まだ来期も順調にこれから4年続くとすると、更に今の御指摘に従って、大学として

も特許を出していく努力をして参りたいと考えています。 

【小柴分科会長】 永妻先生どうぞ。 

【永妻委員】 両方にまたがりますが、公開資料の実施の経済的効果のところで2030年の見通しが得られ

ています。ところが2021年でこのプロジェクトが終わって、約10年間、恐らく企業に委ねられると

思いますが、非常に長い。その意味では、この経済効果はもう少し前倒ししておかなければ、10年た

つとこれはもはや変わるかもしれないので、その辺の見通しはどうなのか。まず、その辺を教えてい

ただきたいと思います。 

【梅田統括主幹】 おっしゃる通りです。この分野は非常に足の速い分野です。2030年に1.26兆円と掲げ

ていますが、一番大きく変わるのはサーバー、HPC (High Performance Computing)の市場ではない

かと思っています。現在、それがどれぐらいの市場に発展するか、数字的には正直言って私の方では

分からないところですが、電力消費量の伸びから勘案しても、極めて大きな市場になっていくものと

判断しています。 

【荒川PL】 私から補足させていただきますと、今、御指摘のように2030年のこれだけの規模の市場に向

けて、2021年で終わるこのプロジェクトとのギャップはあります。その意味で、2021年時点での全

ての状況、あるいはこのプロジェクトの評価にも依存するわけですが、改めて国家プロジェクトある

いは補助金等を含めて国の支援を頂きながら、更に加速していくことも一つの選択肢としてはあり得

るのではないかと考えています。 

【永妻委員】 ありがとうございました。それから知財戦略のところ。ブラックボックス化というのは確か

にあるのだろうと思いますが、私は余り存じ上げない。つまり、他分野あるいは従来、ブラックボッ

クス化して、つまり技術ができるということは、必ず誰かがほかの手段でやってしまうわけです。ブ

ラックボックス化することによってウィナーになり続けることは過去の例で幾つかあったのでしょう

か。 
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【梅田統括主幹】 ありがとうございます。御指摘の通り、それを続けていくことは極めて困難かと思いま

す。その分、国としてもNEDOとしても技術開発を進めて、リバースエンジニアリングできないよ

うな形で進化させていきたいと考えています。 

【荒川PL】 やはりこのプロジェクトの肝は実装技術です。実装技術というのは相当のノウハウが入って

いて、ある一定期間はブラックボックス化できるのではないか。つまり、従来の例にないような状況

の中で、実装技術として、今申し上げた状況、オープン・ブラックボックス化は可能ではないかと、

私は考えています。本当にそれをやり得るかどうかは、まさにそれ自体がチャレンジングで、是非そ

こに取り組んでいきたいと私どもは考えています。 

【小柴分科会長】 よろしいですか。藤田先生どうぞ。 

【藤田委員】 17/21ページのところで、前回の中間評価を受けて促進財源が投入されたということですが、

それによって加速された技術開発等、具体的な事例があれば紹介していただきたいのですが。 

【梅田統括主幹】 ありがとうございます。18/21に2点ほど大きな成果を書かせていただいています。一

つが2014年に大容量のLSI周辺に世界最小のトランシーバを搭載したものができていること。もう

一つ、2015年の方は計画の前倒しを具体的に書かせていただいています。 

   また、東京大学に人材育成プログラムを確立して、学生のみならず社会人に対してもワークショッ

プ等を開催して普及活動にも使っています。 

【藤田委員】 ありがとうございます。 

【小柴分科会長】 よろしいですか。ほかはいかがでしょうか。 

   あと、外からこのプロジェクトを見たときのことでお伺いしたいのですが、産業技術総合研究所の

方ではダイナミック光パスネットワークの研究をされていたかと思いますが、目指す方向は同じかと

思います。このプロジェクトとの違いが分かると外の方にも理解しやすくなるかと思いますが、いか

がでしょうか。 

【森SPL】 それでは産業技術総合研究所、PETRAのメンバーでもあり、VICTORIESプロジェクトのメ

ンバーでも私の方から内容をお話しすると、一つ、VICTORIESで進めてきたのはどちらかというと

光スイッチ。経路を光のまま切り替えることをメインにおいて、そこのスイッチの消費電力、あるい

はルーターとしての消費電力を下げようという形で進めてきました。 

   一方、こちらのプロジェクトはどちらかというと、トランシーバの1対1のインターコネクション、

機械の中や長距離においてもend to end、その先は光から電気に変換されるという部分の研究開発を

進めてきましたので、この二つを組み合わせることによって、両方の低消費電力化が組み合わさり、

更に低消費電力になると産業技術総合研究所としては理解しています。 

【小柴分科会長】 ほかはいかがでしょうか。 

【波平分科会長代理】 最後のアイオーコアの会社ですが、スタッフは現在プロジェクトをやっている方も

入っているのでしょうか。それとも全く新しい人が入っているのでしょうか。 

【中村SLP】 この後、非公開で。 

【梅田統括主幹】 非公開のセッションでアイオーコアから報告があります。 

【小柴分科会長】 ほかにもいろいろ御意見、御質問等あるかと思いますが、予定の時間になりましたので

次に移らせていただきます。事務局から御説明をお願いいたします。 

【原主査】 それではここで7分間休憩いたします。再開は10時32分といたします。 

   なお、議題6、7は知的財産権の保護等の観点から非公開ですので、一般傍聴の方は御退室くださ

い。議題8より再度公開いたします。 

（非公開セッション） 

６. プロジェクトの詳細説明 
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省略 

７．全体を通しての質疑 

省略 

（公開セッション） 

８． まとめ・講評 

【小柴分科会長】 それでは議題8、まとめ・講評です。恐れ入りますが、藤田委員から始めて、最後に私

という格好で講評をしたいと思います。それでは藤田委員、宜しくお願いいたします。 

【藤田委員】 ずっとお聞きしていて、非常に優れた成果が出ていて、評価A以外に付けようがない、どう

やって付けようかと悩んでいるところです。 

ただ、一つ残念だったところは革新的デバイス技術の個々の説明が東大のところがメインで、ほか

のところをもう少し聞きたかったというのはあります。あとはこれで5年半たったということで、10

年というのは長くて、大抵5年半でやっています。また一度、全体の実施者の組替え、入替えという

と語弊がありますが、新しいテーマをどんどん導入して、アメリカが 1mW/Gbps を達成する前に日

本で達成していただければと思っているところです。 

【小柴分科会長】 ありがとうございました。永妻先生、お願いします。 

【永妻委員】 2 日間にわたり、関係者の皆様、本当にお疲れ様でした。特に昨日、実物を拝見して、改め

てものづくり日本というか、職人的な魂の下、本当に皆さんが生き生きと作られたものを各社、御説

明されていて、私自身も元気になりましたし、技術者の一人としても誇りに思いました。 

 今日もそうですが、説明はどちらかというとやはり技術者の集団ですので技術orientedですが、例

えばこういうふうにしたらどうかと思いました。むしろ、今日の各社の事業化の案、あるいはビジネ

スプランから始まってもいいのかもしれませんが、システム性能があって、システムがあって描く。

それに向けてこういう要求条件があって、いわゆるカスタマーのペインといいますか、ニーズがあっ

て、それに向けて、例えば 5mm角のこれが必要といった数字が具体的なところから出てきて「今こ

れを作っているんですよ」というところがあると、確かに難しいのですが、もっと説得力があったと

思います。 

   これは昔から言われている、日本のやり方とアメリカのやり方の違いだと思いますが、このプロジ

ェクトは 10 年になりますので、是非成功に導いていただいて、そのサクセスストーリーを作るとき

の一つのシナリオとして、逆で説明するような会合があってもいいのではないか。それによって、皆

さんが御苦労されているそれぞれの技術的なアプローチの努力が報われるというか、もっと見える化

してくるのではないかと思いました。 

   あと、教育的なところも、革新技術の開発ということで多くの大学の先生方が関わっていらっしゃ

いますが、私自身、願わくはドクターやポスドクがこの分野、あるいは今、参画されているところに

そのまま即戦力として入っていく。昔は多分、半導体日本はそうだったと思います。光ネットワーク

を作っていくときも、ドクターが実際にそれぞれの会社に入って、それを継承していった歴史があっ

たと思います。是非、そういったところもこのプロジェクトの中で、また日本再生といいますか、教

育分野も含めて作っていってほしいと思います。どうもありがとうございました。 

【小柴分科会長】 ありがとうございました。栖原先生、お願いします。 

【栖原委員】 昨日、今日と見学させていただき、また大変詳しい資料と効率のよい説明を頂き、大変勉強

になりました。どうもありがとうございました。 

このプロジェクトの成果については全ての項目で目標達成ということで、◎も多く、全て〇で、研
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究開発が極めて順調に進んだことに加えて複数の事業化を始められ、また多くの事業化の見通しが得

られたということで大変心強く思いました。このプロジェクトを推進されているプロジェクトリーダ

ーの荒川先生を始め、実施者及び関連各位の御尽力に深く敬意を表します。 

私は前回の中間評価にも参加させていただきましたが、この3年間の進行が余りにも順調ですばら

しいので、技術的な新しさが余り分からなかった面もありましたが、詳しく説明をお聞きして、最近

の AI の進展等にも積極的に対応するために、いろいろなことを考えられていることなど理解を深め

ることができました。 

今後はプロジェクト内容の焦点を絞って継続されることと思いますが、これからは更に競争力を高

めるために、これまでブラックボックス化などについて大変留意をしておられますが、更にそれを強

化するために新戦略を生み出すなど、一層の御尽力を頂ければと思います。 

このプロジェクトの特徴の一つは大変優秀な基礎研究をされている大学の研究チームとの連携で、

特に量子ドットレーザーを中心としてプロジェクトの中に実際に取り込まれ、大きな成果を得られて

いることはすばらしいのですが、テーマによっては必ずしも本プロジェクトの中心テーマとの関連が

明確なところまでいっていないテーマもあるように思われます。今後、更に双方向的な連携というこ

とで、大学発の技術シーズを取り入れて、産業技術として成長するように育てていただければと思い

ます。そして、既に御尽力くださっている人材育成と併せて、日本の技術を更に強いものにしていた

だければと思います。以上です。 

【小柴分科会長】 ありがとうございました。斎木先生、お願いします。 

【斎木委員】 私も大変勉強になりました。どうもありがとうございました。 

蓄積技術を非常にうまく活用されて、事業化についても各社の強いところとうまく融合させて、非

常にうまく動いていると感じました。 

   基礎研究に近いところを研究している者としては、やはり革新的デバイス技術、どれか一つでいい

と思いますので、是非製品の中に5年後、入ってくればと感じました。研究者にとって非常に大きな

励みになると思います。 

   こちらのプロジェクトは本当に今後の後続のプロジェクトのモデルケース、お手本になるのではな

いかと感じました。特に印象的だったのは追加予算を投入することによって、それが非常にうまく機

能したというのは、すごくいいモデルになるのではないかと感じました。 

最後に教育、啓蒙活動ですが、是非ここに参画されている企業の方々から学生に向けて夢を語って

いただく、あるいはメッセージを投げかけていただく。是非そういう機会を作っていただければと感

じました。以上です。 

【小柴分科会長】 ありがとうございました。川瀬先生、お願いします。 

【川瀬委員】 私も2日間、久しぶりに技術に浸かって、大変楽しく聞かせていただきました。 

最初の荒川先生の御説明で、今の各テーマの中間目標に対しては◎と〇ばかりで、どこか欠けてい

るところがあるのではないかと思って見ていましたが、ここに挙げられているテーマ、項目に関して

は全て本当にうまくいっているということがよく理解できました。3mW/Gbps あたりまでいって、

1mW/Gbpsももう達成見込みであるといったお話もありましたが、本当にこの進捗でいくと多分大丈

夫だろうなと思いました。 

   10年間という長いプロジェクトのゴールに向かって、これからまた更にもう1回立ち上がられるの

だと思いますが、恐らくこれから革新技術等いろいろ出てきたときに、なかなかそれを全部使うのは

どうなのかなという気もします。もちろん、それが全部使えればそれに越したことはないのですが、

競争力やコストといった実用的なところから見ると、場合によってはローテクも一部使ってという割

り切りなども必要になってくるのだと思います。システムとの整合をうまく取ってという話も途中で
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出ていましたし、それとも似たような話になりますが、総合的なバランスがこれから非常に大事な時

期になるのだろうと感じました。 

   ここまででほとんど満点に近いところまでいっていると思いますので、是非今後とも更に120点を

目指して頑張っていただければと思います。どうもありがとうございました。 

【小柴分科会長】 ありがとうございました。波平先生、お願いします。 

【波平分科会長代理】 私も前回の評価のときにも出席しましたが、あれから大分技術が進展していたので

安心しました。 

今回、私は昨日から盛んに言っていますが、東大の荒川先生の量子ドットレーザーは、近い将来の

ノーベル賞候補で、ノーベル賞委員会では、その時VCSEL(外部共振器型垂直面発光レーザー)と比較

されると思います。VCSEL は、閾値電流が低く、システムの消費電力も小さく、低電流でも高速変

調ができて、市場に良く流通しているので、量子ドットレーザーが、コスト面でもVCSELを上回る

ようないい製品ができ、いろいろなところや国などで使われたらノーベル賞受賞が実現できるのでは

ないかと期待しています。それには、国や NEDO が中心となってノーベル賞受賞が実現できるよう

Back Upし続けることが重要だと思います。日本はこの分野では光 I/Oコアが、現在世界のトップを

走っており、アメリカが追い付いて来ていて、ヨーロッパがやや遅れているということを伺いました。

私は、光ファイバ伝送方式の国際標準化をしている国連の一機関である ITU-T(国際電気通信連合―電

気通信標準化部門)で約 20年間国際標準化の経験があり、どのようにして国際標準化するかというノ

ウハウを知っています。ここで一番大切なのは、国際標準化グループ内での人間関係が非常に重要に

なります。仲良くできるのであれば米国や欧州のメンバーと仲良くしながら、日本が国際標準化した

い案件を推し進めていくことが大切になります。日本はアジア代表ではなく、中国や韓国などは日本

ではなく欧州や米国などの標準化をサポートするので気をつける必要があります。国際標準化は、最

終的には各国の妥協案で決まるので巧みなロビー活動が重要になってくると思います。 

ここで人材育成も書かれているので、私は理想的には今、本プロジェクトに参加しているメンバー

（ドリームチーム）で一つの会社を組織できたら理想的だなと思っていましたが、別の形でアイオー

コアという新しい会社ができているので、新会社の今後の動向を見守りたいと思います。私も大学で、

多くのドクターを育てましたが、大体外国人が多いです。日本人のドクターは少なくほとんどの学生

が、マスターで卒業してすぐ就職しています。日本の場合は、ドクターの価値が高く評価されていな

いところがあるので、ポストドクターの人たちを本プロジェクトのどこかに採用できればいいと思い

ました。今どんどん大学は運営交付金が減らされていて、基礎研究ができなくなっている状況です。

しかし、本プロジェクトは大型予算が確保されており、優秀な人たち（ドリームチーム）が落ち着い

て研究開発に集中できる環境の中で一生懸命やった結果がこのような成果を出していますので、ポス

ドクを受け入れることも考えて、日本の若い人たちが夢を持てるようなプロジェクトにしていただけ

ればと思います。私が前に言ったように、〇が◎になるような評価をしたいと思っています。 

【小柴分科会長】 ありがとうございました。 

 ただ今、先生方からいろいろお話を伺いまして、特に付け加えることもないのですが、最後に簡単

に私からも感想を述べさせていただきます。 

   まず昨日、本日と2日間にわたりまして、プロジェクトリーダーの荒川先生を始め、御関係の皆様

に懇切丁寧な御説明を頂戴いたしまして、本当にありがとうございました。 

   今回の中間評価では、前回の中間評価からの差分としての研究成果がどれだけ上がったのかという

こと、また、前回の中間評価結果にどう対応されてきたのかという観点からお話を伺わせていただき

ました。三つに絞ってお話しさせていただきますが、一つは成果そのもの、もう一つは事業化、最後
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は人材育成です。 

   まず、成果そのものについては先生方からもお話があったように、目標を既に達成しているもの、

未達のものについても年度内には確実に達成見込みとなっていますし、中には世界初あるいは世界ト

ップレベルというような、世界を先導するような成果も多数出ています。このプロジェクトを通じて、

この分野の我が国のプレゼンスを非常に高めていただいているのではないかと感じています。本当に

皆様の御努力に深く敬意を表します。 

   それから事業化に関しては、改正された技術研究組合法というのでしょうか、これの下で第1号と

なる株式会社を設立され、アイオーコア株式会社でしたでしょうか、これについては第1号というこ

ともあって、これからのモデルケースになるかと思います。是非とも皆さんの御協力あるいは連携を

取りながら、この株式会社が順調に成長していけるように国も含めてバックアップ、株式会社だから

国というわけにはいかないのかもしれませんが、是非成功させていただきたいと感じています。 

   人材育成に関しては、これも荒川先生の資料にあったかと思いますが、荒川先生を中心に東京大学

でナノ量子情報エレクトロニクス特論を開設されて、更には委員の先生からも御指摘がありましたが、

このプロジェクトに参画している企業の方々にもいろいろお話を伺う機会があるようです。ただ、私

は地方にいますので、地方にいる者としてはどうも首都圏中心になっていますので、何かうまい具合

に水平展開できないものかと思っております。例えば、IEEE のDistinguished Lecturers のように

世界と言わず、我が国、地方も含めてそういった啓発といいますか、特に若い世代を鼓舞するような

お話を伺う機会があるといいと思います。 

   残念ながら大学の入り口では、この分野は今のところ余り若い方々に関心を持っていただけていな

い。首都圏は違うかもしれませんが、まだ苦戦しているところがあります。ただし、この分野なくし

てやはり日本は立ち行かない気もいたします。人材育成というとどちらかというと文科省の管轄にな

るのかもしれませんが、このプロジェクトはそういう人材育成も含めているところが非常に特徴的と

いう気もします。そこも含めてこれから残り4年間でしょうか、是非とも初期の目標を達成していた

だけるように、皆様で御尽力いただければと思います。本当に2日間ありがとうございました。 

 それではプロジェクトリーダーの荒川先生、もし何かございましたらお願いします。 

【荒川PL】 大変長時間にわたって、2日間にわたり貴重な御意見、コメント、励ましを始め、有意義に私

どもも聞かせていただきました。 

 様々な御指摘を頂きまして、それぞれについては幾つか課題も頂きましたが、ともかく私としては

当初の1期、2期、3期というスキームの中で進めてきて、普通、10年プロジェクトでは大体2期ぐ

らいが終わると、第3期は相当書換えをする必要があるような技術開発が多い中で、やはりシリコン

インターポーザーが依然として重要な技術になっている。また、目標としても価値があり、ましてや

IoTやAIの発展においても重要な役割を果たすという期待を持っていただきながら、このまま進める

ことを大筋としては認めていただいたことを大変うれしく思っています。また、それを実現してきて

いる、このプロジェクトの全メンバーにも大変感謝したいと考えています。 

   人材育成についても、これから大変重要な課題であると私どもは考えています。幾つかの形で、先

ほどの東京だけではないという、余り私どもは気が付かなかった御指摘でもありましたし、またこの

分野を非常に魅力に感じて、今のドクター、マスターあるいはポスドクの学生でも結構ですが、産業

界に入っていくような方向、あるいは夢を見せることができるようにしていくことが NEDO のプロ

ジェクトの一つの役割だと思っています。そういうことで本日、技術的内容から人材育成にわたるま

で、大変貴重な御意見、コメントを頂きましたので、それを改めて私どもの方で咀嚼させていただき

ながら、来期に向けて努力してまいりたいと存じますので、今後とも御指導、御鞭撻のほどお願い申

し上げます。本日は大変お忙しい中、貴重な時間を頂きまして、大変ありがとうございました。 
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【小柴分科会長】 ありがとうございました。 

   評価書を作ることがあるので、一つ失念していましたが、今回の御説明は時間が制約されていたこ

ともあったかと思いますが、1-1-2、回路設計技術の御説明が余りなかったように思います。これは書

類だけで評価せざるを得ないかと思いますが、このあたりも含めて今後とも御尽力いただければと思

います。 

   ありがとうございました。それでは議題8を終了いたします。 

９．今後の予定 

１０．閉会 
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配布資料 

資料1 研究評価委員会分科会の設置について 

資料2 研究評価委員会分科会の公開について 

資料3 研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘と非公開資料の取り扱いについて 

資料4-1 NEDOにおける制度評価・事業評価について 

資料4-2 評価項目・評価基準 

資料4-3 評点法の実施について 

資料4-4 評価コメント及び評点票 

資料4-5 評価報告書の構成について 

資料5-1 プロジェクトの概要説明資料「事業の位置付け・必要性・研究マネジメント」（公開） 

資料5-2 プロジェクトの概要説明資料「研究開発成果、成果の実用化・事業化に向けた取組及び

見通し」（公開） 

資料6 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 

資料7 事業原簿（公開） 

資料8 今後の予定 

以上 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置

N E D O 

評価報告書(案)確定

理 事 長 

報告

国 民 

評価結果公開

分 科 会 Ａ

研究評価委員会

評価結果の事業等への反映
推 進 部 署 

評 価 部 

分科会 B 

評価報告書（案）作成

分科会 C 

分科会 D 

推 進 部 署 

実 施 者 

事 務 局 

プロジェクトの説明 
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１．評価の目的

評価の目的は「技術評価実施規程」において

● 業務の高度化等の自己改革を促進する

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する

としている。

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。

２．評価者

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者

● 産業界の専門家、有識者

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。

これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。

なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。

３．評価対象

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」を評価対象とした。

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。
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４．評価方法

分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。

５．評価項目・評価基準

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO
が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。

評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取組や見通し等を評価した。



「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」 

（中間評価）に係る評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)事業目的の妥当性

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国

際貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。

 上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。

(2)ＮＥＤＯの事業としての妥当性

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDOの

関与が必要とされる事業か。

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

となっているか。

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

 継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込ん

で活用を図っているか。

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与

する体制を構築しているか。

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係

は明確であり、かつ機能しているか。

 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は

企業の取組に貢献しているか。

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、
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必要に応じて適切に対応しているか。 

(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用しているか。

 国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。

３．研究開発成果について 

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

 成果は、中間目標を達成しているか。

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、

積極的に評価する。

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2)成果の最終目標の達成可能性

 最終目標を達成できる見通しはあるか。

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。

(3)成果の普及

 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。

 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・

事業化の戦略に沿って適切に行っているか。

 一般に向けて、情報を発信しているか。

(4)知的財産権等の確保に向けた取組

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外で適

切に行っているか。

 国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、

企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。 
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 成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。

 想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

 実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。

 実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3)成果の実用化・事業化の見通し

 実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。

 想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがある

か。

 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しは

あるか。

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積

極的に評価する。
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることで

あり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売

り上げ等)に貢献することをいう。 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。

・「4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて」は該当するものを選択する。

・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。

「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを

いう。 

1. 事業の位置付け・必要性について

(1) 事業の目的の妥当性

・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可能性等

の観点から、事業の目的は妥当か。

・上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。

(2) NEDO の事業としての妥当性

・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必要とさ

れる事業か。

・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較において

十分であるか。

2. 研究開発マネジメントについて

(1) 研究開発目標の妥当性

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

・達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

・目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）となっているか。

・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

・計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

・継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を図っている

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。
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か。【該当しない場合、この条項を削除】 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

・技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

・指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

・成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制を構築

しているか。

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明確であり、

かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、かつ機能し

ているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は企業の取組に

貢献しているか。【該当しない場合、この条項を削除】

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応じて適切

に対応しているか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、かつ

適切に運用しているか。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、この条

項を削除】

3. 研究開発成果について

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

・成果は、中間目標を達成しているか。

・中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしているか。

・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価す

る。

・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2) 成果の最終目標の達成可能性

・最終目標を達成できる見通しはあるか。

・最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。

(3) 成果の普及

・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。

・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事業化の戦略に沿

って適切に行っているか。
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・一般に向けて、情報を発信しているか。

(4) 知的財産権等の確保に向けた取組

・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行っている

か。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該当しない場合、

この条項を削除】

4. 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合を除く】

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。

・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

・実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。

・実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化・事業化の見通し

・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。

・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがあるか。

・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて  【基礎的・基盤的研究開発の場合】

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・整備する知的基盤・標準について、利用の見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。



参考資料３ 評価結果の反映について



「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」（中間評価）の評価結果の反映について 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

・革新的デバイス技術研究において、技術推進委員会での

情報交換や討論などを通じて大学と企業間の連携をより一

層強化して、本プロジェクト成果としての貢献を明確化す

ることを期待する。 

・開発テーマ個別の進捗と同時にテーマ間の整合性・連携

状況を四半期に一度程度確認し必要な対策を講じることに

より、大学・企業等実施者間の連携強化を図る。 

参
考
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本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集

しています。

NEDO 評価部 

部長 保坂 尚子 

担当 原  浩昭 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

ミューザ川崎セントラルタワー20F

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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